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ま え が き 

 

本調査シリーズは、プロジェクト研究サブテーマ「非正規労働者の態様に応じた能力開発

施策に関する調査研究」の一環として実施された「ジョブ・カード制度の現状と今後の方向

性のための研究」の平成 23 年度の研究成果をとりまとめたものである。 

このプロジェクト研究サブテーマは、平成 19 年度から行われている研究で、職業能力開

発やキャリア形成の機会に恵まれない非正規社員の人たちの実態を明らかにするとともに、

関連する施策の推進や改善に役立つ政策提案を行うことを目的に実施し、効果的な施策の在

り方を検討するために実施されてきた。 

その一方で、2008 年度に「ジョブ・カード制度」が新たに導入された。この施策は、正社

員就職できず非正規にとどまる学卒者など職業能力形成機会に恵まれない人が「企業現場･

教育機関等で実践的な職業訓練を受け、修了証を得て、これらを就職活動など職業キャリア

形成に活用する制度｣（ジョブ・カード構想委員会、2007）である。ジョブ・カード制度は非

正社員等のキャリア形成機会に恵まれない人たちを支援する政策であることから、本プロ

ジェクト研究サブテーマの成果をより現実的な政策提言に結び付けるために、この制度の運

用の実態と課題、さらに改善の方向を明らかにするために実施したのが本研究である。 

昨年度の研究では、ジョブ･カード制度のもとで行われる訓練プログラムの１つである有

期実習型訓練（基本型）の企業間での普及状況と企業にとっての効果を明らかにした。つづ

く本年度は、同じく有期実習型訓練（基本型）が求職者にとって効果があるのかを、クロス

集計によって明らかにしている。個人の異質性を十分にコントロールした計量経済学的手法

を用いる厳格な政策評価を行うのは来年度以降となるが、本調査シリーズはその予備的研究

として位置づけられる。 

最後に、本調査シリーズで利用した『転職モニター調査』は、多くの方々のご協力のおか

げで実施することができた。モニターとして調査にご回答いただいた皆様の他、厚生労働省、

全国の都道府県労働局ならびにハローワーク、中央ジョブ・カードセンター、全国の地域ジョ

ブ･カード（サポート）センター、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構、全国の同

機構・都道府県センターならびに職業能力開発促進センター、中央職業能力開発協会に多大

なるご協力をたまわるとともに、有期実習型訓練の訓練企業のみなさまにもご協力いただい

た。この場を借りて、お礼を申し上げる。 

なお本調査シリーズの執筆は別記のそれぞれが担当したが、とりまとめは原ひろみ（人材

育成部門副主任研究員）が行った。 
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第１章 ジョブ・カード制度の現状と本調査シリーズの構成  

 

１．本研究の目的とジョブ・カード制度の現状  

政策の効果を厳密に把握することは重要である。政策介入によって生じた状態と政策介入

がない場合の状態を比較し、政策が意図したとおりの状態を引き起こせていれば、その政策

は続行されるべきである。一方、政策が意図した効果を上げないことが分かれば、その政策

を継続・拡充することを止め、新たにより適切な政策導入を検討することで限りある予算を

無駄にすることが避けられる。しかし、厳格な政策評価を行うには、そのためのデータ構築

が必要であり、かつ計量経済学の手法を用いた評価が欠かせない1 2。 

当機構では、昨年度、ジョブ・カード制度という 2008 年 4 月に新しく導入された政策の

効果を計量的に検証するための研究を開始した。それが、「ジョブ・カード制度の現状と今後

の方向性のための研究（以下、ジョブ・カード制度研究）」である3。そして、この研究の一

環として、全 5 回の個人パネル調査（『転職モニター調査』）を実施した。『転職モニター調査』

は現在も実施中であるため4、本調査シリーズは途中経過を速報としてとりまとめるものであ

る。 

第２節以降で詳述するように、『転職モニター調査』は全 5 回のパネル調査であり、2012

年 2 月現在で第 4 回調査まで完了している。しかし、分析を行うためにはデータの整理が必

要であり、最終的なデータ整理が終わるのは第 5 回調査が完了してからになる。そこで、本

調査シリーズではデータ整理がほぼ完了した第 1 回調査と第 2 回調査の結果を暫定的に報告

するものである。 

 ここで、「ジョブ・カード制度」の現状を確認しておこう5。ジョブ・カード制度は職業能

力開発の機会に恵まれず、キャリア形成にあたって困難に直面している個人への支援策とし

て、2008 年 4 月に導入された制度である。すなわち、正社員就職できず非正規にとどまる学

卒者など職業能力形成機会に恵まれない人が「企業現場･教育機関等で実践的な職業訓練を受

                                                      
1 労働政策に着目して計量経済学の基礎知識のある読者を前提として手法のレビューを行った日本語の論文で

は、黒澤 (2005)、川口 (2008)が優れているので、議論の詳細はそちらを参照されたい。直観的な説明を重視し

た邦文文献では開発経済学をターゲットとしたものであるが青柳 (2007)が分かりやすい。 
2 質的データを用いた定性的な評価を否定するものではない。青柳 (2007)によると開発援助の評価では定量的評

価と定性的評価を相互補完的に用いるという暗黙的な合意が形成されているとのことだが、労働政策の評価で

も両者を補完的に用いることの有用性は同様である。本研究の昨年度の成果はこのような手法で行っている

（脚注 3 を参照のこと）。 
3 平成 22 年度に始まった研究で、初年度の成果は『ジョブ・カード制度の現状と普及のための課題：雇用型訓

練実施企業に対する調査より』，JILPT 資料シリーズ No.87, 2011 年として公表されている 
（http://www.jil.go.jp/institute/chosa/2011/11-087.htm）。そこでは、有期実習型訓練を実施したことある企業の特

徴を明らかにし、ジョブ・カード訓練の導入によって企業内にどのような効果あったのか、また訓練の導入に

あたって企業が困難に感じたことを検証している。研究は平成 24 年度も継続して行われることとなっており、

本調査シリーズは、研究の 2 年度めにあたる平成 23 年度に得られた知見を暫定的に報告するものである。 
4 2012 年 2 月現在。 
5 平成 22 年度までの状況については小杉・中道・原 (2011)を参照されたい。 
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け、修了証等6を得て、これらを就職活動など職業キャリア形成に活用する制度｣（内閣府, 2007）

である。 

ジョブ・カード制度は、職業能力形成機会に恵まれない人たちに対して、企業現場等での

実践的な職業訓練（職業能力形成プログラム）を提供し、職業能力形成を支援する制度であ

る7。かつ、訓練参加の相談・準備から就労までのキャリア・コンサルティングを実施し、職

業能力形成プログラムの履修証明、職歴・教育訓練等を記載したその人の職業能力を証明す

る“ジョブ・カード”を交付することで、職業能力の客観的な評価が担保され、就職活動に

役立たせるという仕組みとなっている。つまり、ジョブ・カード制度の骨格は、①企業現場

における実習（OJT）と教育訓練機関等による座学（Off-JT）を組合わせた実践的な職業訓練、

②汎用性のある「能力評価基準」により訓練成果を評価し、その結果を“ジョブ・カード”

に記載し活用することで得られる市場横断的な通用性、③訓練受講前後のキャリア・コンサ

ルティングの 3 つである。 

ところで、平成 22 年 10 月に、ジョブ・カード制度は、行政刷新会議による事業仕分け第

3 弾で取り上げられた。そこでは、ジョブ・カード関連事業（制度普及促進事業とジョブ・

カード制度関連のキャリア形成促進助成金）が真に求職者支援になるように使われているの

か、単に企業のための助成金となってしまっているのではないかといった意見が出され8、結

局、ジョブ・カード関連事業の廃止という評価結果が出された。 

事業仕分けにおける評価は、「同様の政策目的を持った類似事業との整理統合を図り、

OJT による能力開発という本来の政策目的を実現できる新たな別の枠組みを設ける」と

いう新たな方向性を目指して出された評価結果であった9。具体的には、ジョブ・カード

の活用対象となる職業訓練の拡大、国が中心となった推進体制の構築やジョブ・カード

制度関連助成を一般のキャリア形成促進助成金等に整理統合が決められた。 

ジョブ・カード制度関連のキャリア形成促進助成金の一般のキャリア形成促進助成金

等への整理統合は、平成 23 年 4 月にいち早く実施された。OJT 中の賃金助成は廃止され10、

OJT 実施助成も大企業は廃止、中小企業は 1 時間あたり 800 円から 600 円へと引き下げ

られた。平成 23 年 10 月 1 日現在のその他の助成内容については、図表Ⅰ－１－１を参

照されたい。 

  

                                                      
6 具体的には、「評価シート」又は「履修証明書」。 
7 職業能力形成プログラムは、当初、企業が実施主体となって雇用関係に基づいて行われる雇用型訓練（有期実

習型訓練、実践型人材養成システム）と、教育訓練機関や公共職業能力開発施設又は企業が実施主体となって

公共職業訓練として実施される委託型訓練（日本版デュアルシステム（委託訓練活用型、短期課程活用型））、

企業実習先行型訓練システム（仕事おためし訓練コース））があった。 
8 衆議院会議録 http://kokkai.ndl.go.jp/SENTAKU/syugiin/176/0018/17611010018004a.html 
9 http://www.cao.go.jp/sasshin/kaigi/honkaigi/d13/pdf/s1.pdf . 
10 試行雇用（トライアル雇用）奨励金や若年者等正規雇用化特別奨励金で対応することとされた。 
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図表Ⅰ－１－１ キャリア形成促進助成金の助成内容（雇用型訓練の場合、平成 23 年 10

月 1 日現在） 

 
出所：http://www.mhlw.go.jp/general/seido/josei/kyufukin/d01-1.html.  
注 1：新たに雇い入れた雇用保険の被保険者等に限定（既に雇用している正規雇用の方は対象外）。  
注 2：次のいずれかに該当する方。①期間の定めのない労働契約を締結している労働者であって、1 週間の所定

労働時間が同一の事業所に雇用される通常の労働者に比べて短く、かつ 30 時間未満の方（パート労働者

など）、②期間の定めのある労働契約を締結している労働者（契約社員）。 
注 3：キャリア形成促進助成金の他の職業訓練に対する助成を含めた限度額。 

 

ところで、本調査シリーズでメインに取り上げる有期実習型訓練は求職者等を訓練生とし

て雇用し、その企業で訓練を受けさせる雇用型訓練であり、ジョブ・カード制度の政策目的

をもっとも端的に表すプログラムである。図表Ⅰ－１－２には、ジョブ・カード制度導入以

降の有期実習型訓練の受講者数もまとめている。これをみると、制度導入の平成 20 年度以降、

有期実習型訓練の受講者数は順調に伸びてきたが、平成 23 年度は突如大きく落ち込んだこと

がわかる。 

 

  

内　　訳 大企業

訓練生の賃金に対する助成率 １／３ なし

１／３

　【訓練生の１人当たりの上限額】

　300時間未満：５万円

　300時間以上600時間未満：１０万円

　600時間以上：２０万円

　【訓練生1人・1時間当たり】

※　[注1] 　６００円（上限額：40万8,000円）

訓練生の賃金に対する助成率 １／２ １／３

１／２ １／３

　実施に対する助成額

※　[注2]

有期実習型訓練：５００万円

実践型人材養成システム：１，０００万円 ※　[注3]

なし

なし

1つの事業所あたりの限度額

　経費に対する助成率

　（教材費、外部講師の謝金、外部

　研修期間に支払う受講料など）

　経費に対する助成率

　（教材費、外部講師の謝金、外部

　研修期間に支払う受講料など）

通常の労働者

【訓練生の１人当たりの上限額】

300時間未満：５万円

300時間以上600時間未満：１０万円

600時間以上：２０万円

 ＯＪＴ

非正規労働者

　実施に対する助成額

【訓練生1人・1時間当たり】

６００円（上限額：40万8,000円）

対　　象 中小企業

 Ｏｆｆ-ＪＴ

 Ｏｆｆ-ＪＴ

 ＯＪＴ
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図表Ⅰ－１－２ ジョブ・カード制度の普及状況  

 
H20 年度 H21 年度 H22 年度

H23 年度 
（4～8 月） 

合計 
就職率

（※）

ジョブ・カード取得者数 
（目標：平成 20～24 年度 100 万人） 

65,169人 162,885人 223,844人 111,161人 563,059人

職業能力形成プログラム受講者数 35,364人 48,825人 46,185人 13,684人 144,092人

うち、有期実習型訓練受講者数 505人 4,612人 10,368人 539人 16,024人 73.0%

実践型人材養成システム受講者数 957人 3,133人 10,681人 7,769人 22,540人 96.9%

日本版デュアルシステム受講者数 33,902人 41,080人 25,161人 5,376人 105,519人 71.9%

出所：内閣府「第 9 回ジョブ・カード推進協議会（平成 23 年 11 月 9 日）」、資料２より。 
注 1：就職率は、平成 22 年 4 月～平成 23 年 3 月末までに訓練を修了した者の 3 ヶ月後の値（暫定値）。 
注 2：平成 22 年度実績は暫定値。平成 23 年度実績の数値は平成 23 年 8 月末現在の値。 

 

有期実習型訓練のような雇用型訓練は、訓練生を受け入れる企業なしでは成立しない。そ

して、企業、とくに中小企業のなかには雇用型訓練を行いたくても自費では行えない企業が

多数存在する。実際に訓練認定企業がどのくらいあるのかを確認すると、平成 20 年度から平

成 22 年 9 月末までで約 8,000 社に過ぎず11、その数は決して多くない。 

ここで、平成 22 年度中の有期実習型訓練の受講者数の変化を図表Ⅰ－１－３でみよう。

これから、平成 22 年 9 月までは 2,409 人、翌年 2 月末までで 7,169 人が受講したが、平成 23

年 3 月一ヶ月間だけで 3,199 人も受講している。これは、関連事業廃止前の駆け込み需要と

いう側面もあり12、その影響で平成 23 年度の前半に大きな落ち込みがみられたと思われる。 

助成金の廃止以外にも、平成 23 年度から、国（労働局）が中心となった推進体制を構築

し、企業と求職者双方への支援を実施するという体制変更が決定され13、さらには平成 23 年

10 月 1 日に（独）雇用・能力開発機構が（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構へと統合さ

れ、訓練企業に対するサポート体制の変更の影響もあるかもしれない14。しかし、雇用型訓

練を行うだけの資金力のある中小企業は多くはないことを考えると、もし企業にとっての訓

練インセンティブである助成金が維持されていたならば、受講者数の変化は異なる方向とな

っていたと思われる。 

 

                                                      
11 内閣府「第 5 回ジョブ・カード推進協議会（平成 22 年 11 月 17 日）」、資料５より。なお、平成 23 年度以降は、

全国 117 ヵ所の地域ジョブ・カード（サポート）センターでは、ジョブ・カード制度の職業訓練を実施する企

業やジョブ・カードを採用面接の応募書類として活用するジョブ・カード普及サポーター企業の開拓に取り組

んでおり、平成 23 年 9 月末現在の登録数が 7,114 社である。詳細は、http://www.mhlw.go.jp/bunya/nouryoku/ 
job_card01/jc09.html を参照のこと。 

12 内閣府「第 9 回ジョブ・カード推進協議会（平成 23 年 11 月 9 日）」でも、平成 23 年度はかなりの落ち込みが

みられ、その影響として、事業仕分け等々の結果、キャリア形成促進助成金のインセンティブがかなり小さく

なり、その影響もあり平成 22 年度末に駆け込みでの申請企業が多いという要因があったと説明されている

（http://www5.cao.go.jp/jobcard/9thminutes.pdf） 
13

 内閣府「第 5 回ジョブ・カード推進協議会（平成 22 年 11 月 17 日）」、資料２． 
14 他にも、今回の見直しで、公共職業訓練（離職者訓練、学卒者訓練）及び求職者支援訓練においても、習得し

た技能・知識を評価してジョブ・カードに記載することとなり、ジョブ・カード制度の訓練の種類は増えたこ

とになる。しかし、これら追加された職業訓練には、この制度の最重要の骨格部である OJT 中心の実践的な

訓練プログラムという特徴はない。 
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図表Ⅰ－１－３ 平成 22 年度中の有期実習型訓練受講者数の推移  

平成 22 年 9 月末 平成 23 年 2 月末 平成 23 年 3 月末 

有期実習型訓練受講者数 2,409 7,169 10,368

増分 4,760 3,199

データ：平成 23 年 2 月末：内閣府「第 8 回ジョブ・カード推進協議会（平成 23 年 4 月 13 日）」、参考資料１より。 
平成 23 年 3 月末：内閣府「第 9 回ジョブ・カード推進協議会（平成 23 年 11 月 9 日）」、資料２より。 

 

これまでに公的な支援のある雇用型訓練の求職者への効果が測られたことはない。もし、

ジョブ・カード制度が事業仕分けの俎上に載る前に、雇用型訓練の効果の検証がなされてい

たならば、ジョブ・カード関連のキャリア形成促進助成金が単に企業のための助成金となっ

てしまっているのではないかという疑問が出されることはなかったのではないか。検証の結

果によっては、求職者の実践的な能力開発機会を増やすために、雇用型訓練を提供する訓練

企業を増やすためのインセンティブを拡充する方向へと舵が切られていたかもしれない。 

もちろん、どのような政策であっても意図した効果を上げないことが分かれば、その政策

を廃止・見直しすることが国民の利益になる。しかし、効果の検証なしで政策を変更する場

合、効果検証に基づいた場合よりも誤った方向へ進む確率は高く、拡充・縮小のいずれであ

っても国民に不利益をもたらす可能性は高い。 

 

２．転職モニター調査の概要  

２．１ 調査の目的  

「転職モニター調査」は、ジョブ・カード制度導入の効果の有無を計量的に分析するため

に設計・実施された調査である。 

具体的には、ハローワークでキャリア・コンサルティングを受けた求職者という同質性の

高いと思われる層を調査の母集団とし、ジョブ・カード制度を利用した人とジョブ・カード

制度を利用しなかった人の就職状況を追跡調査し、就職決定に影響を与える他の要因をコン

トロールしたうえで両者の比較を行うことで、制度利用の効果の有無を科学的に評価するこ

とを目指したものである。つまり、キャリア・コンサルティングを受けてから一定期間経っ

たあとに、ジョブ・カード制度を利用した人としなかった人で就職状況に違いがあるのかを

検証することになる。 

なお、ここでのジョブ・カード制度とは、単にジョブ・カードを保有していることだけで

なく、ジョブ・カード制度のもとに行われる訓練の受講も含むものである。 

  



－6－ 

２．２ 調査の実施時期  

「転職モニター調査」は全 5 回のパネル調査で、2010 年 9 月～2012 年 3 月の約 1 年半の

間に、同一の人に対して 5 回の追跡調査を行うものである（図表Ⅰ－１－４）。 

 

図表Ⅰ－１－４ 「転職モニター調査」の実施時期 

第 1 回調査 2010 年 9～10 月 

 

 

第 2 回調査 2011 年 3 月 

 

 

第 3 回調査 2011 年 6 月 

 

 

第 4 回調査 2011 年 9 月 

 

 

第 5 回調査 2012 年 3 月 

 

２．３ 調査の実施方法  

（１） 第 1 回調査  

第 1 回調査の実施概念図は図表Ⅰ－１－５のとおりである。第 1 回調査は調査対象者名簿

の作成も兼ねており、全国のハローワークでキャリア・コンサルティングを受けた人全体を

捕捉するように調査設計を行っている（図表Ⅰ－１－５の点線で囲んだ部分）。 

ただし、ジョブ・カード訓練受講の効果を計測するためには、訓練受講者を一定数確保す

ることが必要となる。そこで、ジョブ・カード訓練（有期実習型訓練と委託訓練活用型デュ

アル訓練）を受講した人を一定数確保するために、実際には図表Ⅰ－１－６の 4 つの方法で、

平成 22 年 9 月 1 日～10 月 31 日の間に調査票を配布することとした（図表Ⅰ－１－５の実線

で囲んだ(2)(3)の部分）。回収は、同年 11 月 10 日締め切りで、当機構に直接郵送してもらっ

た。 

第 1 回調査票の配布時に、全 5 回の調査であることを周知し、全 5 回の調査への協力を前

提に第 1 回調査票の返送をお願いした。つまり、第 1 回調査票の回収をもって、パネル調査

の調査名簿の作成も行うこととした。 

第 1 回調査の配布状況については、図表Ⅰ－１－６のとおりである。 
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国
の
総
配
布
数
を

6,
11

0
と
目
標
設
定
し
、
そ
の
う
え
で
、
平
成

21
年
度
の
有
期
実
習
型
訓
練
の
認
定
企
業
数
の
都
道
府
県
比
率
を
算
出
し
、
こ

の
都
道
府
県
比
率
に
よ
っ
て
都
道
府
県
別
の
求
職
者
調
査
の
配
布
割
り
当
て
数
を
設
定
し
た
。

 
※

3 
1
年
前
（
平
成

21
年
度
）
の
有
期
実
習
型
訓
練
受
講
者
数
の

2
倍
数
を
依
頼
し
た

。（
39

77
×

2）
 

※
4 

平
成

22
年

10
・

11
月
開
講
の
設
定
済
み
定
員
の

2
倍
数
を
、
各
都
道
府
県
セ
ン
タ
ー
に
依
頼
し
た
（
平
成

22
年

7
月

22
日
現
在
の
設
定
数

）。
 

注
：
デ
ュ
ア
ル
訓
練
と
は
、
委
託
訓
練
活
用
型
デ
ュ
ア
ル
シ
ス
テ
ム
の
こ
と
で
あ
る
。
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（２） 第 2 回～第 5 回調査  

 調査名簿に登録されている人に、郵便で送付し回収した。 

 

２．４ 回収状況 

 第 1 回～第 4 回調査の配布・回収状況は図表Ⅰ－１－７のとおりである15。 

 

図表Ⅰ－１－７ 第 1～4 回調査の配布・回収状況 

 実施期間 配布数 回収数 回収率 

第 1 回 2010 年 9～11 月 31,565 10,292 32.6% 

第 2 回 2011 年 3 月 10,213 7,723 75.6% 

第 3 回 2011 年 6 月 7,723 6,798 88.0% 

第 4 回 2011 年 9 月 6,798 6,105 89.9% 

第 5 回（予定） 2012 年 3 月 6,105  

 

２．５ 来年度以降の分析予定  

 ジョブ・カード制度の効果を計測するために、全 5 回の調査を終えデータ整理も完了する

来年度以降に計量分析を行う予定である。ジョブ・カード制度の利用者と非利用者の就職率、

賃金、賃金上昇率、定着率などの就職状況の比較を、その他の就職状況に関係のありそうな

要因の影響をコントロールしたうえで行う。 

 具体的な分析の枠組みは、2010 年 10 月以前にキャリア・コンサルティングを受けた人に

関して、キャリア・コンサルティング受講からある一定期間後のジョブ・カード制度利用の

効果を検証するということになる。その際に、ジョブ・カード制度利用後の期間も分析に取

り入れることで、制度利用から一定期間後の効果をみることになる。 

ここで、ジョブ・カード制度の利用とは、ジョブ・カードの交付とジョブ・カード訓練の

両方を意味し、それぞれの効果を検証する予定である。ジョブ・カード交付を検証する場合

のコントロールグループは非交付者、ジョブ・カード訓練の場合のコントロールグループは

非受講者となる。 

全 5 回の調査によって得られることが想定されるデータは、図表Ⅰ－１－８のとおりであ

る。調査対象者のジョブ・カード制度利用開始時期をそろえることができないため、事前に

何回目の調査で制度利用後何カ月後の情報が得られるかは分からない。つまり、すべての回

収が終了した時点で、最大でジョブ・カード交付後 18 カ月後のケースと、ジョブ・カード訓

練受講後 15 カ月後のケースが得られることになる。しかし、事後的、つまり分析の際には、

期間をそろえたサンプル構築を行えるため、たとえば 3 ヶ月後等の一定期間後に関する分析

を行うことは可能である。 

                                                      
15 回収数・回収率ともに全数の値であり、有効値ではない。全 5 回の調査が終了し、データ精査を行ったうえで

有効数を確定する予定である。 



図
表

Ⅰ
－
１

－
８
 

調
査
全
体
の
イ
メ
ー
ジ

図
 
 

 
 ※

4 
J
C
は

ジ
ョ

ブ
･カ

ー
ド

を
さ
す

。
 

 

処
置

群
J
C

交
付

：
5
～

6
ヶ

月
後

J
C

交
付

：
8
～

9
ヶ

月
後

J
C

交
付

：
1
0
～

1
2
ヶ

月
後

J
C

交
付

：
1
6
～

1
8
ヶ

月
後

J
C

訓
練

：
直

後
～

3
ヶ

月
後

J
C

訓
練

：
3
～

6
ヶ

月
後

J
C

訓
練

：
6
～

9
ヶ

月
後

J
C

訓
練

：
1
2
～

1
5
ヶ

月
後

比
較

群
J
C

利
用

な
し

：
J
C

利
用

な
し

：
J
C

利
用

な
し

：
J
C

利
用

な
し

：

※
１

　
想

定
さ

れ
る

標
準

的
な

ケ
ー

ス
。

す
べ

て
の

回
収

が
終

了
し

た
時

点
で

、
最

大
で

J
C

交
付

後
1
8
カ

月
後

の
ケ

ー
ス

と
、

J
C

訓
練

受
講

後
1
5
カ

月
後

の
ケ

ー
ス

を
得

ら
れ

る
こ

と
に

な
る

。
※

２
　

処
置

群
（
ト

リ
ー

ト
メ

ン
ト

グ
ル

ー
プ

）
は

、
J
C

交
付

ま
た

は
J
C

訓
練

受
講

者
、

比
較

群
は

、
J
C

利
用

な
し

（
J
C

非
交

付
ま

た
は

J
C

訓
練

非
受

講
者

）
。

2
0
1
1
. 
9

2
0
1
2
. 
3

ｷ
ｬ
ﾘｺ

ﾝ
後

5
～

6
ヶ

月
後

ｷ
ｬ
ﾘｺ

ﾝ
後

8
～

9
ヶ

月
後

ｷ
ｬ
ﾘｺ

ﾝ
後

1
0

～
1
2
ヶ

月
後

ｷ
ｬ
ﾘｺ

ﾝ
後

1
6

～
1
8
ヶ

月
後

キ
ャ

リ
コ

ン
後

1
8
カ

月

キ
ャ

リ
コ

ン
受

講

ジ
ョ
ブ

・カ
ー

ド
交

付
ま

た
は

非
交

付

ジ
ョ

ブ
・
カ

ー
ド

訓
練

受
講

ま
た

は
非

受
講

※
３

　
分

析
の

枠
組

み
は

、
2
0
1
0
年

1
0
月

以
前

に
キ

ャ
リ

コ
ン

を
受

け
た

人
の

う
ち

、
キ

ャ
リ

コ
ン

受
講

か
ら

あ
る

一
定

期
間

後
の

J
C

交
付

ま
た

は
J
C

訓
練

の
効

果
を

検
証

す
る

と
い

う
こ

と
に

な
る

。
そ

の
際

に
、

J
C

交
付

後
ま

た
は

J
C

訓
練

受
講

後
の

期
間

も
分

析
に

取
り

入
れ

る
こ

と
で

、
J
C

制
度

利
用

か
ら

一
定

期
間

後
の

効
果

を
み

る
こ

と
に

な
る

。

第
1
回

キ
ャ

リ
コ

ン
受

講
期

第
2
回

キ
ャ

リ
コ

ン
後

6
カ

月

第
3
回

第
4
回

第
5
回

キ
ャ

リ
コ

ン
後

9
カ

月
キ

ャ
リ

コ
ン

後
1
2
カ

月
2
0
1
0
. 
9
～

1
0

2
0
1
1
. 
3

2
0
1
1
. 
6

－10－



－11－ 

 また、ジョブ・カードの交付や訓練受講の内生性をコントロールする操作変数を用意する

ために（具体的には、ジョブ・カードの交付や訓練受講とは相関があるが、就職等の労働市

場での成果とは関係のない変数）、各都道府県の地方労働局、雇用・能力開発機構の都道府県

センター、地域ジョブ・カード（サポート）センターのジョブ・カード普及のための取組み

状況についての調査を昨年度実施した。これらから得られる変数を操作変数として用いるこ

とで内生性のコントロールを行う予定としている。 

 

３．本調査シリーズの集計対象と集計結果の留意点 

３．１ 第Ⅱ部の集計対象  

本調査シリーズは、前述した理由から、「転職モニター調査」の第 1 回と第 2 回調査の結

果を速報として公表するものである。つづく、第Ⅰ部・第 2 章では、第 1 回調査の回答者す

なわち第 2 回以降の調査の調査名簿の特徴を明らかにするために、全数についての集計を行

う。しかし、第Ⅱ部では、集計対象を 2010 年 1 月～12 月に前職を離職した人に限定し、そ

れ以前に離職した人は集計の対象外とする。 

その理由は、離職期間を調査〆切前の約 1 年程度と限定することで、長期にわたって求職

活動をしている人や、逆に必ずしも緊急には就職することを必要としていない回答者を対象

から除外し、比較的質の等しい求職者に集計対象を限定することで、集計対象の異質性を一

定範囲でコントロールするためである。 

なお、全 5 回の調査が完了してから最終的なデータ整理が行われるため、本調査シリーズ

の数値は最終報告の数値と若干のずれが生じる可能性がある。 

 

３．２ 集計結果の注意点  

最後に、本調査の集計結果を読む際の留意点をまとめておこう。 

まず、離職期間の長さの違いによって就職状況に違いが出ることが想定されるが、本調査

の集計はクロス集計であるため、そうした違いを十分にコントロールできていない。 

これとも関連するが、個人の異質性のコントロールが不十分であること、すなわち公的訓

練受講者と非受講者の間での能力や意欲等の観察されない属性が平均的に異なる可能性が残

されていることにも留意が必要である。 

そして、第 2 回までの調査結果しか分析していないため、最大でも訓練受講後 3 ヶ月とい

う訓練受講から間もない状況についてしか把握できていない。よって、訓練効果が十分に計

測できていない可能性が残される。 

以上の留意点を含みおいた上で、本調査シリーズの結果を参照されたい。 
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第２章 転職モニター調査の母集団の特徴 

 

１．はじめに  

本章では、転職モニター調査（以下、本調査）の調査対象者の属性を他の統計データ

と比較し、本調査母集団の特徴と位置づけを確認する。  

前章の調査概要のとおり、本調査の調査対象は、働いた経験（学生時代のアルバイト

経験は除く）のある求職者に対して調査票を（1）ハローワークでのキャリア・コンサル

ティングの際にキャリア・コンサルタントを通じて配布、（2）ハローワークで有期実習

型訓練の受講指示を受けた際にハローワークの窓口で配布、（3）独立行政法人高齢・障

害・求職者雇用支援機構（以下、雇用支援機構）1の都道府県センターで行う入所説明会

の際に配布、（4）都道府県の商工会議所を通じて企業に依頼し、有期実習型訓練受講の

選考面接の際に企業から受講希望者に配布、を行った。（3）の経路で調査票を受け取っ

た場合にキャリア・コンサルティングを受けていないケースもありうるが、基本的に調

査の回答者はキャリア・コンサルティングを受けている。したがって本調査の調査対象

は、働いた経験のある求職者のうちハローワーク等でキャリア・コンサルティングを受

けた人と考えてよい2。  

 本調査の調査対象と同一母集団に対する既存の統計データや調査はないため、本調査

の母集団がどのような属性の人々で構成されているかについて、他の統計データと比較

して本調査のサンプルの妥当性を直接検討することは難しい。そこで本章では、本調査

の母集団と重複する部分がある「職業安定業務統計」および「職業能力開発行政定例業

務統計」を本調査と比較することで、本調査の母集団の特徴と位置づけを確認する。  

また本調査は約 1 年半にわたる 5 回のアンケート調査から構成されるパネルデータで

あるため、回数を重ねるたびに脱落するサンプルが生じる。そこで第 2 回調査の回答者

の基本属性の分布は、第 1 回のそれと比べて脱落による偏りがどの程度生じているかを

確認する。  

 なお本章で用いるデータで出典が明記されていないものは、本調査によるものである。 

 

２． 転職モニター調査と既存統計データとの比較  

２．１ 転職モニター調査と既存統計データの対象母集団の関係  

 職業安定業務統計（一般職業紹介状況）は全国のハローワークにおける職業紹介業務

                                                   
1 第 1 回転職モニター調査の調査票配布時は、独立行政法人雇用・能力開発機構。平成 23 年 10 月 1 日、

独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構に独立行政法人雇用・能力開発機構の職業能力開発業務等の移

管に伴い、現在の名称である独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構に変更された。  
2 ただし、（4）の経路で配布した場合に、有期実習型訓練（キャリア・アップ型）を受けている人が含ま

れる可能性がある。そのため調査時点ですでに雇用され、訓練を受けている求職者でない人も一部含ま

れている。  
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の実績を集計した業務統計である。つまりハローワークにおいて求職申し込みをした人

が対象となっている。働いた経験の有無やキャリア・コンサルティングを受けたか否か

にかかわらず、ハローワークでの求職申し込みのみで対象となるので、本調査より対象

者が広い。  

 職業能力開発行政定例業務統計は、雇用支援機構や都道府県の能力開発施設の実績に

ついて厚生労働省職業能力開発局調べによる業務統計である。対象者は能力開発施設の

入所者である。そのうち離職者訓練を受講した人に限れば、本調査の調査対象者と重複

する人が多い。それは多くの離職者向けの施設内訓練または委託訓練の受講希望者はキ

ャリア・コンサルティングを受けて、ジョブ・カードの交付を受けることが訓練受講の

要件として挙げられているためである。それらが要件になっていない施設内訓練もある

が、キャリア・コンサルティングを通じてジョブ・カードの交付を受けることを訓練受

講者に勧めている訓練施設が多い。  

 それぞれの対象母集団の関係を図示したものが、図表Ⅰ－２－１である。このような

関係にあることを念頭に、次で各統計データの利用できる基本属性の構成比を比較する。

なお職業安定業務統計および職業能力開発行政定例業務統計は、標本調査ではなく、業

務統計として対象者全員からなるデータである。  

 

図表Ⅰ－２－１ 各調査の母集団の関係図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．２ 職業安定業務統計との比較  

 職業安定業務統計は、全国の公共職業安定所における職業紹介業務の実績を集計した

業務統計であり、毎月の有効求人倍率などの指標を作成するために用いられている。比

較に用いたデータは、平成 22 年 9 月の月間有効求職者数である3。そこから性別および

都道府県別（地域別）の構成比を、本調査のそれぞれと比較した。  

                                                   
3
 月間有効求職者数とは、前月から繰越された有効求職者数（前月末日現在において、求職票の有効期限が

翌月以降にまたがっている就職未決定の求職者をいう。）と当月の「新規求職申込件数」の合計数をいう。 

・ハローワークで求職申し込みをした人  

 

 

 

・働いた経験のある求職者  
（主にキャリア・コンサルティングを受けた人）

転職モニター調査（本調査） 

・施設内訓練または委託訓練の受講者  

職業能力開発行政定例業務統計

（うち離職者訓練受講者） 

職業安定業務統計 
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（１）性別 

 性別の構成比は、男性の割合が本調査で 29.8%、職業安定業務統計で 61.5%と大きく異

なる。これは(a)ハローワークでの求職申し込み者数は男性が多いものの、キャリア・コ

ンサルティングを受ける割合が、男性に比べ女性のほうが高い、(b)業務統計と異なり、本

調査の回答には本人の協力する意思の有無に依存し、女性はより回答（協力）する傾向

がある、のどちらかもしくは両方が考えられる。いずれにしろ本調査の性別の構成比は

求職申し込み者のそれとは違いがある。  

 

図表Ⅰ－２－２ 性別構成比の比較  

  転職モニター調査 職業安定業務統計

男性  29.8% 61.5%

女性  69.4% 38.1%

無回答  0.8% 0.4%

合計  100.0% 100.0%

（出典） 厚生労働省「職業安定業務統計」（平成 22 年 9 月分）  

 

（２）居住地域 

 職業安定業務統計で構成比が小さい地域が本調査では少しずつ構成比が高くなる傾向

がみられる。しかし居住地域の構成比の大小の順番に若干入れ替わりがあるものの、全

体で求職の申し込みが多い地域と少ない地域との関係は、本調査の構成比においても保

たれている。  

 

図表Ⅰ－２－３ 居住地域構成比の比較  

  転職モニター調査 職業安定業務統計

北海道・東北地方  13.9% 13.6%

関東地方  23.2% 30.2%

北陸・甲信越  7.3% 6.2%

東海地方  7.7% 10.1%

近畿地方  13.1% 17.0%

中国地方  9.2% 5.7%

四国地方  7.3% 3.3%

九州地方・沖縄  17.9% 13.9%

無回答  0.4% －

合計  100.0% 100.0%

（出典） 厚生労働省「職業安定業務統計」 （平成 22 年 9 月分）

 

２．３ 職業能力開発行政定例業務統計報告との比較  

 雇用支援機構や都道府県で実施する離職者向けの施設内訓練および委託訓練を受講者

の性別および年齢の構成比を比較する。ただし利用可能なデータは平成 21 年度分のデー
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タであるため、本調査実施時点と同じ年でないことには注意が必要である。  

 

（１）性別 

 職業能力開発行政定例業務統計での男性比率は 42.0%となっており、先の職業安定業

務統計の 61.5%より低い。離職者訓練の受講にはハローワークでの求職申し込みが必要

なため、二つの業務統計の比較から、ハローワークで求職申し込み者のうち、離職者訓

練を受講する割合は女性のほうが高いことがわかる。さらに詳しく見ると、離職者訓練

受講者数の約 25%が施設内訓練、約 75%が委託訓練であり、それぞれの男性比率は 76.6%、

30.3%である。したがって離職者訓練受講者全体で女性比率が高いのは、離職者訓練の約

３/４を占める委託訓練において受講者の女性比率が高いためである4。  

本調査の男性の比率は、職業能力開発行政定例業務統計とも比べて低い。この理由と

しては前節であげた(a)(b)のほかに、(c)離職者訓練（委託訓練）の入所説明会と、(d)委託

訓練の受講要件であるジョブ・カードの交付のために受けるキャリア・コンサルティン

グ、において調査票を受け取る機会があったことが考えられる。離職者訓練（委託訓練）

の受講希望者は入所説明会に参加することが求められ、同時にキャリア・コンサルティ

ングを受け、ジョブ・カードを交付される必要がある。先述のように委託訓練受講者の

女性比率は高いので、(c)(d)を通じての調査票配布によって女性に多く配布されたことが

考えられる。  

 

図表Ⅰ－２－４ 性別構成比の比較  

  転職モニター  
調査  

職業能力開発行政

定例業務統計  

  

うち施設内訓練

（25.3%）  

 
うち委託訓練  
（74.7%）  

男性  29.8% 42.0% 76.6% 30.3%

女性  69.4% 58.0% 23.4% 69.7%

無回答  0.8% ― ― ―

合計  100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

 

（２）年齢構成 

 年齢構成は 25-29 歳、30-34 歳、35-39 歳を中心に、似た分布をしている。年齢の平均

値にも大きな違いはない。なお大きな違いではないものの、本調査のほうが高い年齢に

若干偏っている。これはキャリア・コンサルティングを受けてから訓練を受講するかの

判断を行う際に、訓練投資期間とその後の収益として期待できる就業期間の長さが考慮

                                                   
4 施設内訓練と委託訓練とで男女比が異なるのは、施設内訓練は委託訓練と比べて男性が多い職種に関連

する建築、電気設備、機械・金属加工などの“ものづくり”に関する訓練科の設定が多く、委託訓練は、

管理・事務系、医療・介護系などの訓練科の設定が多いためである。  
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され、訓練受講者の方が若干若くなっていることが考えられる。  

図表Ⅰ－２－５ 年齢構成の比較  

  転職モニター調査
職業能力開発行政

定例業務統計  

20 歳未満  0.5% 1.2%

20 - 24 歳以下  8.3% 8.6%

25 - 29 歳以下  17.4% 20.1%

30 - 34 歳以下  17.5% 20.4%

35 - 39 歳以下  16.9% 17.0%

40 - 44 歳以下  12.8% 10.7%

45 - 49 歳以下  9.4% 8.0%

50 - 54 歳以下  7.3% 6.0%

55 - 59 歳以下  5.2% 5.0%

60 歳以上  4.7% 2.9%

合計  100.0% 100.0%

平均  37.8 歳 36.5 歳

（出典） 厚生労働省「職業能力開発行政定例業務統計報告」  
※  職業能力開発行政定例業務統計報告の年齢の平均値の計算には、20 歳未満は 18、60 歳以上は 65、他の

年齢階級は中央値、を用いて加重平均で計算した。  

 

３．第２回転職モニター調査での脱落  

 本調査は５回にわたるパネルデータであるため、２回目以降の調査においてサンプル

が脱落することは避けられない。第１回の調査に回答したサンプルと比べて、継続的に

回答を続けるサンプルにどの程度の偏りが生じているかを確認する必要がある。そこで

本節では第２回調査でどのようなサンプルが脱落したかを、性、年齢、地域、学歴別に

ついて確認する。  

なお全体のサンプルサイズは第 1 回調査が 10,1975、第 2 回調査が 7,708 であり、75.6%

が継続して回答している。  

 

（１） 性別 

 脱落した割合は男性 30.0%、女性 21.9%である。男女間で脱落する割合に違いがある。

このことは前節で確認した「求職申し込み者の女性比率に比べて本調査の回答者の女性

比率が高い」ことと併せて考えると、本調査は女性が回答する割合が高いという共通の

要因があることが推測される。第３回以降の調査においても、性別構成比は確認を続け

る必要がある。  

  

                                                   
5 第Ⅰ部第 1 章の回収数 10,213 より少ないのは、データクリーニングの関係で今回の集計には使わなかっ

た票があるためである。  
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図表Ⅰ－２－６ 第２回調査に回答／脱落_男女比（上段：実数／下段：構成比） 

  脱落  回答  Ｎ  

男性  
911 2,129 3,040 

30.0% 70.0% 100.0% 

女性  
1,547 5,528 7,075 

21.9% 78.1% 100.0% 

無回答  
31 51 82 

37.8% 62.2% 100.0% 

合計  
2,489 7,708 10,197 

24.4% 75.6% 100.0% 

 

（２）年齢 

 45 歳未満の年齢層では、年齢が低いほど脱落する割合が高い。45 歳以上では脱落する

割合が若年層に比べて低いものの、年齢による傾向は現れていない。全体としては若年

層のサンプルが落ちやすいため、３回目以降の年齢構成の変化には注意が必要である。  

 

図表Ⅰ－２－７ 第２回調査に回答／脱落_年齢（上段：実数／下段：構成比） 

  脱落  回答  Ｎ  

20 歳未満  
29 24 53 

54.7% 45.3% 100.0% 

20 - 24 歳以下  
279 565 844 

33.1% 66.9% 100.0% 

25 - 29 歳以下  
491 1,285 1,776 

27.6% 72.4% 100.0% 

30 - 34 歳以下  
447 1,333 1,780 

25.1% 74.9% 100.0% 

35 - 39 歳以下  
373 1,355 1,728 

21.6% 78.4% 100.0% 

40 - 44 歳以下  
268 1,034 1,302 

20.6% 79.4% 100.0% 

45 -49 歳以下  
226 730 956 

23.6% 76.4% 100.0% 

50 - 54 歳以下  
151 592 743 

20.3% 79.7% 100.0% 

55 - 59 歳以下  
135 396 531 

25.4% 74.6% 100.0% 

60 歳以上  
90 394 484 

18.6% 81.4% 100.0% 

年齢計  
2,489 7,708 10,197 

24.4% 75.6% 100.0% 
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（３）地域 

第２回調査の実施期間が 2011 年 3 月 1 日から 14 日までのため、2011 年 3 月 11 日に発

生した東日本大震災の影響を考慮する必要がある。しかし岩手・宮城・福島の３県を含

む北海道・東北地方のサンプルの脱落は他の地域と差はない。これは震災の発生が第２

回調査期間の終わりの時期であったため、影響が大きくなかったと考えられる。ただし

第３回調査は 6月に行われているため、第２回調査よりも震災が影響する可能性があり、

地域ごとの脱落には引き続き確認が必要である。  

また他の地域間でも脱落に大きな違いは生じていない。  

 

図表１－２－８ 第２回調査に回答／脱落_地域（上段：実数／下段：構成比） 

  脱落  回答  Ｎ  

北海道・東北地方  
337 1,084 1,421 

23.7% 76.3% 100.0% 

関東地方  
597 1,767 2,364 

25.3% 74.7% 100.0% 

北陸・甲信越  
181 566 747 

24.2% 75.8% 100.0% 

東海地方  
171 615 786 

21.8% 78.2% 100.0% 

近畿地方  
309 1,022 1,331 

23.2% 76.8% 100.0% 

中国地方  
210 731 941 

22.3% 77.7% 100.0% 

四国地方  
180 567 747 

24.1% 75.9% 100.0% 

九州地方・沖縄  
493 1,329 1,822 

27.1% 72.9% 100.0% 

無回答  
11 27 38 

28.9% 71.1% 100.0% 

全国  
2,489 7,708 10,197 

24.4% 75.6% 100.0% 

 

（４）学歴 

 最後に在学した学校別にみると、中学が 36.5%と他と比べて高いことを除けば、学歴

の高さによる脱落の傾向はみられない。ただし今後の分析において、就業率のような学

歴が影響しやすい変数を扱う場合には、学歴をコントロールする必要がある。  
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図表Ⅰ－２－９ 第２回調査に回答／脱落_学歴（上段：実数／下段：構成比） 

  脱落  回答  Ｎ  

中学  
80 139 219 

36.5% 63.5% 100.0% 

高校  
995 2,944 3,939 

25.3% 74.7% 100.0% 

専門・各種学校  
455 1,319 1,774 

25.6% 74.4% 100.0% 

短大  
294 1,130 1,424 

20.6% 79.4% 100.0% 

高専  
20 65 85 

23.5% 76.5% 100.0% 

大学  
583 1,931 2,514 

23.2% 76.8% 100.0% 

大学院  
22 80 102 

21.6% 78.4% 100.0% 

その他  
15 51 66 

22.7% 77.3% 100.0% 

無回答  
25 49 74 

33.8% 66.2% 100.0% 

学歴計  
2,489 7,708 10,197 

24.4% 75.6% 100.0% 

 

４．まとめ  

 既存の統計データには、本調査の母集団と母集団を同じくするものがない。そこで本

章では、本調査の特徴や位置づけを明確にするため、調査対象の母集団に重複がある既

存の統計データと比較した。また本調査は約１年半にわたる５回の調査から構成される

パネルデータのため、サンプルの脱落が生じる。そのため、サンプルの脱落による基本

属性の偏りの有無について第１回と第２回の調査に関して確認した。以下に本章の内容

をまとめる。  

 

（1）本調査の対象者は主に、働いた経験のある（学生アルバイトは除く）求職者のうち

ハローワーク等でキャリア・コンサルティングを受けた人、である。本調査と対象

母集団が重なる部分がある統計データに「職業安定業務統計」と「職業能力開発行

政定例業務統計」の二つの業務統計がある。  

（2）両業務統計と比べ、本調査の女性比率は高い。  

（3）居住地域について職業安定業務統計と本調査を比べると、個々の構成比で入れ替わ

りはあるが、構成比が大きい地域と小さい地域といった全体での構成比に大きな違

いはない。  
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（4）年齢の分布について職業能力開発行政定例業務統計報告と本調査を比べると、どち

らも 25-29 歳、30-34 歳、35-39 歳を中心に多く、似た形状の分布をしている。  

（5）第２回調査のサンプルの脱落は、性別、年齢、地域、学歴について確認した。その

うち地域についての脱落の傾向はみられない。ただし東日本大震災の影響は第３回

以降に現れる可能性があるため、第３回調査以降も地域による脱落の傾向は確認が

必要である。  

（6）サンプル脱落の傾向として、それぞれの属性に関して男性、若年、中学卒のサンプ

ルが他と比べて脱落する傾向がある。これら属性による影響が考えられる就業や賃

金といった変数の分析には、サンプルの脱落を考慮する必要がある。  

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第Ⅱ部 分析編 
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第１章 第１回転職モニター調査の回答者属性とその分布の特徴 

 

１．はじめに 

 本章では、約１年半にわたる５回のアンケート調査から構成される転職モニター調査（以

下、本調査）のパネルデータのうち、基本台帳となる第１回調査の回答者の属性および回答

の分布を概観し、本調査の基礎的な情報を提供する。第Ⅰ部でみたように本調査の調査対象

者は主に、働いた経験のある求職者のうちハローワーク等でキャリア・コンサルティングを

受けた人、である。したがって本調査のサンプルには、本調査の調査期間と近い時期に離職

した人、長期間求職活動をしている人や、長期間非労働力化していた人など、様々な求職者

が含まれる。分析対象を明確にするために、サンプルサイズを考慮し、本章以降の分析では

2010 年 1 月から 12 月の間に前職を離職した人を対象に分析する。本章は前職の離職時期が

無回答サンプルを含めた結果を示すが、以降の章で無回答サンプルを含めるか否かは分析に

応じて使い分ける。 

 なお離職期間でサンプルを絞る前の前職の離職時期の度数分布は、図表Ⅱ－１－１である。

2010 年 1 月～12 月の間に前職を離職した人（無回答を含む）のサンプルサイズは 7,933 で、

全サンプルの 77.8%である。 

 

図表Ⅱ－１－１ 前職の離職時期（全サンプル） 

  Ｎ 構成比 

2004 年以前 261 2.6%

2005-7 年 313 3.1%

2008 年 431 4.2%

2009 年 1,256 12.3%

2010 年 1 月 180 1.8%

2010 年 2 月 258 2.5%

2010 年 3 月 921 9.0%

2010 年 4 月 503 4.9%

2010 年 5 月 575 5.6%

2010 年 6 月 954 9.4%

2010 年 7 月 1,128 11.1%

2010 年 8 月 1,460 14.3%

2010 年 9 月 1,282 12.6%

2010 年 10 月 431 4.2%

2010 年 11 月 55 0.5%

2010 年 12 月 10 0.1%

2011 年以降 3 0.0%

無回答 176 1.7%

合計 10,197 100.0%
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２．第１回転職モニター調査の調査結果 

２．１ 個人属性 

 上記のとおり、本章では 2010 年 1 月～12 月の間に前職を離職した人のサンプルサイズ 7,933

についてデータの分布を概観する。 

 

（１） 男女比と年齢構成 

 男性は 27.3%、女性は 71.8%であり（0.9%は無回答）、女性が多い。性別無回答者を除いた

男女計および男女別の年齢構成比をまとめたのが図表Ⅱ－１－２である。男女計では 25-29

歳、30-34 歳、35-39 歳の年齢層で約 16～18%と割合が高く、その 3 つの年齢層で全体の 5 割

を超える。それらの層を中心に若年・高齢になるにつれて割合が徐々に減っていく。その傾

向は男女別にみても同じである。男女別の年齢構成で異なるのは、50 歳以上の年齢層での構

成比が男性のほうが高い。 

 

図表Ⅱ－１－２ 男女別の年齢構成（上段：実数／下段：構成比） 

  男性 女性 男女計 

20 歳未満 
13 34 47 

0.6% 0.6% 0.6% 

20 - 24 歳以下 
175 533 708 

8.1% 9.4% 9.0% 

25 - 29 歳以下 
365 1,117 1,482 

16.8% 19.6% 18.8% 

30 - 34 歳以下 
346 1,094 1,440 

16.0% 19.2% 18.3% 

35 - 39 歳以下 
324 993 1,317 

14.9% 17.4% 16.7% 

40 - 44 歳以下 
240 720 960 

11.1% 12.6% 12.2% 

45 - 49 歳以下 
184 497 681 

8.5% 8.7% 8.7% 

50 - 54 歳以下 
193 357 550 

8.9% 6.3% 7.0% 

55 - 59 歳以下 
159 206 365 

7.3% 3.6% 4.6% 

60 歳以上 
170 145 315 

7.8% 2.5% 4.0% 

合計 
2,169 5,696 7,865 

100.0% 100.0% 100.0% 

※ 性別無回答を除く 
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（２） 居住地域 

 回答者の居住地域は都道府県単位のデータがある。都道府県単位で最小サイズは鳥取県の

23、最大サイズは福岡県の 508 である。人口の多い都道府県で構成比が大きい傾向がある。

地域ごとのまとめたのが図表Ⅱ－１－３であり、地域別にみても人口に比例して関東地方の

構成比が大きい。 

 

図表Ⅱ－１－３ 居住地域 

 

  
N 構成比 

北海道・東北地方 1,146 14.4%

関東地方 1,887 23.8%

北陸・甲信越 601 7.6%

東海地方 624 7.9%

近畿地方 1,051 13.2%

中国地方 721 9.1%

四国地方 545 6.9%

九州地方・沖縄 1,321 16.7%

無回答 37 0.5%

合計 7,933 100.0%

 

（３） 結婚の有無と配偶者の就業形態 

 全体の 38.7%が結婚しており、男女別でも同程度の割合が結婚している。またそのうち全

体で配偶者の 84.3%が就業しているが、男性の配偶者は 64.6%、女性の配偶者は 92.1%が就業

と違いがある。また配偶者の就業の有無も含めた就業形態の比率も男女間で大きく異なる。

男性の配偶者はパート・アルバイト・派遣 40.5%、働いていない 35.2%、正社員 20.9%と様々

である一方、女性の配偶者は正社員が 74.2%で働き、他の就業形態や働いていない割合は 10%

未満となっている。 
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図表Ⅱ－１－４ 結婚の有無と配偶者の就業形態 

男女計 Ｎ 構成比     

結婚している 3,047 38.7%     

    うち 配偶者の就業形態 構成比 

   正社員 59.4%

   パート・アルバイト・派遣社員 16.9%

   自営業・家族従業員・内職 8.1%

   働いていない 15.0%

     無回答 0.7%

結婚していない 4,796 61.0%   

無回答 22 0.3%     

合計 7,865 100.0%     

男性 Ｎ 構成比     

結婚している 843 38.9%     

   うち 配偶者の就業形態 構成比 

   正社員 20.9%

   パート・アルバイト・派遣社員 40.5%

   自営業・家族従業員・内職 3.2%

   働いていない 35.2%

     無回答 0.2%

結婚していない 1,318 60.8%   

無回答 8 0.4%     

合計 2,169 100.0%     

女性 Ｎ 構成比     

結婚している 2,204 38.7%     

   うち 配偶者の就業形態 構成比 

   正社員 74.2%

   パート・アルバイト・派遣社員 8.0%

   自営業・家族従業員・内職 9.9%

   働いていない 7.2%

     無回答 0.7%

結婚していない 3,478 61.1%   

無回答 14 0.2%     

合計 5,696 100.0%     

※ 性別無回答を除く 

 

（４） 同居家族 

 回答者のうち単身世帯は 16.8%で、残りの 82.9%は家族等と同居している（0.3%は無回答）。

家族等と同居している人では、本人の両親（36.2%）、配偶者（35.8%）との同居が多く、次

いで小学生以上の子ども（26.2%）がいる者が多い。 
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図表Ⅱ－１－５ 同居家族（複数回答） 

  Ｎ 割合 

単身（一人暮らし） 1,332 16.8% 

配偶者 2,830 35.8% 

子供（小学校入学前） 787 9.9% 

子供（小学校以上） 2,076 26.2% 

本人の父親・母親 2,875 36.2% 

配偶者の父親・母親 272 3.4% 

本人または配偶者の祖父母や兄弟姉妹 653 8.2% 

その他 290 3.7% 

 

（５） 生活費の主な負担者 

 回答者本人が生活費を負担しているものは男女計で 38.3%である。男女別にみると男性で

56.3%、女性で 31.4%となっている。図表に示していないが、単身世帯に絞ると 85.0%（男性

84.9%、女性 85.1%）が生活費を本人で負担しており、世帯構成が大きくかかわっている。 

 

図表Ⅱ－１－６ 生活費の主な負担者（上段：実数／下段：構成比） 

  男性 女性 男女計 

本人 
1,221 1,789 3,010 

56.3% 31.4% 38.3% 

本人以外 
878 3,769 4,647 

40.5% 66.2% 59.1% 

無回答 
70 138 208 

3.2% 3.3% 2.6% 

合計 
2,169 5,696 7,865 

100.0% 100.0% 100.0% 

※ 性別無回答を除く 

 

（６） 最終学歴と離学した年代 

 男女計で最後に在学した学校に関して割合が多いのは高校 38.4%、大学 24.7%、専門・各

種学校 17.6%、短大 14.3%となっており、回答者の最終学歴はさまざまである。図表には示

していないが、最後に在学した学校を卒業した者は 90.6%、中途退学は 7.6%、在学中は 0.5%

である（無回答は 1.3%）。男女別では短大と大学で割合に違いがあるが、短大と大学を合わ

せた割合は、男女ともに 40%弱と同じ程度であり、男女別で学歴の分布に大きな違いはない

と言える。 
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図表Ⅱ－１－７ 最後に通った学校（上段：実数／下段：構成比） 

  男性 女性 男女計 

中学 
59 96 155 

2.7% 1.7% 2.0% 

高校 
798 2,225 3,023 

36.8% 39.1% 38.4% 

専門・各種学校 
373 1015 1388 

17.2% 17.8% 17.6% 

短大 
41 1,083 1,124 

1.9% 19.0% 14.3% 

高専 
29 29 58 

1.3% 0.5% 0.7% 

大学 
787 1,155 1,942 

36.3% 20.3% 24.7% 

大学院 
39 33 72 

1.8% 0.6% 0.9% 

その他 
14 37 51 

0.6% 0.6% 0.6% 

無回答 
29 23 52 

1.3% 0.4% 0.7% 

合計 
2,169 5,696 7,865 

100.0% 100.0% 100.0% 

※ 性別無回答を除く 

 

 離学した年代は 1991-2000 年代、2001-2010 年代が多く、合わせて 59.0%になる。最後に在

学した学校として社会人になってから通った学校で回答している人が含まれている可能性も

あるが、回答者の半数はバブル経済崩壊以降に社会人となったといえよう。なお図表に示し

ていないが、男女別にみても 1991-2000 年代と 2001-2010 年代が半数以上を占め、似た分布

になっている。また先述の年齢の分布と関連して、男女別の離学した年代の構成比は古い年

代での割合が女性に比べて男性は高い。 

 

図表Ⅱ－１－８ 最後に通った学校を離学した年代 

  Ｎ 構成比 

1960 年以前 26 0.3%

1961～70 年 272 3.4%

1971～80 年 805 10.1%

1981～90 年 1,477 18.6%

1991～2000 年 2,336 29.4%

2000～10 年 2,346 29.6%

在学中 36 0.5%

無回答 635 8.0%

合計 7,933 100.0%
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（７） 中学生時代の生活について 

 中学生時代の生活や部活動・勉強に関する設問への回答が図表Ⅱ－１－９から図表Ⅱ－１

－１４である。まず中学校時代の生活が楽しかったか否かについては、「とても楽しかった」

「楽しかった」を合わせると 71.1%になる。 

規則正しい生活が送れているかの指標になる登校時間の遅刻について「遅刻したことはな

い」「あまり遅刻しなかった」を合わせて 85.2%、欠席日数について「10 日以下」が 88.6%で

あった。8 割以上が中学生時代に規則正しい生活を送っている。 

部活動やクラブ活動を「熱心に参加した」「参加した」と合わせた割合は 71.3%である。 

勉強に関して、中間・期末試験の勉強を「よく勉強した」「まあ勉強した」を合わせて 66.8%、

中学 3 年生のときの成績が「上の方」「やや上の方」「真ん中あたり」の合計で 74.5%となっ

ている。なお成績については「真ん中あたり」を中心に成績の上と下に離れるに従って割合

が減るが、成績が真ん中より上の割合が多い分布になっている。 

 

図表Ⅱ－１－９ 中学校時代の生活について 

  Ｎ 構成比 

とても楽しかった 1,946 24.5%

楽しかった 3,693 46.6%

あまり楽しくなかった 1,706 21.5%

楽しくなかった 517 6.5%

無回答 71 0.9%

合計 7,933 100.0%

 

図表Ⅱ－１－１０ 中学校での遅刻の頻度 

  Ｎ 構成比 

遅刻したことはない 4,313 54.4%

あまり遅刻しなかった 2,445 30.8%

1 カ月に 1 度くらい遅刻した 541 6.8%

週に 1 日以上遅刻した 418 5.3%

無回答 216 2.7%

合計 7,933 100.0%

 

図表Ⅱ－１－１１ 中学校で 1 年間の欠席日数 

  Ｎ 構成比 

10 日以下 7,030 88.6%

11 日以上 20 日以下 490 6.2%

21 日以上 289 3.6%

無回答 124 1.6%

合計 7,933 100.0%
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図表Ⅱ－１－１２ 中学生の頃の部活やクラブ活動 

  Ｎ 構成比 

熱心に参加した 2,667 33.6%

参加した 2,989 37.7%

参加したが，途中で止めた 1,152 14.5%

参加しなかった 989 12.5%

無回答 136 1.7%

合計 7,933 100.0%

 

図表Ⅱ－１－１３ 中学生時代の中間・期末試験の勉強 

  Ｎ 構成比 

よく勉強した 1,783 22.5%

まあ勉強した 3,518 44.3%

あまり勉強しなかった 2,159 27.2%

勉強しなかった 414 5.2%

無回答 59 0.7%

合計 7,933 100.0%

 

図表Ⅱ－１－１４ 中学三年生のときの成績 

  Ｎ 構成比 

上の方 1,139 14.4%

やや上の方 1,869 23.6%

真ん中あたり 2,894 36.5%

やや下のほう 1,371 17.3%

下のほう 598 7.5%

無回答 62 0.8%

合計 7,933 100.0%

 

２．２ 求職活動等と資格・免許 

（１）ジョブ・カード交付の有無とその時期 

 ジョブ・カードを交付された人は 57.7%、作成中が 15.3%である。作成中と回答した人の

中には、今後キャリア・コンサルティングを経てジョブ・カードを交付されることも考えら

れる。 

 またジョブ・カードを交付された人のうち、交付時期が 2010 年 9 月は 37.6%、2010 年 10

月は 33.3%で、他の月は 1 割にも満たない。その 2 カ月で 70.9%（未作成者も含む全体の 44.3%）

となっており、本調査実施と同時期にジョブ・カードを交付された人が多い。 
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図表Ⅱ－１－１７ ジョブ・カードの交付の有無 

  Ｎ 構成比 

交付された 4,578 57.7%

作成中 1,214 15.3%

作成していない 1,760 22.2%

無回答 381 4.8%

合計 7,933 100.0%

 

図表Ⅱ－１－１８ ジョブ・カードを交付された時期 

  Ｎ 構成比（交付済み） 構成比（未作成含む）

2009 年以前 49 1.0% 0.6%

2010 年 1 月 7 0.1% 0.1%

2010 年 2 月 13 0.3% 0.2%

2010 年 3 月 23 0.5% 0.3%

2010 年 4 月 35 0.7% 0.4%

2010 年 5 月 47 0.9% 0.6%

2010 年 6 月 107 2.2% 1.3%

2010 年 7 月 181 3.6% 2.3%

2010 年 8 月 453 9.1% 5.7%

2010 年 9 月 1,864 37.6% 23.5%

2010 年 10 月 1,652 33.3% 20.8%

2010 年 11 月 89 1.8% 1.1%

無回答 439 8.9% 5.5%

合計 4,959 100.0% 62.5%

非該当 2,974 37.5%

合計 7,933 100.0%

 

（２） 雇用保険受給の有無 

 現在、雇用保険を受給中であるのは、45.7%（男性 43.9%、女性 46.7%）である。 

 

（３） 持っている資格や免許の数、および種類 

 仕事に関わる資格や免許について、調査票で最大 5 つまで記入することになっている1。資

格・免許を持っていない人は 19.0%、それ以外の約 8 割はなんらかの資格・免許を持ってい

る。図表Ⅱ－１－２０にある 8 つのカテゴリで分類した資格・免許の種類（のべ数）では、

「普通自動車運転免許」に次いで「事務系」、「技術・技能系」、「情報系」の順に多い。 

  

                                                      
1
  5 つ以上記入したケースもあったため、図表Ⅱ－1－19 では 5 つ以上としている。 
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図表Ⅱ－１－１９ 仕事に関する資格や免許の数 

  Ｎ 構成比 

0 1,504 19.0%

1 1,521 19.2%

2 1,533 19.3%

3 1,361 17.2%

4 871 11.0%

5 以上 1,143 14.4%

合計 7,933 100.0%

 

図表Ⅱ－１－２０ 持っている資格・免許の種類 

のべ数 

語学系 1,243

情報系 1,439

技術・技能系 2,330

事務系 4,039

福祉系 1,165

普通自動車運転免許 4,709

普通自動車運転免許以外の運転免許 692

その他 1,976

 

（４） 転職後の希望給与額 

 転職後の 1 カ月あたりの希望給与額は、15-20 万円未満をピークに分布している。なお平

均は 185,161 円、標準偏差は 64,051 円である。 

 

図表Ⅱ－１－２１ 転職先での希望給与額（1 カ月あたり） 

  Ｎ 構成比 

5 万円未満 37 0.5%

5～10 万円未満 342 4.3%

10～15 万円未満 1,136 14.3%

15～20 万円未満 2,808 35.4%

20～25 万円未満 2,081 26.2%

25～30 万円未満 915 11.5%

30～40 万円未満 442 5.6%

40～50 万円未満 54 0.7%

50 万円以上 30 0.4%

無回答 88 1.1%

合計 7,933 100.0%

 

２．３ 直前の仕事 

 本章では、調査時点より以前に離職した直近の仕事を前職とよぶ。 
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（１） 前職の離職時期 

 前職の離職時期は、本調査実施直前の 2010 年 8 月の 18.4%が一番多く、8 月から離れるに

したがって割合は減る。ただし前節で確認したキャリア・コンサルティングを受けた時期な

どに比べると、前職の離職時期にはバラつきがある。また 2010 年 3 月は前後の月と比べて多

くなっているが、年度末の季節的変動によるものと考えられる。 

 

図表Ⅱ－１－２２ 直前職の離職時期 

  Ｎ 構成比 

2010 年 1 月 180 2.3%

2010 年 2 月 258 3.3%

2010 年 3 月 921 11.6%

2010 年 4 月 503 6.3%

2010 年 5 月 575 7.2%

2010 年 6 月 954 12.0%

2010 年 7 月 1,128 14.2%

2010 年 8 月 1,460 18.4%

2010 年 9 月 1,282 16.2%

2010 年 10 月 431 5.4%

2010 年 11 月 55 0.7%

2010 年 12 月 10 0.1%

無回答 176 2.2%

合計 7,933 100.0%

 

（２） 前職の勤続期間 

 直前職の勤続期間はかなりバラつきがある。勤続期間が 1 年未満は 2 割強、10 年以上は 1

割強、その間の 1 年以上 10 年未満の中でもバラつきがある。また前職の勤続期間の平均は

4.9 年、標準偏差は 6.7 年である。 

 

図表Ⅱ－１－２３ 前職の勤続期間 

  Ｎ 構成比 

3 ヵ月未満 327 4.1%

3～6 ヵ月未満 562 7.1%

6～12 ヵ月未満 810 10.2%

1～2 年未満 1,445 18.2%

2～3 年未満 1,080 13.6%

3～5 年未満 1,276 16.1%

5～10 年未満 1,247 15.7%

10～20 年未満 692 8.7%

20～30 年未満 229 2.9%

30 年以上 134 1.7%

無回答 131 1.7%

合計 7,933 100.0%
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（３） 前職の会社全体の業種、企業規模 

 前職の会社全体の業種は「卸売業、小売業」16.6%、「製造業」15.7%、「医療、福祉」10.0%

の順に多い。また前職の会社全体の企業規模は「29 人以下」が 30.1%と一番多いが、分布は

企業規模に応じた一様な傾向はない。ただし企業規模が「わからない」という回答者が 9.7%

と少なくない。 

 

図表Ⅱ－１－２４ 前職の会社全体の業種 

  Ｎ 構成比 

農林漁業、鉱業、採石業、砂利採取業 56 0.7% 

建設業 357 4.5% 

製造業 1,249 15.7% 

電気・ガス・熱供給・水道業 89 1.1% 

情報通信業 363 4.6% 

運輸業、郵便業 340 4.3% 

卸売業、小売業 1,314 16.6% 

金融業、保険業 496 6.3% 

不動産業、物品賃貸業 118 1.5% 

学術研究、専門・技術サービス業 389 4.9% 

宿泊業、飲食サービス業 598 7.5% 

生活関連サービス業 372 4.7% 

教育、学習支援業 222 2.8% 

医療、福祉 796 10.0% 

その他のサービス業(上記 5 業種以外) 708 8.9% 

公務 271 3.4% 

その他 134 1.7% 

無回答 61 0.8% 

合計 7,933 100.0% 

 

図表Ⅱ－１－２５ 前職の会社全体の企業規模 

  Ｎ 構成比 

29 人以下 2,389 30.1%

30～99 人 1,497 18.9%

100～499 人 1,507 19.0%

500～999 人 460 5.8%

1000 人以上 1,109 14.0%

官公庁(公務員) 165 2.1%

わからない 767 9.7%

無回答 39 0.5%

合計 7,933 100.0%
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（４） 前職の職種 

 「事務」31.3%が他に比べて多い。次いで「営業・販売の仕事」18.9%、「サービスの仕事」

16.5%、「専門・技術職」11.6%、「生産工程の仕事」9.8%となっている。この 5 職種で 9 割近

くを占めている。 

 

図表Ⅱ－１－２６ 前職の職種 

  Ｎ 構成比 

事務 2,485 31.3% 

営業・販売の仕事 1,502 18.9% 

サービスの仕事 1,306 16.5% 

生産工程の仕事 779 9.8% 

輸送・機械運転の仕事 166 2.1% 

建設・採掘の仕事 120 1.5% 

運送・清掃・包装などの仕事 287 3.6% 

保安の仕事 75 0.9% 

専門・技術職 918 11.6% 

管理職 105 1.3% 

農・林・漁業の仕事 28 0.4% 

その他 98 1.2% 

無回答 64 0.8% 

合計 7,933 100.0% 

 

（５） 前職の就業形態 

 前職の就業形態は「正社員・正職員」が 44.9%、「パート・アルバイト・契約・嘱託・臨時」

が 40.0%で、全体の 8 割以上を占める。なお図表に示していないが「パート・アルバイト・

契約・嘱託・臨時」のうち、1 週間あたり労働時間が 40 時間以上の割合は 31.2%である。 

 

図表Ⅱ－１－２７ 前職の就業形態 

  Ｎ 構成比 

正社員・正職員 3,559 44.9% 

パート・アルバイト・契約・嘱託・臨時 3,177 40.0% 

派遣社員（登録型） 596 7.5% 

派遣社員（常時雇用型） 335 4.2% 

経営者・役員 38 0.5% 

自営業主・自由業者・内職 88 1.1% 

家族従業員 37 0.5% 

その他 44 0.6% 

無回答 59 0.7% 

合計 7,933 100.0% 
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（６） 前職の労働時間 

 「40-45 時間未満」21.4%、「35-40 時間未満」15.6%、「45-50 時間未満」13.1%の順で多い。

1 週間あたり労働時間が 35 時間以上の割合の合計は 66.8%で、3 人に 2 人が一般的な正社員

と同じかそれ以上の労働時間で働いていたことがわかる。これは同時に前職の労働時間がフ

ルタイムではないサンプルも 3 割強、含まれていることになる。 

 

図表Ⅱ－１－２８ 前職の労働時間（1 週間あたり） 

  Ｎ 構成比 

10 時間未満 656 8.3%

10～15 時間未満 236 3.0%

15～20 時間未満 204 2.6%

20～25 時間未満 359 4.5%

25～30 時間未満 496 6.3%

30～35 時間未満 518 6.5%

35～40 時間未満 1,234 15.6%

40～45 時間未満 1,694 21.4%

45～50 時間未満 1,038 13.1%

50～60 時間未満 714 9.0%

60 時間以上 619 7.8%

わからない 104 1.3%

無回答 61 0.8%

合計 7,933 100.0%

 

（７） 前職の給与 

 前職の１カ月あたりの給与は「10-15 万円未満」24.1%と「15-20 万円未満」23.8%がピーク

になり、分布している。なお各階級の中央値（オープンエンドの級は 75 万円）を用いた平均

値は 173,257 円、標準偏差は 95,579 円である。 

 

図表Ⅱ－１－２９ 前職での給与（1 カ月あたり） 

  Ｎ 構成比 

5 万円未満 278 3.5%

5～10 万円未満 1,309 16.5%

10～15 万円未満 1,909 24.1%

15～20 万円未満 1,890 23.8%

20～25 万円未満 1,257 15.8%

25～30 万円未満 660 8.3%

30～40 万円未満 370 4.7%

40～50 万円未満 104 1.3%

50 万円以上 56 0.7%

わからない 42 0.5%

無回答 58 0.7%

合計 7,933 100.0%
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（８） 前職の職場における普段の行動 

 職場での行動は 14 項目あるため、分布の仕方で 3 つのグループに分けて、その特徴を捉え

る。まず「常にしていた」と「大体していた」が大多数を占め、かつ「常にしていた」の割

合が多い①から④をグループⅠとする。次に「常にしていた」と「大体していた」の割合が

大多数であるが、それぞれ同程度の⑤から⑩をグループⅡとする。3 つ目は「していなかっ

た」と「そのような機会がなかった」の割合が小さくない⑪から⑭をグループⅢとする。 

 グループⅠとグループⅡの項目は、仕事をする上でどれも大切な行動ばかりであるが、分

布の違いが生じている。各グループの項目から、グループⅠはより必須な事項、グループⅡ

はコミュニケーションや積極的な姿勢を表しているという特徴が見えてくる。そこから本調

査の回答者には、コミュニケーションや積極性について若干バラつきがあるといえる。そし

てグループⅢの特徴として共通しているのは、担当する業務内容・水準や職場による違いが

考えられる。なお⑭（資格取得や自己啓発）は、本人の積極性による違いも加わっているた

めに一番バラつきが大きくなっていると考えられる。 

 本調査の回答者は、職場の行動で必須となる行動は大多数の人ができているものの、コミ

ュニケーションや積極性も関連することは「している」程度に差が出てくる。さらに仕事や

職場の違いも加わると、職場での行動の機会そのものがないケースも増えてくるといえる。 

 

図表Ⅱ－１－３０ 前職の職場における普段の行動 

     
常にし

ていた

大体し

ていた

してい

なかっ

た 

そのよ

うな機

会はな

かった 

無回答

グ
ル
ー
プ
Ⅰ

① 職場で、きちんとあいさつをしていた 85.1% 14.3% 0.2% 0.1% 0.3%

② 出勤時間や、仕事上の約束の時間を守っていた 83.3% 15.0% 0.7% 0.3% 0.8%

③ 職場のルールをまもっていた 74.4% 24.8% 0.3% 0.2% 0.3%

④ 引き受けた仕事は最後までやりとげた 72.7% 25.9% 0.6% 0.3% 0.5%

グ
ル
ー
プ
Ⅱ 

⑤ 
上司や先輩に対して、正確にホウレンソウ（報

告・連絡・相談）していた 
53.9% 41.1% 2.8% 1.6% 0.6%

⑥ 初めての仕事にもチャレンジしていた 52.0% 39.9% 3.1% 4.4% 0.4%

⑦ 作業の工夫や改善に取り組んでいた 50.3% 43.2% 3.5% 2.4% 0.6%

⑧ 
上司や先輩を見て、仕事のやり方やコツを学ん

でいた 
48.4% 43.3% 2.8% 5.0% 0.5%

⑨ 忙しそうな同僚の仕事を手伝っていた 46.8% 40.8% 3.6% 8.0% 0.9%

⑩ 不意の問題やトラブルにも対応できていた 32.1% 56.6% 6.2% 4.6% 0.6%

グ
ル
ー
プ
Ⅲ 

⑪ パソコンを支障なく利用していた 40.3% 28.2% 7.2% 23.3% 1.0%

⑫ 
会社の懇親会などの職場の集まりに積極的に

参加していた 
33.8% 40.4% 9.8% 15.4% 0.6%

⑬ 職場での仕事上のアドバイスをしていた 27.8% 42.8% 9.9% 18.8% 0.7%

⑭ 資格取得や自己啓発などに取り組んでいた 22.8% 31.0% 21.2% 24.5% 0.5%
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２．４ 離学後、初めて就いた仕事 

 以降では離学後、初めて就いた仕事を初職とよぶ。 

（１） 初職が直前職と同じか 

 離学後に初めて就いた仕事が前職と同じ人は 18.0%、違う人は 81.4%である（無回答 0.6%）。 

 

（２） 初職の就業形態 

 初職の就業形態は「正社員・正職員」69.6%と「パート・アルバイト・契約・嘱託・臨時」

24.3%とを合わせて、全体の 93.9%になる2。前職では「正社員・正職員」44.9%と比べると、

離学後は初めに正社員として就職した人が多く、非正規就業への移行があったと言える。 

 

図表Ⅱ－１－３１ 初職の就業形態 

  Ｎ 構成比 

正社員・正職員 5,524 69.6% 

パート・アルバイト・契約・嘱託・臨時 1,931 24.3% 

派遣社員（登録型） 87 1.1% 

派遣社員（常用雇用型） 91 1.1% 

経営者・役員・自営業主・自由業者・内職 54 0.7% 

家族従業員 44 0.6% 

その他 75 0.9% 

無回答 127 1.6% 

合計 7,933 100.0% 

 

（３） 初職の就業時期 

 初職に就いた時期は、離学後すぐの人が 74.5%と一番多いものの、離学後 3 ヵ月未満が 8.7%、

離学後 3 ヵ月以上が 11.1%と、離学後に無職の期間があるものが 2 割弱いる。 

 

図表Ⅱ－１－３２ 初職の就業時期 

  Ｎ 構成比 

学校卒業後（中退後）、すぐに仕事についた 5,910 74.5%

学校卒業後（中退後）、３カ月未満で仕事についた 692 8.7%

学校卒業後（中退後）、３カ月以上たってから仕事についた 881 11.1%

無回答 450 5.7%

合計 7,933 100.0%

 

  

                                                      
2
 初職と直前職が同じと回答した人は、就業形態が変化しなかったと仮定して、直前職の就業形態で計算してい

る。 
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３． まとめ 

 本章では、5 回のパネル調査である本調査の基本台帳となる第１回調査の回答者の属性お

よび回答の分布を概観し、本調査の基礎的な情報を提供した。なお分析対象を明確にするた

め、2010 年 1 月から 12 月までの間に前職を離職したサンプルに絞った。以下で属性や分布

の主な特徴についてまとめる。 

 

（1）男女比はおおよそ男性 3 割、女性 7 割と女性が多い。年齢は 25－29 歳、30－34 歳、35

－39 歳の年齢層を中心に分布し、全体の 5 割を占める。男女別にみても似た年齢の分

布をしている。 

（2）全体の 4 割弱が結婚しており、男女別でもその割合は変わらない。ただし男性の配偶者

（妻）と女性の配偶者（夫）とで、就業の有無や就業形態に違いがある。 

（3）回答者の 16.8%が単身世帯である。 

（4）回答者本人が生活費を負担しているものは男性で 56.3%、女性で 31.4%である。なお単

身世帯に限ると男女ともに、回答者の約 85%が生活費を本人で負担している。 

（5）2010 年 9 月以降に初めてキャリア・コンサルティングを受けた割合は 66.0%である。

また調査時点までにキャリア・コンサルティングを受けた回数は１回が 53.6%である。

したがって、全体のほぼ半数が本調査と同時期に初めてキャリア・コンサルティングを

受けた際に本調査票を受け取り回答したと考えられる。 

（6）ジョブ・カードを交付された人は 57.7%、作成中が 15.3%である。上で見たようにキャ

リア・コンサルティングを受けて間もない人も多くいることから、作成中の人がこれか

ら交付を受けることが推測される。 

（7）全体の 8 割が仕事に関する資格や免許（普通自動車免許を含む）を 1 つ以上、持ってい

る。 

（8）前職の離職時期は、2010 年 8 月の 18.4%をピークに分布している（2010 年 3 月を除く）

が、キャリア・コンサルティングを初めて受けた時期と比べると、比較的バラついてい

る。 

（9）前職の勤続期間の平均は 4.9 年であるが、バラつきが非常に大きい。 

（10）前職の就業形態は「正社員・正職員」が 44.9%、「パート・アルバイト・契約・嘱託・

臨時」が 40.0%でる。 

（11）およそ 3 人に 2 人が 1 週間あたり 35 時間以上で働いていた。 

（12）前職の１カ月あたりの給与の平均は約 17 万円で、「10-15 万円未満」24.1%と「15-20

万円未満」23.8%をピークに分布している。 

（13）前職の職場における普段の行動は、各項目の分布の特徴から 14 項目を 3 グループに分

けてサンプルの特徴を捉えることを試みた。そこからは、職場で「必須な事項」は大多

数の人ができているものの、「コミュニケーションや積極的な姿勢」に関することは「し
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ている」程度に差がみられる。そして「業務内容・水準や職場による違い」については、

そもそも職場での行動の機会そのものがないケースも増えてくると考えられる。 

（14）初職と前職が同じ人は 18.0%である。また初職が「正社員・正職員」は 69.6%であり、

前職が「正社員・正職員」の 44.9%と比べると、離学後は初めに正社員として就職した

人が多く、非正規就業への移行がみられる。 

（15）初職への就業のタイミングは、離学後 3 ヵ月未満が 8.7%、離学後 3 ヵ月以上が 11.1%

と、離学後に無職の期間があるものが 2 割弱いる。 
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第２章 ジョブ・カード作成、キャリア・コンサルティング、資格取得について 

 

１．分析の目的 

 本章の目的は、第 1 に、ジョブ・カードの交付を受けた人自身によるカードについての主

観的な評価、キャリア・コンサルティングを受けた人による主観的な評価を整理することで

ある。ここでいうキャリア・コンサルティングとは、ジョブ・カード活用のためのキャリア・

コンサルティングという狭い意味のものではなく、全般的なキャリア・コンサルティングの

ことである。以降でも、キャリア・コンサルティングと示す場合には全般的なもののことで

ある。第 2 の目的は、キャリア・コンサルティングの前後でキャリア形成の明確化と自己理

解、他者への説明能力の度合いに変化が生じたのかと、その変化が再就職を促したのかを確

認することである。第 3 の目的は、資格取得や自己啓発は再就職につながるのかを確認する

ことである。分析の際には、『転職モニター調査』の第 1 回調査と第 2 回調査によるデータセ

ットを用いる。 

 本章の構成は以下の通りである。次節において、キャリア・コンサルティングの主観的な

評価を整理するとともに、キャリア・コンサルティングを通じて何を身に付けたのかと、身

に付けたことによって再就職したのかを確認する。第 3 節において、ジョブ・カード作成に

ついての評価を整理する。第 4 節で資格取得や自己啓発は再就職につながるのかを確認し、

第 5 節で全体をまとめる。 

 

２．キャリア・コンサルティングについて 

 本節では、キャリア・コンサルティングの主観的な評価を確認した上で、キャリア・コン

サルティング前後におけるキャリア形成の明確化と自己理解、他者への説明能力の度合い、

の変化が再就職に結びついたのかを考えていく。 

 図表Ⅱ－２－１は、第 2 回調査時点におけるキャリア・コンサルティングを受けた通算回

数を示している。この表には、通算回数が 10 回以上の者は除外している。中央値は 3 回であ

り、表には示していないが、この分布の傾向は男女ともに同じである。また、大卒以上（中

退含む）と高専以下で最終学歴を分けて分布を確認したところ、これらに大きな差は確認さ

れなかった。 
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図表Ⅱ－２－１ キャリア・コンサルティング通算回数 

回数（回） 人数（人） 割合（%） 

0 21 0.4 

1 552 10.3 

2 1,842 34.4 

3 1,090 20.3 

4 715 13.3 

5 434 8.1 

6 328 6.1 

7 176 3.3 

8 134 2.5 

9 69 1.3 

合計 5,361 100.0 

 

 図表Ⅱ－２－２は、キャリア・コンサルティングを受けてよかったかどうかを、「よかった」

から「よくなかった」の 5 段階で回答した結果をまとめたものである。「よかった」が 40.3%、

「まあよかった」が 34.9%という結果であり、キャリア・コンサルティングを受けた人の主

観的な評価はかなり高い。 

 

図表Ⅱ－２－２ キャリア・コンサルティングの主観的な評価 

  人数（人） 割合（%）

よかった 2,121 40.3 

まあよかった 1,840 34.9 

どちらでもない 964 18.3 

あまりよくなかった 227 4.3 

よくなかった 116 2.2 

合計 5,268 100.0 

 

図表Ⅱ－２－３は、これを男女別にまとめたものである。表中の「よかった」というブロ

ックの 3 行の一番上は人数であり、真ん中は「よかった」と回答した中での男女の構成比で

あり、一番下は、各性別のそれぞれの合計人数に占める「よかった」と回答した人の割合で

ある。男女それぞれの「よかった」と「まあよかった」の合計は 71.7%、76.5%と女性の方が

高い。 
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図表Ⅱ－２－３ キャリア・コンサルティングの主観的な評価（男女別） 

 男性 女性 合計 

よかった N 474 1,641 2,115

構成比（横%） 22.4 77.6 100.0 

構成比（縦%） 36.5 41.5 40.3 

まあよかった N 458 1,379 1,837

構成比（横%） 24.9 75.1 100.0 

構成比（縦%） 35.2 34.9 35.0 

どちらでもない N 267 690 957

構成比（横%） 27.9 72.1 100.0

  構成比（縦%） 20.5 17.5 18.2

あまりよくなかった N 63 162 225

構成比（横%） 28.0 72.0 100.0 

  構成比（縦%） 4.9 4.1 4.3 

よくなかった N 38 78 116

構成比（横%） 32.8 67.2 100.0 

  構成比（縦%） 2.9 2.0 2.2 

合計 N 1,300 3,950 5,250

構成比（横%） 24.8 75.2 100.0 

  構成比（縦%） 100.0 100.0 100.0 

 

図表Ⅱ－２－４は学歴別にまとめたものである。その結果、高専以下の「よかった」と「ま

あよかった」の合計は 76.0%であり、大卒以上（中退含む）のそれは 73.0%である。このこ

とから、学歴が低い方がキャリア・コンサルティングを受ける価値が高いのかもしれない。 

 

図表Ⅱ－２－４ キャリア・コンサルティングの主観的な評価（学歴別） 

 
 

それ以外
大卒（中退

含む）以上
合計 

よかった N 1,628 493 2,121

構成比（横%） 76.8 23.2 100.0 

構成比（縦%） 41.7 36.2 40.3 

まあよかった N 1,340 500 1,840

構成比（横%） 72.8 27.2 100.0 

構成比（縦%） 34.3 36.7 34.9 

どちらでもない N 709 255 964

構成比（横%） 73.6 26.5 100.0 

  構成比（縦%） 18.2 18.7 18.3 

あまりよくなかった N 147 80 227

構成比（横%） 64.8 35.2 100.0 

  構成比（縦%） 3.8 5.9 4.3 

よくなかった N 83 33 116

構成比（横%） 71.6 28.5 100.0 

  構成比（縦%） 2.1 2.4 2.2 

合計 N 3,907 1,361 5,268

構成比（横%） 74.2 25.8 100.0 

  構成比（縦%） 100.0 100.0 100.0 
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 ここからは、キャリア・コンサルティングの前後で、以下のことができるようになったか

どうかを確認する。それは、「これまでの経験をもとに自分の長所を説明できる」、「自分の長

所を仕事にどのように活かすことができるのか説明できる」、「転職やこれまでの仕事の経験

について筋道を立てて説明できる」、「ブランクの期間も含めて、これまでやってきた仕事を

もれなく説明できる」、「実現が可能なやりたい仕事の内容を説明できる」、「労働条件や待遇

面の希望について優先順位をつけて説明できる」という 6 項目である。ここでは、これらを

技能として捉えることとする。調査では、キャリア・コンサルティングを受ける前と後で、

それぞれ「あてはまらない」から「とてもあてはまる」の 5 段階で回答させている。「あては

まらない」が「１」で、「とてもあてはまる」が「５」となっており、キャリア・コンサルテ

ィングの前後で数値が上がれば技能が向上したものとする。キャリア・コンサルティング前

に「５」であったものは、キャリア・コンサルティングによって、数値の上では上昇する可

能がないので、この分析の対象からは外すこととする。 

図表Ⅱ－２－５は、「これまでの経験をもとに自分の長所を説明できる」について、「技能

低下」、「変化なし」、「技能向上」の 3 ブロックに分かれており、例えば、「技能向上」という

ブロックの 3 行の一番上は人数であり、真ん中は技能向上した中での再就職した人と職探し

中の人（職業訓練受講者は除く）との割合であり、一番下は、働いている人と働いていない

人のそれぞれの合計人数に占める技能向上した人の割合である。まず、キャリア・コンサル

ティング後に「これまでの経験をもとに自分の長所を説明できる」ようになった人は 60.9%

と高い。また、技能向上した人の中で再就職した人の割合は 46.8%であり、変化なしの人の

43.7%よりも高い。 

 

図表Ⅱ－２－５ 「これまでの経験をもとに自分の長所を説明できる」ようになったか否か 

と再就職 

 働いていない 働いている 合計 

技能低下 N 29 17 46 

構成比（横%） 63.0 37.0 100.0 

  構成比（縦%） 1.4 1.0 1.2 

変化なし N 826 641 1,467 

構成比（横%） 56.3 43.7 100.0 

構成比（縦%） 39.2 36.4 37.9 

技能向上 N 1,252 1,103 2,355 

構成比（横%） 53.2 46.8 100.0 

  構成比（縦%） 59.4 62.6 60.9 

合計 N 2,107 1,761 3,868 

構成比（横%） 54.5 45.5 100.0 

  構成比（縦%） 100.0 100.0 100.0 
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図表Ⅱ－２－６以降も、表の見方は図表Ⅱ－２－５と同じである。図表Ⅱ－２－６は、「自

分の長所を仕事にどのように活かすことができるのか説明できる」ようになったか否かにつ

いて示している。キャリア・コンサルティング後に「自分の長所を仕事にどのように活かす

ことができるのか説明できる」ようになった人は 61.1%と高い。また、技能向上した人の中

で再就職した人の割合は 47.0%であり、変化なしの人の 43.1%よりも高い。 

 

図表Ⅱ－２－６ 「自分の長所を仕事にどのように活かすことができるのか説明できる」よ

うになったか否かと再就職 

 働いていない 働いている 合計 

技能低下 N 27 16 43 

構成比（横%） 62.8 37.2 100.0 

  構成比（縦%） 1.3 0.9 1.1 

変化なし N 831 630 1,461 

構成比（横%） 56.9 43.1 100.0 

構成比（縦%） 39.4 35.9 37.8 

技能向上 N 1,253 1,109 2,362 

構成比（横%） 53.1 47.0 100.0 

  構成比（縦%） 59.4 63.2 61.1 

合計 N 2,111 1,755 3,866 

構成比（横%） 54.6 45.4 100.0 

  構成比（縦%） 100.0 100.0 100.0 

 

 図表Ⅱ－２－７は、「転職やこれまでの仕事の経験について筋道を立てて説明できる」よう

になったか否かについて示している。キャリア・コンサルティング後に「転職やこれまでの

仕事の経験について筋道を立てて説明できる」ようになった人は 56.4%と高い。また、技能

向上した人の中で再就職した人の割合は 48.0%であり、変化なしの人の 42.9%よりも高い。 

 

図表Ⅱ－２－７ 「転職やこれまでの仕事の経験について筋道を立てて説明できる」ように

なったか否かと再就職 

 働いていない 働いている 合計 

技能低下 N 30 11 41 

構成比（横%） 73.2 26.8 100.0 

  構成比（縦%） 1.5 0.6 1.1 

変化なし N 922 693 1,615 

構成比（横%） 57.1 42.9 100.0 

構成比（縦%） 44.6 40.0 42.5 

技能向上 N 1,117 1,029 2,146 

構成比（横%） 52.1 48.0 100.0 

  構成比（縦%） 54.0 59.4 56.4 

合計 N 2,069 1,733 3,802 

構成比（横%） 54.4 45.6 100.0 

  構成比（縦%） 100.0 100.0 100.0 
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 図表Ⅱ－２－８は、「ブランクの期間も含めて、これまでやってきた仕事をもれなく説明で

きる」ようになったか否かについて示している。キャリア・コンサルティング後に「ブラン

クの期間も含めて、これまでやってきた仕事をもれなく説明できる」ようになった人は 50.6%

と高い。また、技能向上した人の中で再就職した人の割合は 48.2%であり、変化なしの人の

43.0%よりも高い。 

 

図表Ⅱ－２－８ 「ブランクの期間も含めて、これまでやってきた仕事をもれなく説明でき

る」ようになったか否かと再就職 

 働いていない 働いている 合計 

技能低下 N 31 17 48 

構成比（横%） 64.6 35.4 100.0 

  構成比（縦%） 1.5 1.0 1.3 

変化なし N 1,023 772 1,795 

構成比（横%） 57.0 43.0 100.0 

構成比（縦%） 50.3 45.4 48.1 

技能向上 N 979 911 1,890 

構成比（横%） 51.8 48.2 100.0 

  構成比（縦%） 48.2 53.6 50.6 

合計 N 2,033 1,700 3,733 

構成比（横%） 54.5 45.5 100.0 

  構成比（縦%） 100.0 100.0 100.0 

 

図表Ⅱ－２－９は、「実現が可能なやりたい仕事の内容を説明できる」ようになったか否

かについて示している。キャリア・コンサルティング後に「実現が可能なやりたい仕事の内

容を説明できる」ようになった人は 56.7%と高い。また、技能向上した人の中で再就職した

人の割合は 46.6%であり、変化なしの人の 44.9%よりも高い。 

 

図表Ⅱ－２－９ 「実現が可能なやりたい仕事の内容を説明できる」ようになったか否かと

再就職 

 働いていない 働いている 合計 

技能低下 N 38 20 58 

構成比（横%） 65.5 34.5 100.0 

  構成比（縦%） 1.8 1.1 1.5 

変化なし N 888 723 1,611 

構成比（横%） 55.1 44.9 100.0 

構成比（縦%） 42.4 41.1 41.8 

技能向上 N 1,167 1,017 2,184 

構成比（横%） 53.4 46.6 100.0 

  構成比（縦%） 55.8 57.8 56.7 

合計 N 2,093 1,760 3,853 

構成比（横%） 54.3 45.7 100.0 

  構成比（縦%） 100.0 100.0 100.0 
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図表Ⅱ－２－１０は、「労働条件や待遇面の希望について優先順位をつけて説明できる」

ようになったか否かについて示している。キャリア・コンサルティング後に「労働条件や待

遇面の希望について優先順位をつけて説明できる」ようになった人は 51.3%と高い。また、

技能向上した人の中で再就職した人の割合は 46.9%であり、変化なしの人の 44.5%よりも高

い。図表Ⅱ－２－５～図表Ⅱ－２－１０で確認できたことは、キャリア・コンサルティング

によって、全ての項目について半数以上の人が技能を向上させており、技能の変化がない人

たちより技能が向上した人たちの方が再就職確率が高いということである。 

 

図表Ⅱ－２－１０ 「労働条件や待遇面の希望について優先順位をつけて説明できる」よう

になったか否かと再就職 

 働いていない 働いている 合計 

技能低下 N 31 17 48 

構成比（横%） 64.6 35.4 100.0 

  構成比（縦%） 1.5 1.0 1.3 

変化なし N 1,006 806 1,812 

構成比（横%） 55.5 44.5 100.0 

構成比（縦%） 48.4 46.2 47.4 

技能向上 N 1,040 920 1,960 

構成比（横%） 53.1 46.9 100.0 

  構成比（縦%） 50.1 52.8 51.3 

合計 N 2,077 1,743 3,820 

構成比（横%） 54.4 45.6 100.0 

  構成比（縦%） 100.0 100.0 100.0 

 

３．ジョブ・カード作成についての評価 

 まず、ジョブ・カードの交付状況について確認しておく。図表Ⅱ－２－１１と図表Ⅱ－２

－１２は、それぞれ、第 1 回調査時点と第 2 回調査時点の交付状況である。第 1 回調査では、

ジョブ・カードについて「交付された」、「作成中」、「作成していない」という３つの選択肢

から回答することになっているが、第 2 回調査ではジョブ・カードが交付されているか否か

の 2 択であるため、それぞれの表の集計の項目が異なる。第 1 回調査時点（2010 年 9～10 月）

では交付済みの割合は 60.6%であるが、第 2 回調査時点（2011 年 3 月）においては、その割

合が 68.6%に上昇している。 

 

図表Ⅱ－２－１１ ジョブ・カードの交付状況（第 1 回調査） 

人数（人） 割合（%）

交付された 4,578 60.6 

作成中 1,214 16.1 

作成していない 1,760 23.3 

合計 7,552 100.0 
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図表Ⅱ－２－１２ ジョブ・カードの交付状況（第 2 回調査） 

人数（人） 割合（%）

交付された 4,121 68.6

作成中/作成していない 1,886 31.4

合計 6,007 100.0

 

 次に、ジョブ・カードを作成した人がジョブ・カード作成についてどのように考えている

かを確認していく。図表Ⅱ－２－１３は、ジョブ・カードが就職活動に役立った（役立つと

思う）かについて、交付を受けた人自身が「そう思う」から「そう思わない」までの 5 段階

で評価した結果である。「そう思う」、「どちらかといえばそう思う」というポジティブな評価

の合計が全体に占める割合は 48.9%であり、「どちらかといえばそう思わない」、「そう思わな

い」というネガティブな評価のそれが 27.4%であることから、主観的にはジョブ・カードの

作成は就職活動に役立つと受け止められている。 

 

図表Ⅱ－２－１３ ジョブ・カードは就職活動に役立った 

人数（人） 割合（%）

そう思う 717 17.5 

どちらかといえばそう思う 1,292 31.5 

どちらでもない 973 23.7 

どちらかといえばそう思わない 484 11.8 

そう思わない 640 15.6 

合計 4,106 100.0 

 

 図表Ⅱ－２－１４は、ジョブ・カード作成が良かったと思う割合を示しており、「そう思う」、

「どちらかといえばそう思う」の合計は 60.2%であり、「どちらかといえばそう思わない」、

「そう思わない」の合計の 18.8%を大きく上回っている。このことから、就職活動に役立つ

ということ以外に、自分のキャリアを考える機会をもてたなどという効果があったことが推

測される。 

 

図表Ⅱ－２－１４ ジョブ・カードは作成して良かったと思う 

人数（人） 割合（%）

そう思う 1,054 25.7 

どちらかといえばそう思う 1,415 34.5 

どちらでもない 860 21.0 

どちらかといえばそう思わない 344 8.4 

そう思わない 428 10.4 

合計 4,101 100.0 
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 当然、ジョブ・カードを作成することは交付を受けた人自身にとっては手間を要する作業

であり、この点についてどのように受け止めているかを確認していく。図表Ⅱ－２－１５は、

作成に時間がかかったかどうかについての回答であり、「そう思う」、「どちらかといえばそう

思う」の合計は 64.1%であり、「どちらかといえばそう思わない」、「そう思わない」の合計の

16.7%を上回っている。図表Ⅱ－２－１６は、自分一人では何を記入していいか分からない

項目が多かったかについての回答であり、「そう思う」、「どちらかといえばそう思う」の合計

は 44.1%であり、「どちらかといえばそう思わない」、「そう思わない」の合計の 32.3%を上回

っている。 

 

図表Ⅱ－２－１５ 作成には時間がかかった 

人数（人） 割合（%）

そう思う 1,327 32.4 

どちらかといえばそう思う 1,301 31.7 

どちらでもない 786 19.2 

どちらかといえばそう思わない 397 9.7 

そう思わない 288 7.0 

合計 4,099 100.0 

 

図表Ⅱ－２－１６ 自分一人では何を記入していいか分からない項目が多かった 

人数（人） 割合（%）

そう思う 669 16.3 

どちらかといえばそう思う 1,139 27.8 

どちらでもない 971 23.7 

どちらかといえばそう思わない 745 18.2 

そう思わない 579 14.1 

合計 4,103 100.0 

 

 この節の最後に、すでに再就職した人だけに対象を限定し、ジョブ・カードの交付を受け

た人とそうでない人とで、前職との満足度の変化が異なるのかを確認する。第 2 回調査にお

いては、「仕事全体」、「労働時間」、「賃金」、「仕事の内容」、「仕事の量」、「キャリアの見通し」、

「仕事を含む生活全般」という 7 つの項目について、前職とくらべてそれぞれの満足度が「低

くなった」、「どちらかといえば低くなった」、「どちらともいえない」、「どちらかといえば高

くなった」、「高くなった」と 5 つの選択肢から回答させている。「低くなった」から「高くな

った」までについて、それぞれ 1～5 までの数値をあてはめ、交付を受けた人とそうでない人

のそれぞれの平均値を 7 項目について計算した結果が図表Ⅱ－２－１７に示されている。 

 すべての項目において、ジョブ・カードの交付を受けている人の方が満足度が高まってい

ることが示されている。特に、「キャリアの見通し」の平均値の差が大きい。ジョブ・カード

の作成が、キャリアについて考えた上での再就職を促したことを意味しているのかもしれな
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い。 

 

図表Ⅱ－２－１７ 直前の仕事と比べた満足度の変化 

交付済み 未交付 

仕事全体 3.342 3.300

労働時間 3.152 3.129

賃金 2.567 2.520

仕事の内容 3.380 3.311

仕事の量 3.266 3.238

キャリアの見通し 3.145 3.017

仕事を含む生活全般 3.517 3.066

 

４．資格と自己啓発について 

 本節では資格をもつことや自己啓発をすることと再就職確率の関係を確認する。まず、ど

のような資格であれ、資格を持っている人に割合は第 1回調査時点（2010年 9～10月）で 81.0%

であることが図表Ⅱ－２－１８に示されている。第 1 回調査と第 2 回調査（2011 年 3 月実施）

の間に資格を取得した人の割合は 40.8%である。元々、第 1 回調査時点で資格をもっていた

人の中でその間に取得した人の割合は 41.2%であり、資格をもたなかった人の中でのその割

合の 39.0%よりも高い。 

 

図表Ⅱ－２－１８ 第 1 回調査時の資格所持状況と第 2 回までの取得状況 

 
 第 2 回 

資格追加
追加なし 合計 

第 1 回 N 1,701 2,425 4,126

資格あり 構成比（横%） 41.2 58.8 100.0 

構成比（縦%） 81.9 80.5 81.0 

資格なし N 377 589 966

構成比（横%） 39.0 61.0 100.0 

  構成比（縦%） 18.1 19.5 19.0 

合計 N 2,078 3,014 5,092

構成比（横%） 40.8 59.2 100.0 

  構成比（縦%） 100.0 100.0 100.0 

 

 以下では、資格を「語学系」、「情報系」、「技術・技能系」、「事務系」、「福祉系」、「普通自

動車運転免許」、「普通自動車以外の運転免許」、「その他」の 8 つに分類し、それぞれの資格

をもつことと再就職しているか否かを確認していく。ここでの資格の保有者とは、第 1 回調

査時点の資格保有者に第 2 回調査時点までの取得者をあわせたものである。 

 図表Ⅱ－２－１９は「語学系」の資格についてである。資格取得者が 15.3%である。取得

者と非取得者における再就職した人の割合は 45.4%と 46.4%であり、資格取得が再就職に有

利であるとは考えにくい。ここでも、職業訓練中の人はサンプルに含まれない。 
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図表Ⅱ－２－１９ 語学系（英検 2 級、TOEIC450 点など） 

 働いていない 働いている 合計 

資格なし N 1,906 1,648 3,554 

構成比（横%） 53.6 46.4 100.0 

  構成比（縦%） 84.5 85.0 84.7 

資格あり N 350 291 641 

構成比（横%） 54.6 45.4 100.0 

  構成比（縦%） 15.5 15.0 15.3 

合計 N 2,256 1,939 4,195 

構成比（横%） 53.8 46.2 100.0 

  構成比（縦%） 100.0 100.0 100.0 

 

 図表Ⅱ－２－２０は「情報系」の資格についてである。資格取得者が 23.2%である。取得

者と非取得者における再就職した人の割合は 46.2%と 46.2%であり、資格取得が再就職に有

利であるとは考えにくい。 

 

図表Ⅱ－２－２０ 情報系（基本情報処理技術者、情報処理技術者、初級シスアド・IT パス

ポートなど） 

 働いていない 働いている 合計 

資格なし N 1,747 1,501 3,248 

構成比（横%） 53.8 46.2 100.0 

構成比（縦%） 76.8 76.8 76.8 

資格あり N 529 454 983 

構成比（横%） 53.8 46.2 100.0 

  構成比（縦%） 23.2 23.2 23.2 

合計 N 2,276 1,955 4,231 

構成比（横%） 53.8 46.2 100.0 

  構成比（縦%） 100.0 100.0 100.0 

 

図表Ⅱ－２－２１は「技術・技能系」の資格についてである。資格取得者が 19.9%である。

取得者と非取得者における再就職した人の割合は 47.0%と 46.0%であり、資格取得の方がわ

ずかに再就職確率が高い。 

 



－52－ 

図表Ⅱ－２－２１ 技術・技能系（危険物取扱者、フォークリフト技能者、調理師など） 

 働いていない 働いている 合計 

資格なし N 1,823 1,551 3,374 

構成比（横%） 54.0 46.0 100.0 

  構成比（縦%） 80.5 79.8 80.1 

資格あり N 443 393 836 

構成比（横%） 53.0 47.0 100.0 

  構成比（縦%） 19.6 20.2 19.9 

合計 N 2,266 1,944 4,210 

構成比（横%） 53.8 46.2 100.0 

  構成比（縦%） 100.0 100.0 100.0 

 

図表Ⅱ－２－２２は「事務系」の資格についてである。資格取得者が 45.0%である。取得

者と非取得者における再就職した人の割合は 44.4%と 47.3%であり、資格取得が再就職に有

利であるとは考えにくい。 

 

図表Ⅱ－２－２２ 事務系（簿記、宅地建物取引主任者など） 

 働いていない 働いている 合計 

資格なし N 1,254 1,125 2,379 

構成比（横%） 52.7 47.3 100.0 

構成比（縦%） 53.7 56.6 55.0 

資格あり N 1,083 864 1,947 

構成比（横%） 55.6 44.4 100.0 

  構成比（縦%） 46.3 43.4 45.0 

合計 N 2,337 1,989 4,326 

構成比（横%） 54.0 46.0 100.0 

  構成比（縦%） 100.0 100.0 100.0 

 

図表Ⅱ－２－２３は「福祉系」の資格についてである。資格取得者が 22.8%である。取得

者と非取得者における再就職した人の割合は 48.7%と 45.7%であり、資格取得の方が再就職

確率が高い。 

 

図表Ⅱ－２－２３ 福祉系（介護福祉士、ヘルパー資格など） 

   働いていない 働いている 合計 

資格なし N 1,783 1,498 3,281 

構成比（横%） 54.3 45.7 100.0 

  構成比（縦%） 78.2 76.0 77.2 

資格あり N 497 472 969 

構成比（横%） 51.3 48.7 100.0 

  構成比（縦%） 21.8 24.0 22.8 

合計 N 2,280 1,970 4,250 

構成比（横%） 53.7 46.4 100.0 

  構成比（縦%） 100.0 100.0 100.0 
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図表Ⅱ－２－２４は「普通自動車運転免許」の資格についてである。資格取得者が 62.8%

である。取得者と非取得者における再就職した人の割合は 46.2%と 45.6%であり、資格取得

の方がわずかに再就職確率が高い。 

 

図表Ⅱ－２－２４ 普通自動車運転免許 

   働いていない 働いている 合計 

資格なし N 905 759 1,664 

構成比（横%） 54.4 45.6 100.0 

  構成比（縦%） 37.4 36.9 37.2 

資格あり N 1,515 1,299 2,814 

構成比（横%） 53.8 46.2 100.0 

  構成比（縦%） 62.6 63.1 62.8 

合計 N 2,420 2,058 4,478 

構成比（横%） 54.0 46.0 100.0 

  構成比（縦%） 100.0 100.0 100.0 

 

図表Ⅱ－２－２５は「普通自動車以外の運転免許」の資格についてである。資格取得者が

9.1%である。取得者と非取得者における再就職した人の割合は 42.5%と 46.6%であり、資格

取得が再就職に有利であるとは考えにくい。 

 

図表Ⅱ－２－２５ 普通自動車以外の運転免許 

   働いていない 働いている 合計 

資格なし N 2,032 1,774 3,806 

構成比（横%） 53.4 46.6 100.0 

  構成比（縦%） 90.3 91.7 90.9 

資格あり N 218 161 379 

構成比（横%） 57.5 42.5 100.0 

  構成比（縦%） 9.7 8.3 9.1 

合計 N 2,250 1,935 4,185 

構成比（横%） 53.8 46.2 100.0 

  構成比（縦%） 100.0 100.0 100.0 

 

図表Ⅱ－２－２６は「その他」の資格についてである。資格取得者が 24.8%である。取得

者と非取得者における再就職した人の割合は 44.1%と 47.0%であり、資格取得が再就職に有

利であるとは考えにくい。 
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図表Ⅱ－２－２６ その他 

   働いていない 働いている 合計 

資格なし N 1,693 1,502 3,195 

構成比（横%） 53.0 47.0 100.0 

  構成比（縦%） 74.2 76.4 75.2 

資格あり N 588 464 1,052 

構成比（横%） 55.9 44.1 100.0 

  構成比（縦%） 25.8 23.6 24.8 

合計 N 2,281 1,966 4,247 

構成比（横%） 53.7 46.3 100.0 

  構成比（縦%） 100.0 100.0 100.0 

 

 最後に、第 1 回調査の後から第 2 回調査までに、自分から進んで今の仕事やこれから就き

たい仕事に関わる勉強、つまり自己啓発をしたものがどれくらいいるかと、それと再就職確

率の関係を確認する。図表Ⅱ－２－２７によると、自己啓発をした人は 19.3%である。自己

啓発をした人と自己啓発をしていない人における再就職した人の割合は 47.1%と 45.5%であ

り、自己啓発をした人の方が再就職確率が高い。 

 

図表Ⅱ－２－２７ 自己啓発（第 2 回調査）と就職状況の関係について 

   働いていない 働いている 合計 

自己啓発した N 467 415 882 

構成比（横%） 53.0 47.1 100.0 

  構成比（縦%） 18.8 19.8 19.3 

自己啓発 N 2,015 1,680 3,695 

していない 構成比（横%） 54.5 45.5 100.0 

  構成比（縦%） 81.2 80.2 80.7 

合計 N 2,482 2,095 4,577 

構成比（横%） 54.2 45.8 100.0 

  構成比（縦%） 100.0 100.0 100.0 

 

５．まとめ 

本章では、『転職モニター調査』の第 1 回調査と第 2 回調査によるデータセットを用いて、

第 1 に、ジョブ・カード作成についての交付を受けた人自身による主観的な評価、キャリア・

コンサルティングを受けた人による主観的な評価を整理し、第 2 に、キャリア・コンサルテ

ィングの前後でキャリア形成の明確化と自己理解、他者への説明能力の度合いに変化が生じ

たのかと、その変化が再就職を促したのかを確認し、第 3 に、資格取得や自己啓発は再就職

につながるのかを確認した。 

得られた結果は以下の通りである。キャリア・コンサルティングを受けてよかった人は

75.2%と非常に高く、特に女性や学歴が低い人がよかったと考えている。さらに、キャリア・

コンサルティングの前後で「これまでの経験をもとに自分の長所を説明できる」ようになっ
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たり、「自分の長所を仕事にどのように活かすことができるのか説明できる」ようになったり

しているとキャリア・コンサルティングを受けた本人たちは考えており、そのようなことが

できるようになっている人の方が再就職確率が高いようだ。 

また、ジョブ・カードが就職活動に役立ったと思う人は 48.9%であり、そう思わない人の

27.4%よりも高い数字であり、ジョブ・カード作成がよかったと思う人の割合は 60.2%とさら

に高く、ジョブ・カードの作成は主観的には高く評価されていると言える。さらに、再就職

した人に限定した場合、前職とくらべた仕事の満足度（「キャリアの見通し」、「仕事を含む生

活全般」など全 7 項目）が、ジョブ・カードを交付されていない人よりも交付されている人

の方が高まっていた。 

最後に、資格取得は再就職確率を高めるとは言えなさそうだが、「福祉系」の資格は再就

職確率を高めるとも考えられる。 

ただし、本章で確認してきたことは、多くが主観的な評価である点と、記述統計レベルで

相関がありそうだというだけで、必ずしも因果関係の意味で捉えることはできない点は留意

しておくべきである。第 3 回以降の調査結果を待って、より精緻な統計分析をすることによ

り、これらの関係が真の関係であるのかを明らかにすべきである。 
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第３章 公的な職業訓練の受講について 

 

１. 回答者の受講した職業訓練 

本章の目的は、調査回答者の受講した公的な支援のある職業訓練の内容に対する受講者の

評価を明らかにすることである。なお、本章の集計対象者は 2010 年 1 月～2010 年 12 月の間

に離職した求職者であり、設問は第 2 回調査のみを利用する。1 節では、回答者の受講した

職業訓練の概要について、2 節では OJT の評価、3 節では Off-JT の評価についてまとめてい

る。 

 

１．１  公的な職業訓練 

調査回答者が 2011 年 3 月時点で受講を終了していた（もしくは受講途中だった）公的な職

業訓練を集計したものが図表Ⅱ－３－１である1。最も多いのは、専門学校などの民間教育機

関内で行う訓練と企業などでの職場実習を組み合わせた委託訓練活用型訓練（35.4%）であ

る。次いで多いのは、雇用保険を受給できない離職者を対象とした基金訓練（21.0%）であ

る。また、職業訓練受講の効果を検証する際に比較対象となる公的な職業訓練を「いずれも

受けていない」人が 25.9%、受講した訓練の「種類がわからない」人が 1.4%いる。 

 

図表Ⅱ－３－１ 公的な職業訓練の受講 

% N 

有期実習型訓練（基本型） 2.6 155

施設内訓練（職場実習あり） 2.0 118

施設内訓練（職場実習なし） 5.9 352

委託訓練活用型（職場実習あり） 35.4 2,100

委託訓練（職場実習なし） 4.7 280

基金訓練 21.0 1,247

種類がわからない 1.4 80

その他公的な訓練 1.0 60

いずれも受けていない 25.9 1,536

計 100.0 5,928

 

１．２  訓練期間 

各訓練の訓練期間を集計したものが図表Ⅱ－３－２である。訓練の種類を問わず 3～6 ヶ

月の訓練を受けた回答者が多く、1 年以上の訓練はわずかである。有期実習型（基本型）、委

託訓練活用型（実習有り）では 4 ヶ月の訓練が最も多い。特に、委託訓練活用型（実習有り）

                                            
1
 本章の集計は離職者を対象とするため、すでに雇用されているパートタイマー等の正社員転換を目的する在職

型訓練である有期実習型訓練（キャリア・アップ型）を除外している。また、データには「いずれも訓練を受

けていない」人が OJT や Off-JT の評価を回答しているサンプルが僅かに含まれているが、今回の集計ではこ

れを削除していない。 
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では訓練期間の標準が 4 ヶ月となっているため、9 割が 4 ヶ月と回答している。施設内訓練

では、6 ヶ月が 5 割を超えているが、これも標準の訓練期間が 6 ヶ月と設定されているため

である。ただし、実習がない施設内訓練は 3 ヶ月も 4 割と多い。職場実習のない委託訓練と

基金訓練は 3 ヶ月が多い（83.9%、71.3%）。 

 

図表Ⅱ－３－２ 訓練種別訓練期間 （単位：%） 

3 ヶ月 4 ヶ月 5 ヶ月 6 ヶ月 1 年 2 年 その他 N 

有期実習型訓練（基本型） 28.9 42.1 4.6 21.7 - - 2.6 152

施設内訓練（職場実習あり） - - 14.0 57.9 - - 28.0 107

施設内訓練（職場実習なし） 40.7 5.1 0.6 51.3 0.3 - 2.0 351

委託訓練活用型（職場実習あり） 5.7 92.0 0.7 1.3 - - 0.3 2,095

委託訓練（職場実習なし） 83.9 6.8 1.8 4.3 - - 3.2 279

基金訓練 71.3 7.3 1.4 19.3 0.2 - 0.6 1,235

種類がわからない 40.8 32.9 3.9 19.7 - - 2.6 76

その他公的な訓練 61.1 22.2 - 7.4 - - 9.3 54

計 34.1 49.6 1.5 13.2 0.1 - 1.6 4,349

 

１．３  Off-JT の割合 

各訓練の Off-JT の割合を集計したものが図表Ⅱ－３－３である。委託訓練活用型では

Off-JT の割合が 5 割以上との回答が 78.0%と最も高い。これは、委託訓練活用型では Off-JT

の時間割合が 5 割以上（OJT が 5 割以下）と定められているからである。有期実習型訓練や

施設内訓練でも 5 割以上が 48.0%、58.8%と多いが、他の訓練よりも Off-JT の比率にばらつ

きがある2。なお、実習のない施設内訓練、実習のない委託訓練は Off-JT の比率は 10 割とな

るため、この設問は非該当となっている。 

 

図表Ⅱ－３－３ 訓練種別 Off-JT の割合 （単位：%） 

 
1 割 

ぐらい 
2 割 

ぐらい 
3～5 割
ぐらい 

5 割 
以上 

Off-JT は 
無かった 

N 

有期実習型訓練（基本型） 7.9 18.9 25.2 48.0 - 127

施設内訓練（職場実習あり） 7.2 11.3 22.7 58.8 - 97

施設内訓練（職場実習なし） - - - - - 0

委託訓練活用型（職場実習あり） 6.2 7.0 8.9 78.0 - 1,852

委託訓練（職場実習なし） - - - - - 0

基金訓練 13.3 10.1 10.1 66.4 - 878

種類がわからない 10.2 8.5 18.6 62.7 - 59

その他公的な訓練 26.8 4.9 12.2 56.1 - 41

計 8.7 8.6 10.6 72.2 - 3,055

                                            
2 有期実習型訓練では OJT の時間割合が 2 割以上 8 割以下、施設内訓練（実習あり）では総訓練期間の 1/5 以上

と定められている。 
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１．４  訓練コース名 

回答者が受講した「訓練科名」、または「コース名」の自由記述を、他の設問、OJT の教科

や職務の内容（自由記述）、Off-JT の教科（自由記述）の情報を利用してコーディングした3。

訓練コースの分類には旧（独）雇用・能力開発機構の訓練コース検索分類を利用した。ただ

し、7 から 12 の分類については、本調査での回答が多いため、独自の項目を設定した。回答

者の受講した訓練は図表Ⅱ－３－４のように分類される。最も多いのは管理・事務系で 54.4%

と約半数を占めている。次に多いのは介護で 15.0%、3 番目に医療・介護事務系（12.3%）で

ある。 

 

図表Ⅱ－３－４ 訓練コースの種類分類 

% N 例 

1 管理・事務系 54.4 2,338
OA 事務科、経理、会計、生産管理、パソコン基礎

科、貿易事務など 

2 機械系 2.0 84
機械加工科、テクニカル・メタルワーク科、 
金属加工科、CAD 機械製図科など 

3 電気・電子系 1.3 54
電気制御システム科、組み込みシステム科、 
電気工事士など 

4 情報・通信系 7.8 335
C 言語、Java プログラマー養成講座、 
Web デザイナー 

5 居住系 2.6 110
建築 CAD オペレータ科、住宅リフォーム技術科、

ビル管理科など 

6 デザイン系 0.9 38
DTP オペレーター、フラワーコーディネーター、 
インテリアコーディネーター科など 

7 医療・介護事務系 12.3 528 医療事務コース、介護事務コースなど 

8 介護 15.0 644 ホームヘルパー２級、介護福祉科など 

9 美容系 2.3 100
エステ・ネイル、トリマーなどのペット系ビジネス、

フィットネス指導員など 

10 農業・園芸系 0.3 11 造園施工科、農業基礎など 

11 調理・喫茶・食品系 0.6 27
調理科、喫茶・軽食科、 
カフェ・スイーツビジネス科など 

12 保育 0.2 9 保育士養成科など 

13 その他 0.2 7
歯科衛生士、心理カウンセラー、警備員、 
タクシーの運転手、産業廃棄物処理などの各養成科

77 分類不能 0.2 10
複数の訓練科名が記載されていた場合や、訓練科名

ではなく、学校名が記載されていた場合など 

計 100.0 4,295   

・旧(独)雇用・能力開発機構の訓練コース検索の分類を利用した。ただし、7－12 は独自の分類である。 
・Word や Excel など Microsoft Office の習得は、管理・事務系とし、web ページの作成は情報・通信系に分した。 
・CAD の訓練のうち建築用訓練科名、コース名、に建築や住居などについての記載がある場合は、居住系とし、

無い場合は機械系に分類した。 

 

                                            
3 OJT、Off-JT について記述があるサンプルからまず訓練科名、コース名を分類した。その情報を基に、OJT、

Off-JT の記述のないものについてはコース名から類推して分類した。 



－59－ 

１．５  訓練の種類と訓練のコース 

 職業訓練の種類と、訓練コースとのクロス集計結果が図表Ⅱ－３－５である。いずれの訓

練でも管理・事務系の訓練コースが多い。施設内訓練では、他の訓練では比率が低い機械系、

電子・電気系、居住系の訓練が実施されている。 

図表Ⅱ－３－５ 訓練の種類と訓練コース （単位：%） 

 

管理・

事務系
機械系

電気・

電子系

情報・

通信系
居住系

デザイ

ン系 

医療・

介護 
事務系 

介護系

有期実習型訓練（基本型） 54.7 6.6 1.5 5.1 2.2 1.5 10.9 8.8

施設内訓練（職場実習あり） 25.4 19.3 9.6 7.9 10.5 0.0 3.5 17.5

施設内訓練（職場実習なし） 42.0 11.3 10.7 11.9 13.6 1.2 4.9 2.3

委託訓練活用型（職場実習あり） 54.8 0.5 0.0 5.7 1.3 0.9 14.5 20.9

委託訓練（職場実習なし） 66.7 0.0 0.4 13.4 0.4 0.0 13.4 2.9

基金訓練 57.8 0.1 0.2 9.4 1.5 1.1 11.2 11.2

種類がわからない 50.7 0.0 1.3 8.0 1.3 0.0 16.0 14.7

その他公的な訓練 49.1 1.8 0.0 3.6 0.0 0.0 10.9 29.1

計 54.4 1.9 1.3 7.8 2.5 0.9 12.3 15.0

 

 
美容系

農業・

園芸系

調理・

喫茶・

食品系

保育系 その他
分類 
不能 

N 

有期実習型訓練（基本型） 4.4 1.5 0.7 0.0 2.2 0.0 137 

施設内訓練（職場実習あり） 2.4 0.0 1.0 0.0 0.3 0.0 296 

施設内訓練（職場実習なし） 0.3 0.6 0.0 0.0 0.0 1.2 345 

委託訓練活用型（職場実習あり） 0.2 0.1 0.7 0.3 0.1 0.1 1,891 

委託訓練（職場実習なし） 0.7 1.1 0.4 0.0 0.0 0.7 276 

基金訓練 6.1 0.2 0.7 0.2 0.2 0.2 1,206 

種類がわからない 6.7 0.0 1.3 0.0 0.0 0.0 75 

その他公的な訓練 3.6 0.0 0.0 0.0 0.0 1.8 55 

計 2.3 0.3 0.6 0.2 0.2 0.2 4,281 

 

２. OJT について 

２．１  OJT についての説明の仕方 

 OJT 受講の際に職場の人からどのような説明を受けたかに関する集計結果が図表Ⅱ－３－

６である。「マニュアルは無かったが、職場の人が仕事のやり方を説明してくれた」が最も多

く、70.9%である。次に、「マニュアルがあり、マニュアルにしたがって職場の人が仕事のや

り方を説明してくれた」は 13.5%、「職場の人からの説明はほとんどなく、職場の人がやるこ

とを見ようみまねで仕事のやり方を覚えた」は 8.4%である。 

 



－60－ 

図表Ⅱ－３－６ OJT の説明の仕方 

% N 

マニュアルにしたがって説明してくれた 13.5 319

職場の人が説明してくれた 70.9 1,670

見よう見まねで仕事のやり方を覚えた 8.4 198

その他 7.2 170

計 100.0 2,357

 

２．２  OJT の評価（役だったか） 

OJT は「あなたの技能やスキルの向上に役立ちましたか」という問いに関する集計結果が

図表Ⅱ－３－７である。「役だった」は 40.9%、「やや役だった」は 29.7%であり、約 7 割が

OJT に対して肯定的な評価を持っている。一方「役に立たなかった」は 8.5%、「あまり役に

立たなかった」は 9.1%と計 17.6%は否定的な評価である。 

 

図表Ⅱ－３－７ OJT の評価（役だったか） 

 
 

２．３  OJT についての説明と OJT 評価 

OJT についての説明の仕方と OJT に対する評価について集計したのが図表Ⅱ－３－８であ

る。OJT について、「マニュアルがあり、マニュアルにしたがって職場の人が仕事のやり方を

説明してくれた」場合、「役だった」と評価する人が 56.1%と最も多い。「役だった」、「やや

役だった」を合わせると、84.0%の人がマニュアルにしたがって説明がある場合に OJT を肯

定的に捉えている。一方、マニュアルは無くとも、職場の人が仕事のやり方を説明をしてく

れた場合には、41.8%の人が「役立った」と感じている。「やや役だった」と合わせると 73.6%

とマニュアルにしたがって説明する場合よりはやや劣るが、多数は OJT に対して肯定的であ

役だった

40.9%

やや役だった

29.7%

どちらとも

いえない

11.9%

あまり役に

立たなかった

9.1%

役に立た

なかった

8.5%
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る。しかし、職場の人からの説明が殆ど無く、職場の人を真似て仕事のやり方を覚えた場合

には、OJT の評価は大きく下がり、「役だった」が 19.2%、「やや役だった」と合わせると 47.5%

である。OJT の評価を高めるためにはマニュアルや職場での説明が重要であることがうかが

える。 

 

図表Ⅱ－３－８  OJT の説明の仕方と OJT 評価（役だったか） （単位：%） 

 
役だっ

た 
やや役

だった

どちら

ともい

えない

あまり

役に 
立たな

かった 

役に 
立たな

かった 
N 

マニュアルにしたがって説明してくれた 56.1 27.9 6.3 5.6 4.1 319

職場の人が説明してくれた 41.8 31.8 11.6 8.5 6.3 1,663

見よう見まねで仕事のやり方を覚えた 19.2 28.3 15.7 18.7 18.2 198

その他 26.4 12.8 22.3 9.5 29.1 148

計 40.8 29.8 11.9 9.0 8.4 2,333

 

２．４  訓練種別 OJT の評価（役だったか） 

訓練の種類ごとに OJT に対する評価を集計したのが図表Ⅱ－３－９である。有期実習型・

基本型、実習のある施設内訓練は「役だった」が 5 割を超えており、回答者の評価が高い。

「役だった」、「やや役だった」を合計すると、職場実習あり施設内訓練が最も高く 83.6%、

次いで有期実習型・基本型は 78.0%、基金訓練は 73.2%である。訓練種類ごとに多少の差は

あるものの、どの訓練でも OJT の評価は高い。 

 

図表Ⅱ－３－９ 訓練種類別 OJT の評価（役立ったか） （単位：%） 

 
役だっ

た 
やや役

だった

どちら

ともい

えない

あまり

役に 
立たな

かった 

役に 
立たな

かった 
N 

有期実習型訓練（基本型） 50.5 27.5 10.1 5.5 6.4 109

施設内訓練（職場実習あり） 52.5 31.1 6.6 1.6 8.2 61

施設内訓練（職場実習なし） - - - - - 0

委託訓練活用型（職場実習あり） 39.8 30.0 11.8 9.3 9.1 1,851

委託訓練（職場実習なし） - - - - - 0

基金訓練 42.7 30.5 13.4 8.0 5.3 262

種類がわからない 29.0 19.4 19.4 25.8 6.5 31

その他公的な訓練 47.6 28.6 14.3 9.5 0.0 21

計 40.9 29.9 11.9 9.0 8.4 2,335

 

２．５  訓練コース別 OJT 評価（役だったか） 

訓練コースごとに OJT に対する評価を集計したのが図表Ⅱ－３－１０である。「役だった」
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「やや役だった」の合計が 6 割を下回る訓練はなく、どの訓練コースでも評価が高い。美容

系で「役だった」が 73.7%と最も高く、次いで保育（62.5%）が高い。「役だった」と「やや

役だった」の合計が 8 割を超えるのは、保育、美容系、農業・園芸系、介護である4。 

 

図表Ⅱ－３－１０ 訓練コース別 OJT 評価（役だったか） （単位：%） 

 
役だっ

た 
やや役

だった 

どちら

ともい

えない 

あまり 
役に 

立たな

かった 

役に 
立たな

かった 
N 

管理・事務系 33.3 29.7 12.7 11.6 12.6 1,123 

機械系 40.0 36.7 10.0 6.7 6.7 30 

電気・電子系 40.0 20.0 20.0 0.0 20.0 5 

情報・通信系 36.6 29.8 13.0 9.9 10.7 131 

居住系 43.3 23.3 16.7 10.0 6.7 30 

デザイン系 39.1 34.8 4.3 13.0 8.7 23 

医療・介護事務系 37.4 34.8 14.2 7.4 6.1 310 

介護 57.3 26.1 9.3 5.2 2.1 560 

美容系 73.7 13.2 7.9 5.3 0.0 38 

農業・園芸系 60.0 20.0 0.0 0.0 20.0 5 

調理・喫茶・食品系 28.6 42.9 19.0 4.8 4.8 21 

保育 62.5 25.0 0.0 12.5 0.0 8 

その他 40.0 60.0 0.0 0.0 0.0 5 

計 41.0 29.4 11.9 9.0 8.6 2,289 

 

２．６  OJT の長さ 

OJT の長さに関する評価を集計したのが図表Ⅱ－３－１１である。OJT の長さは 48.7%が

「ちょうどよい」と回答している。「長すぎた」が 10.8%、「やや長かった」（17.1%）と合わ

せると 27.9%、一方、「短すぎた」（6.9%）、「やや短かった」（16.5%）を合わせると 23.4%で

あり、長いと評価する人と、短いと評価する人はほぼ同程度であった。 

 

                                            
4 農業・園芸系も 8 割を超えるが、サンプルが少ない点で注意が必要である。 
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図表Ⅱ－３－１１ OJT の評価（長さ） 

 

２．７  訓練期間と OJT 評価（長さ） 

総訓練期間（OJT と Off-JT の合計）と OJT の長さについての評価との関係を集計したのが

図表Ⅱ－３－１２である。訓練期間が長いほど、OJT の長さを「ちょうどよい」と評価する

比率が高くなっており、全体の訓練期間が長い方が訓練期間に対する評価は高まっている。

訓練期間が 3 ヶ月の場合、「短すぎた」との回答が 17.2%あり、4～6 ヶ月の訓練より相当程

度高い。 

 

図表Ⅱ－３－１２ 訓練期間と OJT 評価（長さ） （単位：%） 

 
長すぎ

た 
やや長

かった 
ちょう

ど良い 
やや短

かった 
短すぎ

た 
N 

3 ヶ月 5.3 11.3 47.0 19.2 17.2 302 

4 ヶ月 12.1 18.5 48.1 16.2 5.1 1,830 

5 ヶ月 11.8 14.7 58.8 14.7 0.0 34 

6 ヶ月 7.4 13.2 57.9 14.9 6.6 121 

1 年 - - - - - 0 

2 年 - - - - - 0 

その他 0.0 13.8 55.2 13.8 17.2 29 

計 10.8 17.1 48.8 16.5 6.8 2,316 

 

２．８  訓練種別 OJT の評価（長さ） 

訓練の種類ごとに OJT の長さに対する評価を集計したのが図表Ⅱ－３－１３である。訓練

によって OJT の期間は異なるものの、全ての訓練で訓練の長さを「ちょうどよい」と評価す

る回答が最も多い。特に、施設内訓練では「ちょうどよい」との回答が 6 割を超えている。

長すぎた

10.8%

やや長かった

17.1%

ちょうど良い

48.7%

やや短かった

16.5%

短すぎた

6.9%
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施設内訓練（職場実習あり）は、職場実習を 1 ヶ月以上設定することと定められており、ほ

とんどの訓練科において、訓練期間の最後の 1 ヶ月を OJT 期間として設定している。同様に、

1 ヶ月の OJT が定められている委託訓練では「ちょうどよい」との評価が 5 割近いが、「長

すぎた」「やや長かった」合計が 29.8%と他の訓練に比較して長いという評価も多い。 

 

図表Ⅱ－３－１３ 訓練種類別 OJT の評価（長さ） （単位：%） 

 
長すぎ

た 
やや長

かった 
ちょう

ど良い 
やや短

かった 
短すぎ

た 
N 

有期実習型訓練（基本型） 9.1 15.5 51.8 17.3 6.4 110

施設内訓練（職場実習あり） 4.9 13.1 62.3 11.5 8.2 61

施設内訓練（職場実習なし） - - - - - 0

委託訓練活用型（職場実習あり） 11.7 18.1 48.8 16.0 5.3 1,843

委託訓練（職場実習なし） - - - - - 0

基金訓練 6.2 11.9 45.8 18.5 17.7 260

種類がわからない 9.7 22.6 38.7 22.6 6.5 31

その他公的な訓練 10.0 5.0 45.0 25.0 15.0 20

計 10.8 17.1 48.8 16.4 6.9 2,325

２．９  訓練コース別 OJT 評価（長さ） 

訓練コースごとに OJT の長さに対する評価を集計したのが図表Ⅱ－３－１４である。多く

の訓練コースで「ちょうどよい」と評価されている。「長すぎた」「やや長かった」を合計す

ると、電気・電子系、保育ではそれぞれ 60.0%、50.0%と「ちょうどよい」の 40.0%、25.0%

の値を上回っており、OJT の期間を長いと感じている人の方が多い。ただし、この 2 つの訓

練コースはサンプルが少ないため、解釈には注意が必要である。 

 

図表Ⅱ－３－１４ 訓練コース別 OJT 評価（長さ） （単位：%） 

 

長すぎ

た 
やや長

かった 
ちょう

ど良い 
やや短

かった 
短すぎ

た 
N 

管理・事務系 10.7 13.7 53.1 16.7 5.9 1,117 

機械系 6.7 6.7 56.7 23.3 6.7 30 

電気・電子系 20.0 40.0 40.0 0.0 0.0 5 

情報・通信系 9.8 8.3 47.0 25.0 9.8 132 

居住系 9.4 3.1 50.0 18.8 18.8 32 

デザイン系 8.7 8.7 43.5 26.1 13.0 23 

医療・介護事務系 14.7 23.5 45.6 11.7 4.6 307 

介護 10.6 24.6 42.1 16.1 6.6 558 

美容系 0.0 5.3 57.9 18.4 18.4 38 

農業・園芸系 0.0 0.0 60.0 20.0 20.0 5 

調理・喫茶・食品系 0.0 19.0 52.4 19.0 9.5 21 

保育 25.0 25.0 25.0 0.0 25.0 8 

その他 20.0 20.0 60.0 0.0 0.0 5 
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３. Off-JT について 

３．１ Off-JT の難易度（複数回答） 

回答者が受講した Off-JT の難易度についての集計結果が図表Ⅱ－３－１５である。「仕事

をするために必要最低限の基礎的な知識・スキル」が 59.6%と最も多かった。「よりよく仕事

を行うための中級程度の知識・スキル」は 24.1%、「専門的・高度な仕事を行うための知識・

スキル」は 14.0%であった。 

 

図表Ⅱ－３－１５ Off-JT の難易度（複数回答） 

% N 

基礎的な知識・スキル 59.6 2,716

中級程度の知識・スキル 24.1 1,100

専門的・高度な知識・スキル 14.0 639

その他 2.2 101

計 100.0 4,556

 

３．２ Off-JT の評価（役だったか） 

Off-JT が「あなたの技能やスキルの向上に役立ちましたか」という問に対する集計結果が

図表Ⅱ－３－１６である。「役だった」は 61.9%、「やや役だった」は 26.4%であり、合計 88.3%

が Off-JT に対して肯定的な評価を持っている。一方「役に立たなかった」は 1.5%、「あまり

役に立たなかった」は 3.4%と合計 4.9%が否定的な評価である。前述のように、回答者の OJT

に対する肯定的評価は 7 割を超えていたが、Off-JT はそれを上回って評価が高い。 

 

図表Ⅱ－３－１６ Off-JT の評価（役だったか） 

 

役だった

61.9%
やや役だった

26.4%

どちらとも

いえない

6.8%

あまり役に

立たなかった

3.4%

役に立たなかった

1.5%
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３．３ Off-JT の難易度（複数回答）と Off-JT 評価（役だったか） 

Off-JT の難易度と Off-JT に対する評価の関係についての集計結果が図表Ⅱ－３－１７であ

る。「仕事をするために必要最低限の基礎的な知識・スキル」では、「役だった」が 59.4%、

「よりよく仕事を行うための中級程度の知識・スキル」では 72.1%、「専門的・高度な仕事を

行うための知識・スキル」では 77.1%と、Off-JT の難易度が上がるにつれて、Off-JT の評価

が高まっている。 

 

図表Ⅱ－３－１７ Off-JT の難易度（複数回答）と Off-JT 評価（役だったか） （単位：%） 

 

役だっ

た 
やや役

だった 

どちら

ともい

えない 

あまり

役に立

たなか

った 

役に立

たなか

った 
N 

基礎的な知識・スキル 59.4 28.0 7.5 3.7 1.4 2,707

中級程度の知識・スキル 72.1 22.2 4.2 1.2 0.3 1,097

専門的・高度な知識・スキル 77.1 16.7 3.2 2.3 0.8 635

その他 49.0 26.0 10.0 6.0 9.0 100

計 64.8 25.0 6.1 2.9 1.2 4,539

 

３．４ Off-JT 割合と Off-JT 評価（役だったか） 

受講した訓練に占めるOff-JTの割合とOff-JTの評価について集計したのが図表Ⅱ－３－１

８である。OJT に対して、Off-JT の割合が高いほど、Off-JT を「役立った」と評価する比率

が高い。Off-JT が 1 割程の訓練では「役だった」は 35.7%であるのに対し、5 割以上では 68.2%

である。Off-JT が 5 割以上を占めている訓練では「役だった」と「やや役だった」の合計が

91.5%に達しており、評価は非常に高い。 

 

図表Ⅱ－３－１８ Off-JT 割合と Off-JT の評価（役だったか） （単位：%） 

 
役だっ

た 
やや役

だった 

どちら

ともい

えない 

あまり 
役に立

たなか

った 

役に立

たなか

った 
N 

1 割くらい 35.7 37.6 14.8 7.2 4.6 263 

2 割くらい 49.6 32.2 9.1 8.0 1.1 264 

3～5 割くらい 56.9 29.1 9.4 3.8 0.9 320 

5 割以上 68.2 23.3 5.1 2.3 1.0 2,200 

なかった - - - - - 0 

計 62.6 25.9 6.8 3.4 1.3 3,047 

 

３．５ 訓練種別 Off-JT の評価（役だったか） 

訓練の種類ごとにOff-JTに対する評価を集計したのが図表Ⅱ－３－１９である。訓練の「種

類がわからない」を除けば、全ての訓練で「役立った」が 5 割を超えており、また、「役だっ
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た」「やや役だった」の合計は 8 割を超えている。特に、実習のある委託訓練では 9 割を超え

る高い評価を得ている。 

 

図表Ⅱ－３－１９ 訓練種別 Off-JT の評価（役だったか） （単位：%） 

 
役だっ

た 
やや役

だった 

どちら

ともい

えない 

あまり 
役に立

たなか

った 

役に立

たなか

った 
N 

有期実習型訓練（基本型） 57.7 29.9 8.0 4.4 0.0 137

施設内訓練（職場実習あり） 50.9 34.9 12.3 0.9 0.9 106

施設内訓練（職場実習なし） 57.8 29.6 7.7 4.2 0.7 287

委託訓練活用型（職場実習あり） 65.4 25.6 5.1 2.4 1.4 1,964

委託訓練（職場実習なし） 62.1 26.0 5.9 3.7 2.3 219

基金訓練 58.5 25.9 8.9 5.0 1.7 937

種類がわからない 45.9 26.2 16.4 8.2 3.3 61

その他公的な訓練 72.7 18.2 6.8 2.3 0.0 44

計 62.0 26.4 6.8 3.4 1.4 3,755

 

３．６ 訓練コース別 Off-JT 評価（役だったか） 

訓練コースごとに Off-JT に対する評価を集計したのが図表Ⅱ－３－２０である。介護では

「役だった」との評価が 70.4%と最も高く、次いで美容系（64.3%）が高い。「役だった」と

「やや役だった」の合計が 8 割以下なのは、農業・園芸系（72.7%）、調理・喫茶・食品系（73.1%）

のみである。 

 

図表Ⅱ－３－２０ 訓練コース別 Off-JT 評価（役だったか） （単位：%） 

 
役だっ

た 

やや 
役だっ

た 

どちら

ともい

えない 

あまり 
役に立

たなか

った 

役に立

たなか

った 
N 

管理・事務系 62.8 25.5 6.9 3.5 1.3 1,932

機械系 51.9 33.8 7.8 5.2 1.3 77

電気・電子系 48.9 34.0 10.6 4.3 2.1 47

情報・通信系 51.9 30.0 8.1 7.1 2.8 283

居住系 51.0 36.0 10.0 3.0 0.0 100

デザイン系 61.8 29.4 0.0 5.9 2.9 34

医療・介護事務系 63.2 25.3 7.3 2.6 1.5 454

介護 70.4 23.9 4.1 1.0 0.7 611

美容系 64.3 23.8 7.1 3.6 1.2 84

農業・園芸系 27.3 45.5 9.1 9.1 9.1 11

調理・喫茶・食品系 42.3 30.8 19.2 7.7 0.0 26

保育 40.0 40.0 0.0 20.0 0.0 5

その他 83.3 16.7 0.0 0.0 0.0 6

計 62.3 26.2 6.7 3.4 1.4 3,677



－68－ 

３．７ Off-JT の評価（長さ） 

Off-JT の長さに関する評価の集計結果が図表Ⅱ－３－２１である。44.3%が Off-JT の長さ

を「ちょうどよい」と回答している。「長すぎた」が 3.7%、「やや長かった」（12.6%）と合わ

せると 16.3%である。他方、「短すぎた」（9.8%）、「やや短かった」（29.7%）を合わせると 39.5%

である。Off-JT については、「ちょうどよい」と感じている人が 4 割を超えているものの、短

いと感じている人も 4 割いる。 

 

図表Ⅱ－３－２１ Off-JT の評価（長さ） 

 
 

３．８ 訓練期間と Off-JT 評価（長さ） 

訓練期間（OJT と Off-JT の合計）と Off-JT の長さの評価との関係を集計したのが図表Ⅱ－

３－２２である。Off-JT の長さを「ちょうどよい」と評価する比率は 3～6 ヶ月のどの期間で

も 4 割～5 割弱で、「やや短かかった」と評価する人は約 4 割を占めている。全体の訓練期間

と、Off-JT の長さの評価の間には明確な関係はないようである。 

 

長すぎた

3.7%

やや長かった

12.6%

ちょうど良い

44.3%

やや短かった

29.7%

短すぎた

9.8%
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図表Ⅱ－３－２２ 訓練期間と Off-JT 評価（長さ） （単位：%） 

 
長すぎ

た 
やや長

かった 
ちょう

ど良い 
やや短

かった 
短すぎ

た 
N 

3 ヶ月 2.8 12.0 46.0 28.5 10.7 1,138 

4 ヶ月 3.8 12.8 43.6 30.8 9.0 2,019 

5 ヶ月 0.0 11.5 46.2 36.5 5.8 52 

6 ヶ月 5.3 13.4 44.1 25.8 11.3 476 

1 年 - - - - - 3 

2 年 - - - - - 0 

その他 4.2 8.3 37.5 25.0 9.7 72 

計 3.6 12.5 44.3 29.4 9.8 3,757 

３．９ Off-JT の比率と Off-JT（長さ） 

Off-JT の比率と Off-JT の長さの評価の関係を集計したのが図表Ⅱ－３－２３である。

Off-JT 比率が高まっても、Off-JT の長さの評価はあまり変わらない。ただし、Off-JT 割合が

5 割以上では、「短すぎた」が 9.6%「やや短かった」が 31.9%、計 41.5%と Off-JT 割合が 1～

5 割の短いという評価よりも高い。Off-JT の割合が 5 割を超えると、より長く Off-JT を受け

たいと感じる受講者の比率が高くなる。 

 

図表Ⅱ－３－２３ Off-JT の比率と Off-JT 評価（長さ） （単位：%） 

 
長すぎ

た 
やや長

かった 
ちょう

ど良い 
やや短

かった 
短すぎ

た 
N 

1 割くらい 5.3 13.7 52.7 21.4 6.9 262 

2 割くらい 7.2 15.5 50.0 20.8 6.4 264 

3～5 割くらい 5.6 17.4 51.7 19.9 5.3 321 

5 割以上 3.2 12.5 42.8 31.9 9.6 2,198 

なかった - - - - - - 

計 4.0 13.4 45.2 28.8 8.7 3,045 

 

３．１０ 訓練種別 Off-JT 評価（長さ） 

 訓練の種類ごとに Off-JT の長さの評価について集計したのが図表Ⅱ－３－２４である。各

訓練で、「ちょうどよい」との評価が高い。ただし、実習のない施設内訓練と、実習のない委

託訓練では、「短すぎた」と「やや短かった」の合計が 54.3%、47.1%と、「ちょうどよい」を

上回っている。実習のない訓練では Off-JT の期間を短いと感じている人が多い。 
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図表Ⅱ－３－２４ 訓練別 Off-JT の評価（長さ） （単位：%） 

 
長すぎ

た 
やや長

かった 
ちょう

どよい 
やや短

かった 
短すぎ

た 
N 

有期実習型訓練（基本型） 5.8 15.3 49.6 21.9 7.3 137

施設内訓練（職場実習あり） 6.8 6.8 47.6 30.1 8.7 103

施設内訓練（職場実習なし） 1.4 10.0 34.3 37.7 16.6 289

委託訓練活用型（職場実習あり） 3.5 13.3 43.7 30.8 8.7 1,966

委託訓練（職場実習なし） 2.7 4.1 46.2 33.5 13.6 221

基金訓練 4.2 14.0 47.4 25.1 9.4 946

種類がわからない 4.9 14.8 44.3 24.6 11.5 61

その他公的な訓練 4.5 18.2 45.5 27.3 4.5 44

計 3.7 12.6 44.4 29.5 9.7 3,767

 

３．１１ 訓練コース別 Off-JT 評価（長さ） 

訓練コース別の Off-JT の長さの評価を集計したのが図表Ⅱ－３－２５である。情報・通信

系では、「短すぎた」が 22.3%、「やや短かった」が 45.0%、計 67.3%が Off-JT を短いと感じ

ている。その他、機械系、電気・電子系、居住系、保育では、「短すぎた」と「やや短かった」

の合計が 5 割を超え、Off-JT を短いと感じているようである。２．９の訓練コース別の OJT

の長さの評価についての集計では、電子・電気系、保育において、OJT を長いと評価する人

が多かったが、この 2 つのコースではより長く Off-JT を受講したい人が多い可能性がある。

一方で、介護、美容系、農業・園芸系では、「長すぎた」「やや長かった」の合計が 3 割弱と

Off-JT を長いと感じる割合が他訓練よりも高い。 

 

図表Ⅱ－３－２５ 訓練種別 Off-JT の評価（長さ） （単位：%） 

 
長すぎ

た 
やや長

かった 
ちょう

ど良い 
やや短

かった 
短すぎ

た 
N 

管理・事務系 3.1 10.7 44.6 31.8 9.7 1,938 

機械系 3.8 5.1 38.5 35.9 16.7 78 

電気・電子系 6.4 10.6 27.7 36.2 19.1 47 

情報・通信系 1.4 5.0 26.2 45.0 22.3 282 

居住系 1.0 7.1 34.3 39.4 18.2 99 

デザイン系 2.9 5.7 51.4 31.4 8.6 35 

医療・介護事務系 3.1 13.8 53.4 24.4 5.3 455 

介護 5.9 21.7 48.9 18.8 4.7 612 

美容系 8.2 20.0 47.1 14.1 10.6 85 

農業・園芸系 18.2 9.1 36.4 27.3 9.1 11 

調理・喫茶・食品系 7.7 11.5 34.6 30.8 15.4 26 

保育 0.0 0.0 28.6 57.1 14.3 7 

その他 0.0 50.0 50.0 0.0 0.0 6 

計 3.6 12.5 44.4 29.7 9.8 3,681 
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４. まとめ 

 本章で明らかとなったことは以下にまとめられる。 

（1）調査回答者は公的な職業訓練について、OJT では約 7 割が、Off-JT では 9 割弱が技能や

スキルの向上に役だったと評価している。Off-JT を肯定的に評価する人の方がより多い。 

（2）OJT について、マニュアルを作成し、職場の人が説明を行うことで、OJT を役立ったと

肯定的に評価する比率が上昇する。 

（3）Off-JT の難易度が上がるほど、受講者が Off-JT に対して役立ったと肯定的に評価する比

率が高まる。 

（4）訓練のうち Off-JT の割合が高くなるほど、Off-JT を役立ったと評価する人が増える。 

（5）OJT、Off-JT の長さを「ちょうどよい」と評価する人は多いが、Off-JT については短い

と感じている人も同程度いる。 

（6）全体の訓練期間が長くなるほど、OJT の長さを「ちょうどよい」と評価する比率が高ま

る。全体の訓練期間が 3 ヶ月の場合には、OJT を短いと感じるようである。一方で、Off-JT

の長さの評価は訓練期間によって大きな差はなく、3 ヶ月の場合でも、Off-JT を短いと

感じている人は他の期間の訓練と同程度である。 
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第４章 有期実習型訓練（基本型）の受講と就職状況  

 

１．分析の目的と分析対象 

 本章の目的は、有期実習型訓練（基本型）を修了した人の就職状況をクロス集計で明らか

にすることである（以下、基本型訓練）。 

 本章の集計対象者を、2010 年 1 月～2010 年 12 月の間に直前の勤務先を辞めた求職者に限

定するため、キャリア・アップ型の有期実習型訓練の受講者は集計対象から除く1。かつ、第

1 回調査と第 2 回調査両方に回答のあった人に分析を限定するため、本章の分析対象は 5,881

人となる2。 

本章の構成は以下のとおりである。第２節で回答者全体の 2011年 3月の就職状況を確認し、

第３節では訓練受講者についての分析を行い、基本型訓練を受講した人の特徴を明らかにす

る。そして、第４節では、修了した訓練別に就職状況の違いを明らかにすることで、基本型

訓練の訓練効果を示す。そして第５節では、基本型訓練を修了した人に関して就職を実現し

た人と実現できなかった人の違いを示すことで、基本型訓練修了後の就職に結びつきやすい

要因を明らかにし、より効果的な訓練への誘導のあり方を考える。 

 

２．第１回調査から半年後の就職状況  

２．１ 就職状況  

本節では、第 1 回調査時点で求職者だった人の 2011 年 3 月時点での就職状況を確認する3。 

2011年 3月の就職状況を集計したのが図表Ⅱ－４－１である。39.5%の人が就職しており、

13.3%が公的な訓練を受講中、働いていない人が 47.3%と半数弱である。 

 

図表Ⅱ－４－１ 2011 年 3 月の就業状況  

N 構成比（%）

働いている 2,048 39.5 

公的な訓練を受講中 689 13.3 

働いていない 2,455 47.3 

5,192

注：「公的な訓練を受講中」は、「職場での実習（OJT）がある公的な職業訓練を受講中」と「その他の公的な職

業訓練を受講中」をあわせたものである。 

 

 次に、2010 年 9 月以降の公的な支援のある職業訓練の受講の有無4と 2011 年 3 月の就業状

                                                      
1 キャリア・アップ型の有期実習型訓練は、既に雇用されているパート等の非正規労働者を正社員に転換するに

あたって雇用型の訓練を実施する訓練であるから、本章ではこの処置を行う。 
2 直前の勤務先の離職年月が無回答の人も除外している。 
3 第 1 回調査に回答してから、4～6 ヶ月後の人が含まれる。 
4 今回の集計では、2010 年 8 月以前に受講を開始したケースや 2011 年 4 月以降に開始したとするケースも集計

に含んでいる。この点については、今後データの精査が必要であり、数値に変動があると思われる。 
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況を集計したのが図表Ⅱ－４－２である。図表Ⅱ－４－２は訓練を修了したか否かに関係な

く、2010 年 9 月以降に訓練を受講したことのある人についての集計であるため、2011 年 3

月時点では訓練を継続中の人も含まれることに注意が必要である。 

 

図表Ⅱ－４－２ 公的訓練の受講と 2011 年 3 月の就業状況（受講中も含む） 

（単位：%） 

  

働
い
て
い
る 

公
的
な
訓
練
を

受
講
中 

働
い
て
い
な
い

N 

有期実習型訓練（基本型） 51.8 19.7 28.5 137

施設内訓練（職場実習あり） 31.5 43.8 24.7 89 

施設内訓練（職場実習なし） 44.2 4.6 51.3 197

委託訓練活用型デュアルシステム（職場実習あり） 26.0 25.2 48.9 2,008

委託訓練（職場実習なし） 39.6 2.3 58.1 217

基金訓練 40.6 9.4 50.0 914

公的な職業訓練を受けたが訓練の種類はわからない 42.3 11.3 46.5 71

その他の公的職業訓練 43.5 4.4 52.2 46

いずれも受けたことがない 55.7 0.0 44.3 1,457

全体 39.5 13.3 47.3 5,136 

 

図表Ⅱ－４－２をみると、2011 年 3 月時点での就職者割合は公的な訓練を受けなかった人

がもっとも高く 55.7%である。しかし、基本型訓練の場合、就職者割合は 51.8%であるもの

の、公的な訓練を受講中の人が 19.7%いるため、働いていない人は 28.5%である5。これは、

公的な訓練を受けなかった人の非就職者割合の 44.3%よりも 15.8 ポイントも低い。参考まで

に、これとは別に基本型訓練を修了した人の 2011 年 3 月時点での就職率を計算すると、65.9%

である。本調査シリーズでは第 2 回調査までの結果の集計であるため、受講期間が 3～6 カ月

と長期間である基本型訓練の場合、受講中の人も含まれてしまう6。よって、厳密なことは全

5 回の調査終了を待たないと言えないが、少なくとも 2011 年 3 月時点では、基本型訓練を受

講したことがある人の就職者割合は他の訓練を修了した人よりも高い。 

 訓練を受けなかった人が公的な訓練の受講者よりも就職率が高い理由として、訓練を受け

なくても就職できる要件をもった人が多かったのかもしれないことがまずは考えられる。し

                                                      
5
 有期実習型訓練の 2008～2010 年度の訓練修了 3 ヶ月後の正社員就職率は 73%であり、非就職率は 27%である

（内閣府「第 9 回ジョブ・カード推進協議会（平成 23 年 11 月 9 日）」、資料２）。 
6 訓練を修了した人に限定して 2011 年 3 月が訓練修了後何ヶ月後であるかを確認しておくと、ここには表掲し

ないが、基本型訓練で 2.3 ヶ月、委託訓練活用型デュアルで 1.2 ヶ月、その他の公的な訓練で 2.8 ヶ月である。

すなわち、訓練修了後間もない時期の就職状況の確認であることに留意が必要である。特に、委託訓練活用型

デュアルの場合、標準受講月数が 4 ヶ月であるため、修了した人であっても直後であるため、就職率が低くな

っていると考えられる。 
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かしそれ以外にも、訓練を受講する代わりに求職活動により長い時間をかけた、訓練に時間

をかけられないくらい緊急に就職する必要があったため必ずしも希望に沿わない就職先に就

職した人も含まれる7等の理由も挙げられる。なお、ここでの訓練非受講者はキャリア･コン

サルティングを受けたことがある人が対象であり、かつ公共訓練以外の職業能力開発を自身

で行った人も含まれるため、これら要因の影響を受けている可能性も残される。 

 

２．２ 未就職者の状況  

 ここで、2011 年 3 月時点で未就職の人の特徴を確認しておく。まず、2011 年 3 月に未就職

だった人の就職活動や開業の準備の状況をまとめたのが図表Ⅱ－４－３である。未就職者の

多くが就職活動をしており（84.2%）、開業の準備をしている人も 1.3%いる。一方、現在何も

していない人は 14.5%であった。 

 

図表Ⅱ－４－３ 2011 年 3 月の就職活動の状況（未就職者） 

N 構成比（%）

就職活動中 2,021 84.2 

開業の準備中 32 1.3 

現在、何もしていない 347 14.5 

計 2,400

 

 次に、就職活動も開業の準備もしていない人のその理由をまとめたのが図表Ⅱ－４－４で

ある。進学や資格取得などの勉強をしている人は 21.2%と、将来的な就職活動に備えている

人が 2 割強を占める。しかし、出産・育児のため（18.2%）、病気・けがのため（12.1%）と

個人の事情で就職活動を諦めた人が 3 割以上いる一方で、探したがみつからなかった（6.1%）

や希望する仕事がありそうにない（3.9%）という求職意欲を喪失してしまった人も 1 割弱程

度いることがわかる。 

 

                                                      
7 この理由については、後の節での修了訓練別の就職先の違いの検討により、ある程度支持される。 
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図表Ⅱ－４－４ 就職活動や開業の準備をしていない理由（未就職者、かつ就職活動も開業

の準備もしていない人） 

（単位：%） 

 
注：N=330 

 

３．基本型訓練を受けた人の属性  

 つづく本節では、基本型訓練を受けた人（受講中も含む）がどのような属性であるのかを

確認する。ジョブ･カード制度のもとで行われる訓練はキャリア形成機会の乏しい人に能力開

発機会を与えることを目的の 1 つとしているが、そのような人が多く受講しているのであろ

うか。 

以下では、基本型訓練と委託訓練活用型デュアルシステムというジョブ・カード制度のも

とで行われた訓練と8、それ以外の公的な訓練にわけて集計する9。また、公的な訓練を受け

たことのない人についても比較のために集計する。 

上記の検討に先立って、まずは本章の分析対象全体の分布とくらべてどのような特徴が観

察されるのかをみておこう。 

第 1 に、性別では、男性は 37.0%、女性は 63.0%と女性の割合が高いが、全体とくらべる

                                                      
8 2011 年 3 月現在。 
9 施設内訓練（職場実習あり）、施設内訓練（職場実習なし）、委託訓練（職場実習なし）、基金訓練、公的な職

業訓練を受けたが訓練の種類はわからない、その他の公的職業訓練をあわせたものである。 
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と男性比率が高い（図表Ⅱ－４－５）10。 

 

図表Ⅱ－４－５ 受講訓練別、性別 

（単位：%） 

男性 女性 N 

有期実習型（基本型） 37.0 63.0 146

委託訓練活用型デュアルシステム 15.6 84.4 2,075

その他の公的な支援のある職業訓練 30.4 69.6 2,088

いずれも受けたことがない 29.0 71.0 1,488

全体 24.9 75.1 5,797

 

 第 2 に、年齢については、基本型訓練受講者は 24 歳以下の若年層の割合がとくに高く

（16.3%）、また全体とくらべても 34 歳以下の割合は若干高い（図表Ⅱ－４－６）。 

 

図表Ⅱ－４－６ 受講訓練別、年齢 

（単位：%） 

  

２
４
歳
以
下 

２
５
～
２
９
歳 

３
０
～
３
４
歳 

３
５
～
３
９
歳 

４
０
～
４
９
歳 

５
０
～
５
９
歳 

６
０
歳
以
上 

N 

有期実習型（基本型） 16.3 11.6 19.1 12.9 28.6 7.5 4.1 147

委託訓練活用型デュアルシステム 5.5 19.9 20.1 20.6 20.4 10.3 3.1 2,080

その他の公的な支援のある職業訓練 6.5 16.6 16.2 17.1 24.4 13.9 5.3 2,082

いずれも受けたことがない 9.3 17.1 16.6 16.7 22.5 12.2 5.7 1,488

全体 7.1 17.8 17.8 18.2 22.6 12.0 4.6 5,797

 

第 3 に、基本型訓練受講者のうち生活費の主たる負担者が自分自身である人の割合は全体

よりも若干低い（図表Ⅱ－４－７）。男性の割合が高いものの、それと同時に若い人の割合が

高いことの表れと思われる。 

 

                                                      
10 全体で女性比率が高い理由は、第Ⅰ部第 2 章を参照されたい。 
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図表Ⅱ－４－７ 受講訓練別、生活費の主たる負担者 

（単位：%） 

 

自
分 

自
分
以
外
の
人 

N 

有期実習型（基本型） 37.7 62.3 146

委託訓練活用型デュアルシステム 31.7 68.3 2,036

その他の公的な支援のある職業訓練 46.8 53.2 2,029

いずれも受けたことがない 35.9 64.1 1,465

全体 38.3 61.7 5,676

 

 第 4 に、学歴別に受講訓練について集計したのが、図表Ⅱ－４－８である。基本型訓練の

受講者の中学・高校卒者と大学・大学院卒者の割合は全体平均よりも高い。 

 

図表Ⅱ－４－８ 受講訓練別、学歴 

（単位：%） 

  

中
学 

高
校 

専
門
・
各
種
学
校 

短
大 

高
専 

大
学 

大
学
院 

そ
の
他 

N 

有期実習型（基本型） 3.4 41.8 15.8 10.3 0.7 26.7 1.4 0.0 146

委託訓練活用型デュアルシステム 0.8 35.4 16.6 17.2 0.5 28.1 0.6 0.8 2,081

その他の公的な支援のある職業訓練 1.8 40.2 17.8 14.3 1.0 23.2 0.9 0.9 2,073

いずれも受けたことがない 2.0 39.3 17.6 14.2 0.9 24.4 1.3 0.4 1,486

全体 1.5 38.3 17.3 15.2 0.8 25.4 0.9 0.7 5,786

 

 第 5 に、前職での雇用形態別に集計したのが図表Ⅱ－４－９である。全体平均とくらべて

構成比が高いのは正社員・正職員、パート・アルバイト・契約・嘱託・臨時の非正社員で働

いていた人と自営業主・自由業者・内職である。 
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図表Ⅱ－４－９ 受講訓練別、前職の雇用形態 
（単位：%） 

 

正
社
員
・
正
職
員 

パ
ー
ト
・
ア
ル
バ
イ
ト
・ 

契
約
・
嘱
託
・
臨
時 

派
遣
社
員
（
登
録
型
） 

派
遣
社
員
（
常
用
雇
用

型
） 

経
営
者
・
役
員 

自
営
業
主
・
自
由
業
者
・ 

内
職 

家
族
従
業
員 

そ
の
他 

N 

有期実習型（基本型） 47.6 41.5 6.1 2.0 0.0 2.0 0.0 0.7 147

委託訓練活用型デュアルシステム 50.0 35.8 8.1 5.0 0.1 0.5 0.2 0.2 2,083

その他の公的な支援のある職業訓練 38.6 44.9 8.7 4.1 0.7 1.6 0.7 0.9 2,089

いずれも受けたことがない 47.5 39.3 7.2 3.8 0.3 1.1 0.2 0.6 1,492

全体 45.2 40.1 8.0 4.3 0.4 1.1 0.4 0.6 5,811

 

 上記の図表Ⅱ－４－９の集計では、前職で非正社員だった人がより多く基本型訓練を受講

しているわけではないようにも読める。そこで、もう少し詳細に検討を加えるために、性別

と学歴別の集計もしよう。 

基本型訓練受講者について、性別と学歴別に前職の雇用形態を集計したのが図表Ⅱ－４－

１０である。基本型訓練受講者のうち、男性よりも女性のほうが前職でパート等の非正社員

だった人が多く、かつ全体での非正社員比率 40.1%よりも高い。また、基本型訓練を受講し

た人のうち、短大・大学等卒者よりも、中高卒者で前職がパート等の非正社員だった人の割

合が高いこともわかる（中高卒：48.5%、短大・大学等卒：36.3%）。この結果から、基本型

訓練受講者には女性や学歴の低い人で前職が非正社員だった人たちが多いことが示され、基

本型訓練は女性の非正社員や低学歴の非正社員といったとくにキャリア形成機会の少ない人

にそのような機会を与える役割を果たしていると考えられる。 

 

図表Ⅱ－４－１０ 基本型訓練受講者の性別・学歴別、前職の雇用形態 
（単位：%） 

  

正
社
員
・
正
職
員 

パ
ー
ト
・
ア
ル
バ
イ
ト
・

契
約
・
嘱
託
・
臨
時 

派
遣
社
員
（
登
録
型
） 

派
遣
社
員
（
常
用
雇
用
型
）

経
営
者
・
役
員 

自
営
業
主
・
自
由
業
者
・

内
職 

家
族
従
業
員 

そ
の
他 

N 

男性 59.3 29.6 3.7 1.9 0.0 3.7 0.0 1.9 54

女性 41.3 48.9 7.6 2.2 0.0 0.0 0.0 0.0 92

中高卒 34.9 48.5 7.6 4.6 0.0 4.6 0.0 0.0 66

短大・大学等卒 58.8 36.3 5.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 80

全体（図表Ⅱ－４－９の再掲） 45.2 40.1 8.0 4.3 0.4 1.1 0.4 0.6 5,822
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４．基本型訓練を修了した人の働き方 －クロス集計で確認できる訓練効果  

次に、クロス集計の範囲で訓練効果を確認しよう。受講しかつ修了した訓練の種類別に、

現在の就職先や雇用条件等に違いがあるのかを集計することで、基本型訓練修了者の訓練効

果をあぶり出すこととする。すなわち、ジョブ・カード訓練を受けた人のほうが良質な就職

を実現しているか否かの確認である。訓練のくくりは前節と同じものを用いる。 

なお、修了訓練別に、2011 年 3 月が平均で訓練修了後何ヶ月後であるかを確認しておくと、

ここには表掲しないが、基本型訓練で 2.3 ヶ月、委託訓練活用型デュアルで 1.2 ヶ月、その

他の公的な訓練で 2.8 ヶ月である。すなわち、訓練修了後間もない時期の就職状況の確認で

あることに留意が必要である。 

 

４．１ 勤務先の属性や雇用形態  

まず、現在の勤務先での雇用形態をくらべたのが図表Ⅱ－４－１１である。基本型訓練の

修了者は正社員・正職員として働いている人の割合が 61.8%ともっとも高い。一方、それ以

外の訓練や訓練非受講の場合、パート等の非正社員で就職した人の割合が高い。 

 

図表Ⅱ－４－１１ 受講を修了した訓練と 2011 年 3 月の雇用形態 

（単位：%） 

 

経
営
者
・
役
員 

自
営
業
主
・
自
由
業
者
・

内
職 

家
族
従
業
員 

正
社
員
・
正
職
員 

パ
ー
ト
・
ア
ル
バ
イ
ト
・

契
約
・
嘱
託
・
臨
時 

派
遣
社
員
（
登
録
型
） 

派
遣
社
員
（
常
用
雇
用
型
）

そ
の
他 

N 

有期実習型（基本型） 1.8 0.0 0.0 61.8 27.3 3.6 3.6 1.8 55 

委託訓練活用型デュアルシステム 0.6 0.9 0.3 25.2 56.7 8.9 5.7 1.7 349 

その他の公的な支援のある職業訓練 0.4 1.0 0.6 23.5 58.7 9.2 4.2 2.6 503 

いずれも受けたことがない 0.4 0.8 0.4 28.7 54.8 9.2 4.0 1.9 805 

全体 0.5 0.8 0.4 27.5 55.4 8.9 4.4 2.0 1,712 

注 1：2011 年 3 月 1 日現在で働いている人のうち、第 2 回調査で修了したと回答した人についての集計である。 
注 2：全体とは、3 つの訓練修了者といずれも受けたことがない人の合計である。以下の４節内の図表も同じ。 

 

 ここでいったん、基本型訓練を修了して就職した人に目を向けよう。ここには表掲してい

ないが、彼らのうち訓練企業に就職した人は 73.1%を占めている。そして、彼らの就職企業

と雇用形態を集計したのが図表Ⅱ－４－１２である。基本型訓練を修了した後に訓練企業で

働き続けている人のうち、84.2%が正社員・正職員として働いていている。そして、訓練を

受けたのとは異なる企業に就職した人のうち 66.7%はパート等の非正社員で、16.7%が派遣社

員（常用雇用型）であった。 
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図表Ⅱ－４－１２ 2011 年 3 月の雇用形態と就職先（有期実習型（基本型）修了者） 

（単位：%） 

  

正
社
員
・
正
職
員 

パ
ー
ト
・
ア
ル
バ
イ
ト
・ 

契
約
・
嘱
託
・
臨
時 

派
遣
社
員
（
常
用
雇
用
型
） 

N 

訓練を受けた企業 84.2 15.8 0.0 38 

訓練を受けたのとは異なる企業 16.7 66.7 16.7 12 

全体 68.0 28.0 4.0 50 

 

 ふたたび、訓練別の比較に戻ろう。修了した訓練別に就職先の規模を集計したのが図表Ⅱ

－４－１３である。これから、基本型訓練の修了者は 29 人以下の小規模企業に就職した人の

割合が高いことがわかる。一方、その他の公的な支援のある訓練を受けた人や公共訓練を受

けなかった人は 1,000 人以上規模に勤めている人が多い。しかし、勤務先での雇用形態を確

認すると、表掲はしていないが、基本型訓練の修了者で 29 人以下の企業に勤めている人のう

ち 66.7%が正社員・正職員である。その一方で、公共訓練を受けなかった人のうち 1,000 人

以上の企業に勤めている人のうち正社員・正職員は 24.1%で、パート等の非正社員は 50.6%、

派遣社員（登録型と常用型あわせて）が 21.6%とその多くが非正規雇用者である。 

 

図表Ⅱ－４－１３ 修了した訓練と 2011 年 3 月の勤務先の企業規模 

（単位：%） 

 
29 人 
以下 

30-99 100-499 500-999
1,000 人

以上 
官公庁 N 

有期実習型（基本型） 60.0 14.6 16.4 7.3 1.8 0.0 55

委託訓練活用型デュアルシステム 40.6 20.5 22.1 3.9 10.4 2.6 308

その他の公的な支援のある職業訓練 35.1 22.8 19.8 4.9 10.9 6.5 430

いずれも受けたことがない 34.8 23.7 17.5 5.6 11.5 6.9 696

全体 37.0 22.4 19.1 5.1 10.8 5.6 1,489

 

次に、修了訓練別に就職先の業種を集計したのが図表Ⅱ－４－１４である。これから、基

本型訓練修了者はその他サービス業、医療・福祉、卸売業・小売業がトップ３で 10%を超え、

全体とくらべてもその他サービス業、卸売業・小売業の割合が高い。また、委託訓練活用型

デュアルシステムとその他の公的な支援のある職業訓練では医療・福祉がもっとも高い割合

になっており、特に委託訓練活用型デュアルシステムでその割合は高い。 
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図表Ⅱ－４－１４ 修了した訓練と 2011 年 3 月の勤務先の業種 

（単位：%） 

 

有
期
実
習
型
（
基
本
型
） 

委
託
訓
練
活
用
型 

デ
ュ
ア
ル
シ
ス
テ
ム 

そ
の
他
の
公
的
な
支
援
の

あ
る
職
業
訓
練 

い
ず
れ
も 

受
け
た
こ
と
が
な
い 

全
体 

農林漁業、鉱業、採石業、砂利採取業 0.0 0.3 0.4 0.6 0.5 

建設業 5.4 2.6 5.0 3.3 3.7 

製造業 7.1 7.7 9.0 13.2 10.6 

電気・ガス・熱供給・水道業 1.8 0.6 0.8 1.8 1.2 

情報通信業 1.8 2.9 7.0 5.2 5.2 

運輸業、郵便業 5.4 2.3 3.4 4.1 3.6 

卸売業、小売業 12.5 6.6 9.3 10.1 9.2 

金融業、保険業 1.8 2.9 2.0 2.3 2.3 

不動産業、物品賃貸業 8.9 2.3 2.0 1.3 1.9 

学術研究、専門・技術サービス業 3.6 7.1 5.6 3.6 4.9 

宿泊業、飲食サービス業 3.6 1.4 5.0 5.6 4.5 

生活関連サービス業、娯楽業 0.0 2.6 3.8 3.1 3.1 

教育、学習支援業 5.4 1.7 4.8 3.8 3.7 

医療、福祉 19.6 45.7 22.3 16.6 24.4 

その他のサービス業 19.6 8.0 11.1 14.5 12.3 

公務 1.8 3.7 8.0 9.0 7.4 

その他 1.8 1.7 0.8 2.0 1.6 

N 56 350 503 801 1,710 

注：上位 3 つ、または 10%を超えるものに下線を引いている。 

 

次に、修了訓練別に就職先で従事している職種を集計したのが図表Ⅱ－４－１５である。

基本型訓練のトップ３は事務職、サービス職、営業・販売職で、うち営業・販売職は全体の

構成比より高い。 
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図表Ⅱ－４－１５ 修了した訓練と 2011 年 3 月の勤務先の職種 

（単位：%） 

  

有
期
実
習
型
（
基
本
型
） 

委
託
訓
練
活
用
型 

デ
ュ
ア
ル
シ
ス
テ
ム 

そ
の
他
の
公
的
な
支
援
の

あ
る
職
業
訓
練 

い
ず
れ
も 

受
け
た
こ
と
が
な
い 

全
体 

事務 31.6 43.8 41.0 34.2 38.1 

営業・販売 12.3 8.0 9.1 12.9 10.7 

サービス 17.5 26.7 25.4 17.2 21.6 

生産工程 7.0 2.9 5.9 8.6 6.6 

輸送・機械運転 7.0 1.7 1.8 2.9 2.5 

建設・採掘 3.5 0.0 0.8 1.0 0.8 

運搬・清掃・包装など 2.0 2.2 5.5 3.8 3.8 

保安 3.5 0.3 0.8 1.9 1.3 

専門・技術 10.5 13.5 11.8 14.9 13.5 

管理 1.8 0.6 0.4 0.3 0.4 

農・林・漁業 0.0 0.0 0.6 0.3 0.3 

その他 0.0 0.6 0.2 0.5 0.4 

N 57 349 507 801 1,714 

 

 ところで、職場で能力開発の機会が与えられるか否かも、労働者の将来的なキャリアに影

響する。よって、スキル形成の機会が就職先で与えられることは重要となる。たとえば、公

的な支援のある訓練を受講してスキルが高まれば、転職先でも将来を期待され、さらなるス

キルアップを期待される存在となり、OJT や Off-JT の企業内訓練の機会がより与えられるよ

うになると考えられる。そこで、修了訓練別に、転職先での企業内訓練の受講確率に違いが

あるのかを確認しておこう。 

 修了訓練別に、就職先での企業内訓練の受講の有無（OJT または Off-JT）を集計したのが

図表Ⅱ－４－１６である。これから、基本型訓練の修了後に就職した人の方が、その勤務先

での訓練機会にも恵まれる人の割合がもっとも高いことがわかる。 

訓練企業は、従業員の育成に積極的な企業である可能性が高い。基本型訓練の修了者は訓

練企業に就職した人の割合が高いため、その影響があることは否定できない。しかし、基本

型訓練を受講したおかげでトレイナビリティが高まり、就職先でも訓練機会をより多く与え

られるようになったとの解釈の余地は十分にあるだろう。 
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図表Ⅱ－４－１６ 現職での企業内訓練の受講の有無（OJT、Off-JT） 

（単位：%） 

訓練名 

現
在
の
職
場
で
受
け
た 

企
業
内
訓
練
を 

受
け
て
い
な
い 

N 

有期実習型（基本型） 45.6 54.4 57

委託訓練活用型デュアルシステム 17.1 83.0 346

その他の公的な支援のある職業訓練 20.3 79.7 503

いずれも受けたことがない 27.5 72.5 801

全体 23.8 76.2 1,707

 

４．２ 行動様式や満足度への効果  

 次に、訓練の受講によって現れる行動様式の変化や仕事における満足度という主観的な指

標の変化を確認する。ここでも、修了訓練別に集計する。 

まず、本調査では「職場で、きちんとあいさつする」、「職場のルールを遵守する」等の 14

の前職での行動と現職での行動を調査している11。14 の項目については、図表Ⅱ－４－１７

を参照されたい。また、同図表は修了した訓練別に、前職とくらべて現職で行動が改善され

た人の割合をまとめたものである。行動の改善は、図表Ⅱ－４－１７の附表にまとめている

が、前の勤務先で「していなかった」または「大体していた」場合はよりよくするようにな

った場合を、「常にしていた」場合はよりよくなりようがないのでそのままの場合と定義し、

改善した人を 1 とし、それ以外の人を 0 とする変数を作成して集計した。よって、前職でこ

のようなことを経験したことのない人は集計から除かれている。 

図表Ⅱ－４－１７をみると、14 の調査項目のうち「職場できちんとあいさつする」、「出勤

時間や仕事上の約束の時間の遵守」、「上司や先輩を見て、仕事のやり方を学習」、「会社の懇

親会などの職場の集まりへの参加」、「職場で仕事上のアドバイス」の 5 つの項目は、行動が

改善した人の割合は基本型訓練の修了者でもっとも高く、これらの項目に基本型訓練はプラ

スの影響を大きく及ぼすと思われる。 

 

                                                      
11 前職での行動については第 1 回調査で、現職での行動については第 2 回調査で調査した。 
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図表Ⅱ－４－１７ 前職とくらべた行動の変化（改善の割合） 

（単位：%） 

  

有
期
実
習
型
（
基
本
型
） 

委
託
訓
練
活
用
型 

デ
ュ
ア
ル
シ
ス
テ
ム 

そ
の
他
の
公
的
な
支
援

の
あ
る
職
業
訓
練 

い
ず
れ
も
受
け
た
こ
と

が
な
い 

全
体 

職場で、きちんとあいさつ 0.91 0.85 0.85 0.83 0.84 

職場のルールの遵守 0.74 0.78 0.81 0.76 0.78 

出勤時間や、仕事上の約束の時間の厳守 0.91 0.90 0.90 0.88 0.89 

パソコンを支障なく利用 0.28 0.38 0.39 0.39 0.38 

引き受けた仕事は最後まで遂行 0.66 0.63 0.67 0.68 0.66 

忙しそうな同僚の仕事の手伝い 0.30 0.33 0.36 0.37 0.36 

正確にホウレンソウ（報告・連絡・相談） 0.50 0.54 0.61 0.54 0.56 

職場で仕事上のアドバイス 0.19 0.10 0.14 0.14 0.14 

会社の懇親会などの職場の集まりへの参加 0.41 0.22 0.22 0.25 0.24 

上司や先輩を見て、仕事のやり方を学習 0.46 0.42 0.43 0.44 0.44 

作業の工夫や改善への取組み 0.38 0.38 0.42 0.42 0.41 

不意の問題やトラブルへの対応 0.16 0.15 0.19 0.20 0.19 

初めての仕事へのチャレンジ 0.50 0.52 0.56 0.51 0.52 

資格取得や自己啓発 0.22 0.31 0.28 0.20 0.25 

N 58 350 508 802 1,718

注 1: Ｎは「職場で、きちんとあいさつ」のものを掲載しているが、どの項目の N にも大きな違いはない。 
注 2: もっとも値の大きい修了訓練のセルに下線を引いている。 
注 3: 改善した人を 1、それ以外を 0 としたときの平均である。 

 

図表Ⅱ－４－１７の附表 行動の改善の定義 

前職 現職 

していなかった 「大体している」か「常にしている」 

大体していた 「常にしている」 

常にしていた 「常にしている」 

 

次に、前職とくらべた現職での満足度の変化を確認する。修了訓練別に、満足度の変化の

平均を集計したのが図表Ⅱ－４－１８である。1: 低くなった、2: どちらかといえば低くな

った、3: どちらともいえない、4: どちらかといえば高くなった、5: 高くなったとして平均

をとった数値なので、値が大きくなると満足度が高いことを意味する。この結果から、いず

れの項目についても、基本型訓練の修了者が前職とくらべて現職の満足度がもっとも大きく

高まっていることがわかる。 
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図表Ⅱ－４－１８ 前職とくらべた現職の仕事の満足度（平均） 

訓練名 

仕
事
全
体 

労
働
時
間 

賃
金 

仕
事
の
内
容 

仕
事
の
量 

キ
ャ
リ
ア
の
見
通
し 

仕
事
を
含
む
生
活
全
般 

N 

有期実習型（基本型） 3.6 3.3 3.0 3.6 3.4 3.5 3.3 55

委託訓練活用型デュアルシステム 3.5 3.2 2.4 3.4 3.3 3.3 3.3 341

その他の公的な支援のある職業訓練 3.4 3.2 2.6 3.4 3.2 3.1 3.1 489

いずれも受けたことがない 3.2 3.1 2.5 3.3 3.2 2.9 3.0 791

全体 3.3 3.1 2.5 3.3 3.2 3.1 3.1 1,676

注 1:もっとも値の大きい修了訓練のセルに下線を引いている。 
注 2: 1: 低くなった、2: どちらかといえば低くなった、3: どちらともいえない、4: どちらかといえば高くなっ

た、5: 高くなったの平均である。 

 

４．３ 賃金への効果 

最後に、賃金に対する効果を確認しよう。 

まず、現職の 2011 年 2 月の月給を修了訓練別に確認する。基本統計量をまとめたのが、図

表Ⅱ－４－１９－１である12。これから、基本型訓練を修了した人の平均月給がもっとも高

く 15 万 929 円で、2 番目に高い訓練を受けたことがない人の平均よりも 15,566 円高い。 

 現職月給の分布をあわせて確認しておくと（図表Ⅱ－４－１９－２）、基本型訓練修了者の

月給の分布は 14 万円以上の高いほうに偏っている。 

 

図表Ⅱ－４－１９－１ 修了した訓練別、2011 年 2 月の現職月給（基本統計量） 

N 平均 標準偏差 最小値 最大値 

有期実習型（基本型） 51 150,929 58,066 21,000 320,000 

委託訓練活用型デュアルシステム 208 105,901 52,625 800 300,000 

その他の公的な支援のある職業訓練 370 113,494 58,266 6,000 300,000 

いずれも受けたことがない 745 135,363 62,077 7,944 330,000 

全体 1,376 125,543 60,935 800 330,000 

 

                                                      
12 0 という回答は除き、平均値＋3σ以上のものは異常値とみなし、集計から除外した。 
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図表Ⅱ－４－１９－２ 修了した訓練別、2011 年 2 月の現職月給の分布 

（単位：%） 

 
7 万円 
未満 

7-10 万円 10-14 万円 14-18 万円 
18 万円 
より上 

有期実習型（基本型） 2.0 15.7 21.6 35.3 25.5 

委託訓練活用型デュアルシステム 25.5 16.4 30.3 16.8 11.1 

その他の公的な支援のある職業訓練 23.5 17.3 25.7 19.2 14.3 

いずれも受けたことがない 14.0 12.9 26.2 21.6 25.4 

全体 17.8 14.7 26.5 20.7 20.2 

 

 それでは、前職の月給とくらべた現職月給の伸び率を確認しよう13。修了した訓練別に基

本統計量をまとめたのが図表Ⅱ－４－２０－１である。平均伸び率をみると、基本型訓練修

了者のみがプラスの伸び率で（15.6%増）、他はマイナスの伸び率である。 

 さらに、月給伸び率の分布をみると（図表Ⅱ－４－２０－２）、基本型訓練でプラス成長で

ある人の割合が高く、10%以上伸びた人は 47.1%と半数近くに及ぶ。 

 

図表Ⅱ－４－２０－１ 修了した訓練別、前職とくらべた現職月給の伸び率（基本統計量） 

N 平均 標準偏差 最小値 最大値 

有期実習型（基本型） 51 15.6 57.8 -83.2 220.0 

委託訓練活用型デュアルシステム 205 -29.0 47.9 -99.5 316.0 

その他の公的な支援のある職業訓練 365 -13.2 52.6 -96.4 220.0 

いずれも受けたことがない 738 -7.7 52.7 -96.4 400.0 

全体 1,361 -11.5 52.9 -99.5 400.0 

 

図表Ⅱ－４－２０－２ 修了した訓練別、前職とくらべた現職月給の伸び率の分布 

 

60%以上

減 
40-60%減 10-0%減 0-10%増 10%以上

有期実習型（基本型） 5.9 3.9 39.2 3.9 47.1 

委託訓練活用型デュアルシステム 26.8 19.0 33.7 6.8 13.7 

その他の公的な支援のある職業訓練 17.8 16.7 33.2 8.0 24.4 

いずれも受けたことがない 12.1 13.3 38.2 8.8 27.6 

全体 15.6 14.7 36.2 8.1 25.4 

 

 次に、就職後の時間あたり賃金を確認する。2011 年 2 月の月給を労働時間数（残業含む）

で割って算出する。労働時間数は、2011 年 2 月最終週の労働時間数に 4 をかけて算出した14。

修了訓練別に集計した結果が図表Ⅱ－４－２１である。これから、基本型訓練を修了した人

の時間当たり賃金が平均で 1,558.6 円ともっとも高いことがわかる。 

                                                      
13 ｛（現職月給）－（前職月給）｝÷（前職月給）×100 で算出した。 
14 平成 22 年度の地域別最低賃金の最低額（624 円）未満のものは除き、平均+3σより大きいものは外れ値とし

て分析からは除いた。 
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 同様に、時間当たり賃金の伸び率を集計した結果が図表Ⅱ－４－２２である15。これから、

平均伸び率も基本型訓練が 118.5 と他とくらべて大きいことがわかる。 

  

図表Ⅱ－４－２１ 修了した訓練別、現職時間当たり賃金（基本統計量） 

N 平均 標準偏差 最小値 最大値 

有期実習型（基本型） 40 1,558.6 2,077.1 656.3 10,556.3 

委託訓練活用型デュアルシステム 113 1,255.8 1,510.8 645.0 10,833.3 

その他の公的な支援のある職業訓練 238 1,147.5 957.1 648.1 6,666.7 

いずれも受けたことがない 568 1,174.3 1,006.1 642.9 10,000.0 

全体 960 1,192.7 1,128.7 642.9 10,833.3 

 

図表Ⅱ－４－２２ 修了した訓練別、時間当たり賃金の伸び率（基本統計量） 

N 平均 標準偏差 最小値 最大値 

有期実習型（基本型） 48 118.5 499.1 -93.6 2,760.0 

委託訓練活用型デュアルシステム 189 -6.7 143.4 -100.0 1,076.2 

その他の公的な支援のある職業訓練 348 13.7 252.1 -100.0 3,300.0 

いずれも受けたことがない 706 39.9 355.1 -100.0 5,300.0 

全体 1,292 28.9 314.0 -100.0 5,300.0 

 

 以上をまとめると、基本型訓練修了後の月給の伸びが大きいことが示されたが、実質的な

賃金の時間給でもその他の訓練よりも大きな伸び率が観察された。 

 

５．基本型訓練修了者の就職者と未就職者の違い  

 基本型訓練を修了した人が必ずしも就職を実現しているわけではない。最後に本節では、

基本型訓練を修了した人のうち、2011 年 3 月時点で就職を実現していた人の特徴を確認し、

どのような要因が就職実現にプラスに働くのかを確認する。以下では、基本型訓練を修了し

た人について 2011 年 3 月に働いていた人と働いていなかった人の比較を行う16。 

 まず、個人属性についての確認を行う。第 1 に、性別に関しては（図表Ⅱ－４－２３）、基

本型訓練修了者の全体とくらべて、就職者の男性比率は若干高い。 

 

図表Ⅱ－４－２３ 就職の有無別、性別（基本型訓練修了者） 

（単位：%） 

男性 女性 N 

働いている 68.3 31.7 57

働いていない 63.0 37.0 30

計 65.5 34.5 87

                                                      
15 ｛（現職時間当たり賃金）－（前職時間当たり賃金）｝÷（前職時間当たり賃金）×100 で算出した。 
16 なんらかの公的訓練を受講中の人は除く。 
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 第 2 に、年齢に関しては（図表Ⅱ－４－２４）、基本型訓練修了者の全体とくらべて、就職

者の 30 歳未満の比率が高く、全体的に分布が若年層に偏っている。 

 

図表Ⅱ－４－２４ 就職の有無別、年齢（基本型訓練修了者） 

（単位：%） 

30 歳未満 30 代 40 代 50 代 60 歳以上 N 

働いている 34.5 32.8 22.4 6.9 3.5 58

働いていない 26.7 33.3 23.3 10.0 6.7 30

全体 31.8 33.0 22.7 8.0 4.6 88

 

 第 3 に、最終学歴に関しては（図表Ⅱ－４－２５）、就職者・未就職者の間で全体平均との

大きなかい離はみられない17。 

 

図表Ⅱ－４－２５ 就職の有無別、学歴（基本型訓練修了者） 

（単位：%） 

 中・高卒 
専門・ 
短大・ 
高専卒 

大学・ 
大学院卒

N 

働いている 40.4 22.8 36.8 57

働いていない 43.3 20.0 36.7 30

計 41.4 21.8 36.8 87

 

 最後に、前職を離職してから基本型訓練を開始するまでの期間について集計したのが図表

Ⅱ－４－２６である。就職者のほうが 0 ヶ月、1 ヶ月と前職を離職してからの期間が短い人

が多く、単調ではないが離職期間が長い人の割合は期間とともに低下している18。 

 

                                                      
17 基本型訓練修了者のうち、1 人が最終学校の中退者であった。 
18 なお、働いていない人の場合、離職してから 3 ヶ月後と 6 ヶ月後に基本型訓練の受講を開始する人の割合が高

いが、雇用保険の給付期間と関係があるかもしれない。ただし、働いている人と表掲していないが全体の分布

をみたときは、このような傾向はみられない。 
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図表Ⅱ－４－２６ 就職の有無別、前職を辞めてから訓練開始までの期間（基本型訓練修了者） 

（単位：%） 

 
 

 以上、本節の結果をまとめると、基本型訓練修了者の就職者と未就職者を比較すると、就

職者のほうが 30 歳未満の人や前職離職後に受講を始めた人の割合が高い。よって、20 歳代

の人や離職後間もない人を積極的に基本型訓練に誘導することは効果的と思われる。 

 

６．まとめ  

 以下で、本章のクロス集計から明らかになったことをまとめる。ただし、訓練効果という

因果関係をはっきりというためには、次年度以降の計量分析による厳密な分析によらなけれ

ばならず、現状では研究課題として残される。 

 

（1）求職者の 3～6 ヶ月後の就職状況を確認すると、就職した人は 39.5%、公的な訓練を受

講中は 13.3%、働いていない人は 47.3%であった。 

 

（2）2010 年 9 月以降に基本型訓練を受講した人の 2011 年 3 月時点での就職者割合は 51.8%

であった。公的な訓練を受講中の人が 19.7%いるため、働いていない人は 28.5%であった。

この未就職者割合は、公的な訓練を受けなかった人の未就職者割合の 44.3%よりも 15.8

ポイント低い。 

 なお、比較のために、基本型訓練を修了した人の 2011 年 3 月時点での就職率を計算す

ると、65.9%で、その他の訓練を修了した人とくらべて高い。 

 

（3）基本型訓練受講者の特徴をみると、女性や学歴の低い人で前職が非正社員だった人たち

が多いことが明らかにされた。この結果から、基本型訓練がキャリア形成機会のとくに少
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ない人に職業能力開発の機会を与える役割を果たしている様子がうかがえる。 

 

（4）訓練を修了した人の就職後の働き方を確認すると、基本型訓練の修了者で就職した人は、

正社員・正職員として働いている人の割合が 61.8%ともっとも高い。他方で、その他の訓

練受講者や訓練非受講者で就職した人はパート等の非正社員として働く人の割合が高い。 

 

（5）基本型訓練の修了者の就職先は 29 人以下の中小企業の割合が高い。その他の公的な支

援のある訓練を受けた人や公共訓練を受けなかった人は 1,000 人以上規模に勤めている

人が多い。 

 しかし、勤務先での雇用形態を確認すると、基本型訓練の修了者で 29 人以下の企業に

就職した人のうち 66.7%が正社員・正職員である一方、公共訓練を受けなかった人で 1,000

人以上の企業に勤めている人のうち正社員・正職員は 24.1%、パート等の非正社員は 50.6%、

派遣社員（登録型と常用型あわせて）は 21.6%とその多くが非正規雇用者である。 

 

（6）前職と現職での行動様式の違いを確認したところ、14 の調査項目のうち、「職場できち

んとあいさつする」、「出勤時間や仕事上の約束の遵守」等の 5 つの項目に関しては、行動

が改善した人の割合は基本型訓練の修了者でもっとも高い。 

 

（7）仕事の満足度の変化をみると、基本型訓練の修了者が前職とくらべて現職の満足度がも

っとも大きく高まっている。また、前職とくらべた現職の月給ならびに時間給の変化をみ

ると、基本型訓練の修了者がもっとも伸び率が高い。主観的な指標と客観的な指標の双方

を使って訓練効果をみても、他の公的な訓練や訓練非受講とくらべて基本型訓練のプラス

の効果が大きいことがわかる。 

 

（8）最後に、基本型訓練を修了した人の就職者と未就職者の違いをみると、就職者のほうが

30 歳未満の人や前職離職後すぐに受講を始めた人の割合が高い。20 歳代の人や離職後間

もない人を積極的に基本型訓練に誘導することは効果的と考えられる。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第Ⅲ部 資料編 
 



 

 

第 1 回 転職モニター調査 
 
 
 

この調査の対象者は、働いた経験がある求職中の方です。正社員、アルバ

イト、パート、派遣社員等のほか、自営業や家族従業員として働いていた方

は対象ですが、働いたことのない方や学生アルバイト経験のみの方は対象外

ですので、お手数ですが、このアンケート票を破棄してください。 
  

 
 
 

＜ご記入上のお願い＞ 
■ 本アンケートは､封筒を受け取りましたご本人の方がお答えいただきますようお願いし

ます。    

■ 該当する全ての項目にお答えください。また、回答は、あてはまる選択肢の番号に○を

つけるか、（   ）や    の中に具体的にご記入下さい。 

■ ご記入いただいたアンケートは、同封の返送用封筒（切手不要）に入れてポストに投函

して下さい。 

 

2010 年 11 月 1０日（水）必着 
 

■ プライバシーの保護には十分な注意を払い、ご回答頂きました内容はすべて統計的にコ

ンピューターで処理をしますので、お答えくださった方のお名前や、どなたがどのようなお

答えをされたかは、決して漏れることはありませんので、安心してご回答下さい。 
 

 

● 謝礼の送付先 ● 

（お名前） 

    〒 

（ご住 所） 

 

   -     

 
※ご記入いただいた個人情報は、謝礼の送付と次回以降のアンケートの発送に限定して利用します。 

 
● 調査についてのお問い合わせ先 ● 

独立行政法人 労働政策研究・研修機構 転職モニター研究会 
TEL: ０３－５９０３－６３２０ （午前 10 時～午後 5 時） 
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問 1 あなたの性別は。（○は１つ） 

1 男性 2 女性 

 

 

問 2 あなたの年齢をご記入ください。 

  歳 

   （2010 年 9 月１日現在） 

 

 

問 3 あなたの現在の居住地をご記入ください。 

   
都 道 

府 県 

 

 

問 4 あなたが、このたびの求職活動で初めてキャリア・コンサルティングを受けたのはいつですか。 

 

 

 

（付問）その初めてのキャリア・コンサルティングを含めて、これまで何回受けましたか。 

 

 

 

問 5 あなたはジョブ・カードを作成し、交付されましたか。（○は 1つ） 

※ ジョブ・カードの交付とは、登録キャリア・コンサルタントによるキャリア・コンサルティングの結果が記入され、

コンサルタントの署名が入ったジョブ・カードを受け取ったことをいいます。 

1  交付された 2  作成中 3  作成していない 

 

（付問）いつ交付されましたか。 

 

 

問 6 あなたは、今、雇用保険を受給していますか。（○は 1つ） 

1 はい 2 いいえ 

Ⅰ．最初にあなたご自身のことを、お答えください。 

西暦     年   月 

合計   回 

西暦     年   月 

キャリア・コンサルティングとは、ハローワークや

職業能力開発促進センター（ポリテクセンター）な

どで、就職相談、職業選択、職業能力開発などに関

して、キャリア・コンサルタントと一対一で行う個

別相談のことです。 
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Ⅱ．次に、あなたが、直前まで働いていた会社での仕事についておうかがいします。 

学校卒業（中退）後の、アルバイト・パート・派遣社員などでの仕事も含みます。 

 

問 7 あなたは、直前の勤務先で、いつまで働いていましたか。またその期間はどのくらいでしたか。  

※ 派遣社員(登録型)で働いていた方は、直前の派遣先企業での就業状況についてお答えください。 

 

問 8 直前の勤務先で、あなたはどのような働き方をしていましたか。（○は１つ） 

1 正社員・正職員 5 経営者・役員 

2 パート・アルバイト・契約・嘱託・臨時 6 自営業主・自由業者・内職 

3 派遣社員（登録型） 7 家族従業員 

4 派遣社員（常用雇用型） 8 その他（具体的に：         ）

 

問 9 その勤務先で、あなたの仕事と、もっとも近いものをお選びください。（○は１つ） 

 

 

（付問） 具体的な仕事の内容をご記入ください。 

 

 

 

 

（１）西暦     年   月まで （２）期間   年   ヵ月 

1 事務（一般事務、経理、営業・販売事務など） 

2 営業・販売の仕事（小売店主、販売店員、不動産売買、営業職、保険外交、外勤のセールスなど） 

3 サービスの仕事（飲食店主、理・美容師、料理人、ウエイトレス、ホームヘルパー、看護助手など） 

4 生産工程の仕事（製品製造・組み立て、自動車整備、食料品製造、農水産物加工など） 

5 輸送・機械運転の仕事（トラック・タクシー運転手、船員、発電員、ボイラー・オペレーターなど） 

6 建設・採掘の仕事（とび職、大工、電気工事、採鉱員など） 

7 運搬・清掃・包装などの仕事（郵便配達、ビル・建物清掃員、ラベル貼り、箱詰めなど） 

8 保安の仕事（警察官、消防官、自衛官、警備員など） 

9 専門・技術職（看護師、税理士、教師、保育士、技術者、デザイナーなど） 

10 管理職（課長職以上、経営者など） 

11 農・林・漁業の仕事 

12 その他 

 

 

例：一般事務、経理、設計、介護ヘルパー、販売員、電気設備工、ハウスクリーニングなど 
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問 10 その勤務先で、あなたはふだん仕事で次の a ～ n のような行動を取っていましたか。該当

する番号を 1つずつ選んで○をつけてください。 

  

常
に
し
て
い
た 

大
体
し
て
い
た 

し
て
い
な
か
っ
た 

そ
の
よ
う
な 

機
会
は
な
か
っ
た 

a 職場で、きちんとあいさつをしていた １ ２ ３ ４ 

b 職場のルールを守っていた １ ２ ３ ４ 

ｃ 出勤時間や、仕事上の約束の時間を守っていた １ ２ ３ ４ 

ｄ パソコンを支障なく利用していた １ ２ ３ ４ 

e 引き受けた仕事は最後までやりとげていた １ ２ ３ ４ 

f 忙しそうな同僚の仕事を手伝っていた １ ２ ３ ４ 

g 上司や先輩に対し、正確にホウレンソウ(報告・連絡・相談)していた １ ２ ３ ４ 

h 職場で仕事上のアドバイスをしていた １ ２ ３ ４ 

i 会社の懇親会などの職場の集まりに積極的に参加していた １ ２ ３ ４ 

j 上司や先輩を見て、仕事のやり方やコツを学んでいた １ ２ ３ ４ 

k 作業の工夫や改善に取り組んでいた １ ２ ３ ４ 

l 不意の問題やトラブルにも対応できていた １ ２ ３ ４ 

m 初めての仕事にもチャレンジしていた １ ２ ３ ４ 

n 資格取得や自己啓発などに取り組んでいた １ ２ ３ ４ 

 

問 11 その勤務先は、会社全体では主にどのような事業をしていましたか。（○は１つ） 

   ※ 派遣社員として働いていた方は、派遣先の事業についてお答えください。 

 

 

（付問） 具体的な事業内容をご記入ください。 

 

 

 

1 農林漁業、工業、採石業、砂利採取業 10 学術研究、専門・技術サービス業 

2 建設業 11 宿泊業、飲食サービス業 

3 製造業 12 生活関連サービス業、娯楽業 

4 電気・ガス・熱供給・水道業 13 教育、学習支援業 

5 情報通信業 14 医療、福祉 

6 運輸業、郵便業 15 その他のサービス業（10～14 以外）

7 卸売業、小売業 16 公務 

8 金融業、保険業 17 その他 

9 不動産業、物品賃貸業   

 

 

例：板金工場、自動車販売、生花販売、学習塾など
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問 12 その勤務先の会社全体で働いている人は、何人くらいでしたか。（○は 1つ） 

 

1 29 人以下 4 500～999 人 7 わからない 

2 30～99 人 5 1000 人以上   

3 100～499 人 6 官公庁（公務員）   

 

問 13 その仕事で、やめる直前はふだん、1週間に何時間くらい働いていましたか。（○は 1つ） 

 

1 10 時間未満 5 25～30 時間未満 9 45～50 時間未満 

2 10～15 時間未満 6 30～35 時間未満 10 50～60 時間未満 

3 15～20 時間未満 7 35～40 時間未満 11 60 時間以上 

4 20～25 時間未満 8 40～45 時間未満 12 わからない 

 

問 14 その仕事での給料は、やめる直前はふだん、1ヵ月いくらでしたか（税込み）。（○は 1つ） 

1 5 万円未満 6 25～30 万円未満 

2 5～10 万円未満 7 30～40 万円未満 

3 10～15 万円未満 8 40～50 万円未満 

4 15～20 万円未満 9 50 万円以上 

5 20～25 万円未満 10 わからない 

 

 

（付問）転職したら、1 ヵ月にいくらの給料をもらいたいと思っていますか。 

 

 

 

 

問 15 その仕事は、学校卒業または中退後、初めてついた仕事ですか。（○は 1つ） 

1 はい 2 いいえ 

 

問 16 にお進みください 

 

（付問）では、初めての仕事の働き方は、次のうちどれでしたか。（○は１つ） 

1 正社員・正職員 5 経営者・役員 

2 パート・アルバイト・契約・嘱託・臨時 6 自営業主・自由業者・内職 

3 派遣社員（登録型） 7 家族従業員 

4 派遣社員（常用雇用型） 8 その他（具体的に：         ）

 

税込みで、 

１ヵ月あたり               円くらい 
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問 16 学校を卒業または中退後、初めて仕事についたのは、いつですか。（○は１つ）  

1 学校卒業後（中退後）、すぐに仕事についた 

2 学校卒業後（中退後）、３ヵ月未満で仕事についた 

3 学校卒業後（中退後）、３ヵ月以上たってから仕事についた 

 

 

Ⅲ．学校のことと、資格についておうかがいします。 

問 17 あなたの最後に在学した学校を教えてください。（○は 1つ） 

また、その学校での学科や専攻をご記入ください。 

※現在、職業訓練のために通っている学校は除きます。 

（１） 学校の種類 

1  中学 4  短大 7  大学院 

2  高校 5 高専 8  その他（具体的に： 

3  専門・各種学校 6  大学  ）

 

 

 

 

 

 

 

（２）あなたは最後に通った学校を卒業しましたか。中退しましたか。それとも現在、在学中です

か。（○は 1つ） また卒業か中退の方は、その時期をご記入ください。 

1  卒業 2  途中退学 3  在学中 

 

 

 

問 18 あなたが中学生のころの生活についておうかがいします。（それぞれ○は 1つずつ） 

（１）学校に行くのが楽しかったですか。   （２）（登校時間に）どのくらい遅刻しましたか。 

 

 

 

 

 

 

（３）1年のうち何日くらい欠席していましたか。 

1  10 日以下 2  11 日以上 20 日以下 3  21 日以上 

時期：西暦     年 

1  とても楽しかった 

2  楽しかった 

3 あまり楽しくなかった 

4  楽しくなかった 

1  週に 1 日以上遅刻した 

2  1 ヵ月に 1 度くらい遅刻した 

3 あまり遅刻しなかった 

4  遅刻したことはない 

 

 

例：普通科、工業科、IT ビジネスコース、介護福祉科、文学部英文学科、理学部物理学科など 

最終学歴の学科・専攻をご記入ください 
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（４）中間・期末試験の際にはよく勉強しましたか。 （５）部活やクラブ活動には参加しましたか。 

 

 

 

 

 

 

 （６） 中学三年生のころ、あなたの成績は学年でどれくらいだったと思われますか。 

 

問 19 あなたは、仕事に関係がある資格や免許をお持ちですか。（○は 1つ） 

お持ちでしたら、5つまでお答え下さい。 

1 持っている 2 持っていない 

 

                    問 20 にお進みください 

 

 

 

 

 

※ できるだけ正確な名称をご記入ください。また、「級」や「得点」なども具体的にご記入ください 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1  よく勉強した 

2  まあ勉強した 

3 あまり勉強しなかった 

4  勉強しなかった 

1  熱心に参加した 

2  参加した 

3 参加したが、途中でやめた 

4  参加しなかった 

1 上の方 2 やや上の方 3 真ん中あたり 4 やや下の方 5 下の方 

 その資格・免許の名称 カテゴリー番号 

(例) 簿 記 検 定（日商３級） 
1  2  3  4 

5  6  7  8 

(１)  
1  2  3  4 

5  6  7  8 

(２)  
1  2  3  4 

5  6  7  8 

(３)  
1  2  3  4 

5  6  7  8 

(４)  
1  2  3  4 

5  6  7  8 

(５)  
1  2  3  4 

5  6  7  8 

名称を記入した上で、下のカテゴリ

ー番号のうち、あてはまる番号に○

をつけて下さい。 

【 カテゴリー番号 】 

１ 語学系（英検２級、TOEIC450 点など） 

２ 情報系（基本情報処理技術者、情報処理技術者、初級シスアド・IT パスポートなど） 

３ 技術・技能系（危険物取扱者、フォークリフト技能者、調理師など） 

４ 事務系（簿記、宅地建物取引主任者など） 

５ 福祉系（介護福祉士、ヘルパー資格など） 

６ 普通自動車運転免許 

７ 普通自動車以外の運転免許 

８ その他 
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Ⅳ．最後に、あなたのご家族についておうかがいします。 

 

問 20 あなたは、現在結婚していますか。またご結婚されている場合は、配偶者の方が働いていま

すか。（○はそれぞれ 1つずつ） 

1 結婚している 2 結婚していない 

 

                          問 21 にお進みください 

 

   配偶者が 

1 正社員で働いている 

2 パート、アルバイト、派遣社員などで働いている 

3 自営、家族従業員、内職で働いている 

4 働いていない 

 

問 21 あなたは、今、どなたと一緒に住んでいますか。（○はいくつでも）  

1 単身（一人暮らし） 5 あなたの父親・母親 

2 配偶者 6 配偶者の父親・母親 

3 子ども（小学校入学前） 7 あなた、または配偶者の祖父母や兄弟姉妹

4 子ども（小学生以上） 8 その他（具体的に：         ）

 

問 22 あなたが一緒に住んでいるご家族のうち、今、生活費を主に負担しているのはどなたですか。

（○は 1つ） 

1 自分 2 自分以外の人 

 

質問は以上です。 

調査へのご協力をありがとうございました。 

 

【自由記入欄】 今回の調査について、ご感想がございましたら、ご自由にご記入ください。 
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第２回 転職モニター調査 
 

 
201１年３月１４日（月）必着 

 
 

＜ご記入上のお願い＞ 
■ 本アンケートは､封筒の宛名のご本人がお答えください。    

■ 該当する全ての項目にお答えください。また、回答は、あてはまる選択肢の番号に○をつける

か、（   ）や    の中に具体的にご記入ください。 

■ ご記入いただいたアンケートは、同封の返送用封筒（切手不要）に入れてポストに投函してく

ださい。 

■ プライバシーの保護には十分な注意を払い、ご回答いただいた内容はすべて統計的にコンピュ

ーターで処理をしますので、お答えくださった方のお名前や、どなたがどのようなお答えをされ

たかは、決して漏れることはありませんので、安心してご回答ください。 
 

 

前回調査にご回答いただいた後、お名前やご住所に変更があった方のみ
．．．．．．．．．

、お名前・ご住 

所をご記入ください。 

 

お名前やご住所に変更 あり ・ なし （○をつけてください） 

 

以下をご記入ください 

 

 ふりがな 

お名前 

ふりがな 

 

 

 ご住所 

〒         

※ご記入いただいた個人情報は、謝礼の送付と次回以降のアンケートの発送に限定して利用します。 
 

● 調査についてのお問い合わせ先 ● 
独立行政法人 労働政策研究・研修機構 転職モニター研究会 

TEL: ０３－５９０３－６３２０ （午前 10 時～午後 5 時） 
 

 

☆★☆ お手数ですが、表紙左側の  を目印に、以下のように三つ折りにして封入ください ☆★☆ 
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問 1 あなたの性別は。（○は１つ） 

1 男性 2 女性 

問 2 あなたの年齢をご記入ください。 

  歳 

   （2011 年 3 月１日現在） 

問 3 あなたの現在の居住地をご記入ください。 

   
都 道 

府 県 

 

問 4 あなたは、現在結婚していますか。また結婚されている場合は、配偶者の方が働いていますか。（○

はそれぞれ 1つずつ） 

     配偶者が 

 

 

 

 

 

 

問 5 あなたは、今、どなたと一緒に住んでいますか。（○はいくつでも）  

1 単身（一人暮らし） 5 あなたの父親・母親 

2 配偶者 6 配偶者の父親・母親 

3 子ども（小学校入学前） 7 あなた、または配偶者の祖父母や兄弟姉妹 

4 子ども（小学生以上） 8 その他（具体的に：         ） 

 

問 6 あなたが一緒に住んでいるご家族のうち、今、生活費を主に負担しているのはどなたですか。（○

は 1 つ） 

1 自分 2 自分以外の人 

 

 

Ⅰ．昨年 9～11 月に実施した「第 1回 転職モニター調査」（前回調査）に 

ご協力いただきまして、誠にありがとうございました。 

はじめにあなたご自身とご家族についておうかがいします。 

（前回調査でもおうかがいしたこともありますが、念のため、全員お答えください。）

1 正社員で働いている 

2 パート、アルバイト、派遣社員などで働いている 

3 自営、家族従業員、内職などで働いている 

4 働いていない 

1  結婚している 

2  結婚していない 

・回答に用いる筆記用具について 

 ボールペン・シャーペン・鉛筆のいずれもご利用いただけます。 

・書き間違いをした場合 

 間違えた箇所を二重線で消し、正しい番号に○、もしくは空いている

スペースにご記入してください。 
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【 以下のⅡ～Ⅳは、前回調査のころから、その後のことについておうかがいします 】 

問 7 前回調査のころから受けた一連のキャリア・コンサルティングについて、うかがいます。 

（付問 1） このたびの一連のキャリア・コンサルティングを受けてよかったですか。（○は 1つ） 

1 よかった 

2 まあよかった 

3 どちらでもない 

4 あまりよくなかった 

5 よくなかった 

 

（付問 2） このたびの一連のキャリア・コンサルティングを受ける前と、受けた後における、あなたの状 

況について、以下の a～f の項目にお答えください。（それぞれ○は 1つずつ） 

  受ける前  受けた後 

  あ
て
は
ま
ら
な
い 

や
や
あ
て
は
ま
ら
な
い

や
や
あ
て
は
ま
る 

あ
て
は
ま
る 

と
て
も
あ
て
は
ま
る 

 

あ
て
は
ま
ら
な
い 

や
や
あ
て
は
ま
ら
な
い

や
や
あ
て
は
ま
る 

あ
て
は
ま
る 

と
て
も
あ
て
は
ま
る 

a 
これまでの経験をもとに自分の

長所を説明できる 
1 2 3 4 5  1 2 3 4 5 

b 

自分の長所を仕事にどのように

活かすことができるのか説明で

きる 

1 2 3 4 5  1 2 3 4 
 

5 

c 
転職やこれまでの仕事の経験に

ついて筋道を立てて説明できる 
1 2 3 4 5  1 2 3 4 5 

d 

ブランクの期間も含めて、これま

でやってきた仕事をもれなく説

明できる 

1 2 3 4 5  1 2 3 4 
 

5 

e 
実現が可能なやりたい仕事の内

容を説明できる 
1 2 3 4 5  1 2 3 4 5 

f 
労働条件や待遇面の希望につい

て優先順位をつけて説明できる 
1 2 3 4 5  1 2 3 4 5 

 

 

問 8 前回調査のころから、これまでにキャリア・コンサルティングを合計して、何回受けましたか。 

 

 

Ⅱ．次に求職活動や資格について、おうかがいします。 

※ 現在とは、2011 年 3 月 1 日のことです。 

合計    回 

キャリア・コンサルティングとは、ハローワークや職業能力開発促進

センター（ポリテクセンター）などで、職業選択などに関して、キャ

リア・コンサルタントと一対一で行う個別相談のことです。 

－101－



 
 

問 9 あなたは、前回調査に回答してから今までに、雇用保険を受給しましたか。（○は１つ） 

問 10 あなたは、前回調査に回答してから今までに、就職活動（求人への応募や採用面接を受けるなど）

をしましたか。（○は 1つ） 

（付問） 何社に就職活動をしましたか。 

 

 

問 11 前回調査に回答してから今までに、あなたは、仕事に関係がある資格や免許を新たに取得しまし

たか。名称を記入して、カテゴリー番号(1～8)のあてはまる番号に○をつけてください。（それぞ

れ○は 1つずつ） 

1 はい 2 いいえ 
                   

問 12 にお進みください 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 12 あなたは、前回調査に回答してから今までに、今の仕事やこれからつきたい 

    仕事に関わる勉強（＝自己啓発）を、費用を自己負担でしましたか。（○は 1つ） 

 

 

             問 13 にお進みください 

（付問） どのような自己啓発を行いましたか。 

 

 

1 現在、受給している 2 受給したことがある 3 受給したことはない

1  はい 

2  いいえ   社 

 その資格・免許の名称 カテゴリー番号 

(例) 
簿 記 検 定（日商３級） 

※ できるだけ正確な名称をご記入ください。「級」や「得点」なども具体的にご記入ください。
 

1  2  3  4 

5  6  7  8 

(１)  
1  2  3  4 

5  6  7  8 

(２)  
1  2  3  4 

5  6  7  8 

(３)  
1  2  3  4 

5  6  7  8 

1 はい 2 いいえ 

【 カテゴリー番号 】 

１ 語学系（英検２級、TOEIC450 点など） 

２ 情報系（基本情報処理技術者、情報処理技術者、初級シスアド・IT パスポートなど） 

３ 技術・技能系（危険物取扱者、フォークリフト技能者、調理師など） 

４ 事務系（簿記、宅地建物取引主任者、社会保険労務士など） 

５ 福祉系（介護福祉士、ヘルパー資格など） 

６ 普通自動車運転免許 

７ 普通自動車以外の運転免許 

８ その他 

勤務先の指示で受ける研修や座学などの教育訓練と、

公的な支援のある職業訓練は除きます
．．．．

。 

自己啓発の具体的な内容、勉強した場所と、週に何時間など、ご自由にご記入ください。 
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問 13 あなたは、いまジョブ・カードを交付されていますか。（○は 1つ） 

 

 

      問 14 にお進みください 

（付問 1） いつ交付されましたか。 

 

 

（付問２）ジョブ・カードの作成を通じて、あなたが感じたことを、以下の a～d の項目についてお答え 

ください。（○はそれぞれ 1つずつ） 

  

そ
う
思
う 

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば

そ
う
思
う 

ど
ち
ら
で
も
な
い 

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば

そ
う
思
わ
な
い 

そ
う
思
わ
な
い 

a ジョブ・カードは就職活動に役立った（役立つと思う） 1 2 3 4 5 

b ジョブ・カードを作成して良かったと思う 1 2 3 4 5 

c 作成には大変時間がかかった 1 2 3 4 5 

d 自分一人では何を記入していいかわからない項目が多かった 1 2 3 4 5 

 

問 14 あなたは、2010 年 9 月 1 日から今までの間に、次の公的な職業訓練を受けましたか。（○は 1つ） 

※ 複数の訓練を受けた場合は、主なものを１つ選んで○をつけてください。 

1  有期実習型訓練（基本型） 
ジョブ･カードの交付をうけ、訓練生として採用された企業で受

ける訓練 

2  有期実習型訓練（キャリア・アップ型） 
ジョブ･カードの交付をうけ、パートや契約社員から正社員への

転換を希望する人がすでに働いている企業で受ける訓練 

3 施設内訓練（職場実習あり）※ デュアルシステムなど
雇用・能力開発機構や都道府県の公共職業訓練施設内で行う訓練

と企業などでの職場実習を組み合わせた訓練 

4 施設内訓練（職場実習なし）※ アビリティ訓練など 
雇用・能力開発機構や都道府県の公共職業訓練施設内で行う訓練

（企業などでの職場実習を伴わない訓練） 

5 委託訓練活用型デュアルシステム（職場実習あり）
専門学校などの民間教育訓練機関内で行う訓練と企業などでの

職場実習を組み合わせた訓練（企業実習先行訓練を含む） 

6 委託訓練 （職場実習なし） 
専門学校などの民間教育訓練機関内で行う訓練（企業などでの職

場実習を伴わない訓練） 

7  基金訓練 雇用保険を受給できない方などが教育訓練機関で受ける訓練 

8  公的な職業訓練を受けたが訓練の種類はわからない 

9 その他の公的な職業訓練（具体的に：                     ） 

10 いずれも受けたことがない      問 22 へお進みください 

1 はい 2 いいえ 

西暦 ２ ０   年   月 

Ⅲ．次に、公的な支援のある職業訓練の受講について、おうかがいします。 

ジョブ・カードの交付とは、登録キャリア・コンサル

タントによるキャリア・コンサルティングの結果が記

入され、コンサルタントの署名が入ったジョブ・カー

ドを受け取ったことをいいます。 
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（付問 1）その訓練はいつ始まりましたか。 

 

 

 

（付問 2）その訓練は、おおよそどのくらいの期間のコースでしたか。（○は 1つ） 

1 ３カ月 4 ６カ月 7 その他（具体的に：    カ月）

2 ４カ月 5 １年 

3 ５カ月 6 ２年 

 

（付問 3）訓練は最後まで終わりましたか。（○は 1つ） 

 

（付問 4）その訓練はいつ終わりましたか（終わる予定ですか）。 

 

 

 

（付問 5）あなたが受講した訓練科名、またはコース名をご記入ください。 

 ※ もし思い出せない場合は、正確な訓練科名、コース名でなくても構いませんので、ご記入ください。 

 

 

 

 

 

（付問 6）あなたが主に
．．

訓練を受講した場所は、どこですか。（○は 1つ） 

 ※ 複数の場所で訓練を受けた場合は、訓練期間が一番長かった
．．．．．．

場所を選んでください。 

 

（付問 7）あなたが受講した訓練は、企業での職場実習（OJT）がありましたか。（○は 1つ） 

1 はい 2 いいえ 

                        問 18 へお進みください 

（付問 8）あなたはその実習(OJT)を行った企業に、就職しましたか。（○は 1つ） 

 

 

 

 

西暦 ２ ０ １  年   月

1 終わった 2 訓練実施中 3 中断した 

西暦 ２ ０ １  年   月 

1 採用された企業（訓練生として採用されている

企業を含みます） 
5 

専門学校、各種学校、教育訓練企業などの 

民間教育機関 

2 訓練を受ける以前から、働いていた企業 6 短大、大学（大学院）などの教育機関 

3 雇用・能力開発機構の 

職業能力開発促進センター（ポリテクセンター）
7 

職業訓練法人、NPO 法人、社会福祉法人、認定職

業訓練施設、農林業の団体、事業主団体など 

4 都道府県の職業訓練校（高等技術専門校など） 8 その他（具体的に：           ） 

1 はい 2 いいえ 3 現在、訓練中である 

 

 

例）営業事務サービス科、自動車販売営業コース、在宅看護科、介護職員養成コース、医療事務実践科、 
IT・パソコン基礎科、システム・エンジニアコース、ＣＡＤ設計コース、電気通信工事実践科、パン製造販売実践科など
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問 15 職場での実習（OJT）でした教科や職務の内容のうち主なものを 3 つご記入ください。 

（１）  

（２）  

（３）  

(例) 営業実習、接客接遇、クレーム処理、入浴介助・介護記録、経理実務実習、プログラミング実習、システム設計実習、

詳細設計実習、光ケーブル施工作業、安全衛生作業、仕込み・発酵実習など 

 

 

問 16 その実習（OJT）は、だいたいどのようなものでしたか。（○は 1つ） 

 

 

問 17 その実習（OJT）についておうかがいします。 

（１）実習（OJT）は、あなたの技能やスキルの向上に役立ちましたか。（○は 1つ） 

1 役立った 4 あまり役に立たなかった 

2 やや役立った 5 役に立たなかった 

3 どちらともいえない   

 

（２）実習（OJT）の期間について、あなたはどのように感じましたか。（○は 1つ） 

1 長すぎた 4 やや短かった 

2 やや長かった 5 短すぎた 

3 ちょうど良い   

 

（３）実習（OJT）は、あなたにとって満足のいくものでしたか。（○は 1つ） 

1 満足している 4 あまり満足していない 

2 やや満足している 5 満足していない 

3 どちらともいえない   

 

 

 

 

 

 

1 マニュアルがあり、マニュアルにしたがって職場の人が仕事のやり方を説明してくれた 

2 マニュアルはなかったが、職場の人が仕事のやり方を説明してくれた 

3 職場の人からの説明はほとんどなく、職場の人がやることを見よう見まねで仕事のやり方を覚えた 

4 その他（具体的に：                                ） 
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■ 座学や研修（Off-JT）についておうかがいします ■ 

 

問 18 あなたが受講した訓練では、座学や研修（Off-JT）の割合はどのくらいでしたか。（○は 1つ） 

 

                                問 22 お進みください 

問 19 座学や研修（Off-JT）で受けた教科のうち主なものを 3 つご記入ください。 

（１）  

（２）  

（３）  

(例) ビジネスマナー、プレゼンテーション技法、業界概要の講義、書類管理、安全衛生と関係法規、介護の基

礎知識、C 言語プログラミング、製図の基本知識、CAD 基本実習、食品衛生など 

 

問 20 その座学や研修（Off-JT）はどのような内容でしたか。（○はいくつでも） 

 

問 21 その座学や研修（Off-JT）について、おうかがいします。 

（１）座学や研修(Off-JT)は、あなたの技能やスキルの向上に役に立ちましたか。（○は 1つ） 

1 役立った 4 あまり役に立たなかった 

2 やや役立った 5 役に立たなかった 

3 どちらともいえない   

 

（２）座学や研修（Off-JT）の期間について、あなたはどのように感じましたか。（○は 1つ） 

1 長すぎた 4 やや短かった 

2 やや長かった 5 短すぎた 

3 ちょうど良い   

 

（３）座学や研修（Off-JT）は、あなたにとって満足のいくものでしたか。（○は 1つ） 

1 満足している 4 あまり満足していない 

2 やや満足している 5 満足していない 

3 どちらともいえない   

1 1 割ぐらい 2 2 割ぐらい 3 3～5 割ぐらい 4 5 割以上 5 Off-JT はなかった 

1 仕事をするために必要最低限の基礎的な知識・スキル 

2 よりよく仕事を行うための中級程度の知識・スキル 

3 専門的・高度な仕事を行うための知識・スキル 

4 その他（具体的に：                                ）

ポリテクセンターや教育訓練機関での講

義・授業や、職場での OJT 以外の研修も

座学や研修（Off-JT）に含みます。 
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職場での実習(OJT)がある公的な職業訓練には 

・有期実習型訓練（基本型） 

・有期実習型訓練（キャリア・アップ型） 

・施設内訓練（職場実習あり） 

・委託訓練活用型デュアルシステム（職場実習あり）

・職場での実習がある基金訓練 などが該当します。

☆★☆★☆★☆ 全員お答えください ☆★☆★☆★☆ 

 

 

 

問 22 あなたは現在、働いていますか。（2011 年 3 月 1 日現在）（○は 1つ） 

1 働いている 2 
職場での実習（OJT）が 

ある公的な職業訓練を受講中 
3

その他の公的な職業訓練を受講中 

（2 以外の OJT がないもの） 
4  働いていない 

 

問 23 へお進みください          質問は終了です 

                    ご協力をありがとうございました 

 

                     （付問 1）現在、就職活動や開業の準備を 

していますか。（○は１つ） 

                                      

 

 

 

 

（付問 2）それは、どのような理由からですか。（○は１つ） 

1  探したが見つからなかった 6 出産・育児のため 

2  希望する仕事がありそうにない 7  介護・看護のため 

3  知識・能力に自信がない 8  急いで仕事につく必要がない 

4  病気・けがのため 9  進学や資格取得などの勉強をしている 

5 年齢のため 10  その他（具体的に：         ） 

 

 

質問は終了です 

                 ご協力をありがとうございました 

 

 

問 23 現在の勤務先の会社(または訓練企業)全体で働いている人は、何人くらいですか。（○は 1つ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ．あなたの現在の仕事について、おうかがいします。 

1  就職活動中 

2  開業の準備中 

3  現在、何もしていない 

1 29 人以下 4 500～999 人 7 わからない 

2 30～99 人 5 1000 人以上   

3 100～499 人 6 官公庁（公務員）   
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問 24 現在の勤務先の会社(または訓練企業)全体は、主にどのような事業をしていますか。（○は１つ） 

   ※ 派遣社員として働いている方は、派遣先の事業についてお答えください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（付問） その会社全体の具体的な事業内容をご記入ください。 

 

 

 

 

問 25 現在の勤務先(または訓練企業)で、あなたはどのような仕事をしていますか。（○は１つ） 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（付問） 具体的な仕事の内容をご記入ください。 

 

 

 

 

公的な職業訓練を受講中の方はここで質問は終了です。ご協力をありがとうございました。 

★☆★☆★ 次ページからは、現在、働いている方のみお答えください ★☆★☆★ 

1 農林漁業、鉱業、採石業、砂利採取業 10 学術研究、専門・技術サービス業 

2 建設業 11 宿泊業、飲食サービス業 

3 製造業 12 生活関連サービス業、娯楽業 

4 電気・ガス・熱供給・水道業 13 教育、学習支援業 

5 情報通信業 14 医療、福祉 

6 運輸業、郵便業 15 その他のサービス業（10～14 以外）

7 卸売業、小売業 16 公務 

8 金融業、保険業 17 その他 

9 不動産業、物品賃貸業   

1 事務（一般事務、経理、営業・販売事務など） 

2 営業・販売の仕事（小売店主、販売店員、不動産売買、営業職、保険外交、外勤のセールスなど） 

3 サービスの仕事（飲食店主、理・美容師、料理人、ウエイトレス、ホームヘルパー、看護助手など） 

4 生産工程の仕事（製品製造・組み立て、自動車整備、食料品製造、農水産物加工など） 

5 輸送・機械運転の仕事（トラック・タクシー運転手、船員、発電員、ボイラー・オペレーターなど）

6 建設・採掘の仕事（とび職、大工、電気工事、採鉱員など） 

7 運搬・清掃・包装などの仕事（郵便配達、ビル・建物清掃員、ラベル貼り、箱詰めなど） 

8 保安の仕事（警察官、消防官、自衛官、警備員など） 

9 専門・技術職（看護師、税理士、教師、保育士、技術者、デザイナーなど） 

10 管理職（課長職以上、経営者など） 

11 農・林・漁業の仕事 

12 その他 

 

例）一般事務、経理、設計、介護ヘルパー、販売員、電気設備工、ハウスクリーニングなど 

 

例：板金、自動車販売、生花販売、学習塾など 
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問 26 現在の勤務先で、あなたはどのような働き方をしていますか。（○は１つ） 

1 経営者・役員 5 パート・アルバイト・契約・嘱託・臨時 

2 自営業主・自由業者・内職 6 派遣社員（登録型） 

3 家族従業員 7 派遣社員（常用雇用型） 

4 正社員・正職員 8 その他（具体的に：         ） 

 

（付問 1） 現在の勤務先で働きはじめたのは、いつですか。 

※ 同じ勤務先でパート等から正社員となった方は、正社員となった時期をご記入ください。 

 

 

 

（付問 2） この勤務先でのあなたの仕事は、あなたが受けた公的な職業訓練と同じ内容ですか。（○は 1

つ） 

1 まったく同じ 4 同じ部分が少しある 7 公的な職業訓練を受けていない 

2 おおむね同じ 5 まったく関連がない  

3 ある程度同じ 6 わからない  

 

問 27 前回調査に回答してから、現在の勤務先で働き始めるまでの間に、他の会社で１ヵ月以上働いた

ことがありますか。（○は１つ） 

（付問 1）直近の会社では、いつからいつまで働いていましたか。 

 

 

 

 

 

問 28 あなたは、現在の仕事の以下の事項について、直前の仕事と比べて、それぞれどの程度満足度が

変わりましたか。（それぞれ○は 1つずつ） 

  

低
く
な
っ
た 

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば

低
く
な
っ
た 

ど
ち
ら
と
も 

い
え
な
い 

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば

高
く
な
っ
た 

高
く
な
っ
た 

a 仕事全体 1 2 3 4 5 

b 労働時間 1 2 3 4 5 

ｃ 賃金 1 2 3 4 5 

ｄ 仕事の内容 1 2 3 4 5 

e 仕事の量 1 2 3 4 5 

f キャリアの見通し 1 2 3 4 5 

g 仕事を含む生活全般 1 2 3 4 5 

西暦 ２ ０ １  年   月 

1 ある  

2 ない 西暦 2 0 1 年 月から 西暦 2 0 1  年 月まで

問 14 で「2．有期実習型訓練（キャリア・アップ型）」

と回答された方は、同じ勤務先での以前の雇用形態での

仕事を「直前の仕事」と考えて、お答えください。 
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問 29 現在の勤務先で、あなたはふだん仕事で次の a ～ n のような行動を取っていますか。該当する番

号を 1つずつ選んで○をつけてください。（それぞれ○は 1つずつ） 

  

常
に
し
て
い
る 

大
体
し
て
い
る 

し
て
い
な
い 

そ
の
よ
う
な 

機
会
は
な
い 

a 職場で、きちんとあいさつをしている 1 2 3 4 

b 職場のルールを守っている 1 2 3 4 

ｃ 出勤時間や、仕事上の約束の時間を守っている 1 2 3 4 

ｄ パソコンを支障なく利用している 1 2 3 4 

e 引き受けた仕事は最後までやりとげている 1 2 3 4 

f 忙しそうな同僚の仕事を手伝っている 1 2 3 4 

g 上司や先輩に対し、正確にホウレンソウ(報告・連絡・相談)している 1 2 3 4 

h 職場で仕事上のアドバイスをしている 1 2 3 4 

i 会社の懇親会などの職場の集まりに積極的に参加している 1 2 3 4 

j 上司や先輩を見て、仕事のやり方やコツを学んでいる 1 2 3 4 

k 作業の工夫や改善に取り組んでいる 1 2 3 4 

l 不意の問題やトラブルにも対応できている 1 2 3 4 

m 初めての仕事にもチャレンジしている 1 2 3 4 

n 資格取得や自己啓発などに取り組んでいる 1 2 3 4 

 

問 30 現在の仕事で、残業を含めて 1 週間に何時間くらい働きましたか。今年２月第４週についてお答

えください。 

 

 

問 31 現在の仕事での今年２月の給料は、1カ月いくらくらいでしたか。 

 

 

 

 

問 32 あなたは、現在の勤務先で働き始めてから、勤務先の指示で、座学や研修(Off-JT)や職場での実

習（OJT）を受けましたか。（○は１つ） 
※ 公的な職業訓練で企業実習を受けた方は、その訓練の修了後に Off-JT や OJT を「受けた」「受けていない」でお答えく

ださい 

 

 

質問は以上です。 

調査へのご協力をありがとうございました。 

次回調査（第３回）は６月を予定しております。 

引き続き、ご協力をお願いいたします。 

 

1 週間あたり    時間 （残業時間を含む）

1 受けた 2 受けていない 

残業代を含め、税込みで 

２月の１カ月間で、およそ             円 
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第３回 転職モニター調査 
 

 
201１年 6 月１４日（火）必着 

 
 

＜ご記入上のお願い＞ 
■ 本アンケートは､封筒の宛名のご本人がお答えください。    

■ 該当する全ての項目にお答えください。また、回答は、あてはまる選択肢の番号に○をつける

か、（   ）や    の中に具体的にご記入ください。 

■ ご記入いただいたアンケートは、同封の返送用封筒（切手不要）に入れてポストに投函してく

ださい。 

■ プライバシーの保護には十分な注意を払い、ご回答いただいた内容はすべて統計的にコンピュ

ーターで処理をしますので、お答えくださった方のお名前や、どなたがどのようなお答えをされ

たかは、決して漏れることはありませんので、安心してご回答ください。 
 

 

第 2 回調査（3 月調査）にご回答いただいた後、お名前やご住所に変更があった方のみ
．．．．．．．．．

、 

お名前・ご住所をご記入ください。 

 

お名前やご住所に変更 あり ・ なし （○をつけてください） 

 

以下をご記入ください 

 

 ふりがな 

お名前 

ふりがな 

 

 

 ご住所 

〒         

※ご記入いただいた個人情報は、謝礼の送付と次回以降のアンケートの発送に限定して利用します。 
 

● 調査についてのお問い合わせ先 ● 
独立行政法人 労働政策研究・研修機構 転職モニター研究会 

TEL: ０３－５９０３－６３２０ （午前 10 時～午後 5 時） 
 

 

☆★☆ お手数ですが、表紙左側の  を目印に、以下のように三つ折りにして封入ください ☆★☆ 
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問 1 あなたの性別は。   問 2 現在おいくつですか。  問 3 現在、どちらにお住まいですか。 

                        

                        

   （2011 年 6 月 1 日現在） 

 

問 4 あなたは、現在結婚していますか。

（○は 1つ） 

 

（付問） 配偶者の方は働いていますか。 

      （○は 1つ） 

 

 

 

問 5 あなたは、今、どなたと一緒に住んでいますか。（○はいくつでも）  

1 単身（一人暮らし） 5 あなたの父親 または 母親 

2 配偶者 6 配偶者の父親 または 母親 

3 子ども（小学校入学前） 7 兄弟姉妹 または 祖父母（あなた または 配偶者の）

4 子ども（小学生以上） 8 その他（具体的に：         ） 

 

問 6 あなたが一緒に住んでいるご家族のうち、今、生活費を主に負担しているのはどなたですか。（○

は 1 つ） 

 

問 7 あなたは、３月調査から現在までに、今の仕事やこれからつきたい 

   仕事に関わる勉強（＝自己啓発）を、費用を自己負担でしましたか。（○は 1つ） 

 

 

             問 8 にお進みください 

（付問） どのような自己啓発を行いましたか。 

 

 

 

 

Ⅰ．3月に実施した「第 2回 転職モニター調査」（３月調査）に 

ご協力いただきまして、誠にありがとうございました。 

はじめにあなたご自身とご家族についておうかがいします。 

（３月調査でおうかがいしたこともありますが、念のため、全員お答えください。）

※ 現在とは、2011 年 6 月 1 日のことです。 

1  男性 

2  女性 
  歳 

  
都 道 

府 県 

1 結婚している 2 結婚していない 

1 正社員で働いている 

2 パート、アルバイト、派遣社員などで働いている 

3 自営、家族従業員、内職などで働いている 

4 働いていない 

1 自分 2 自分以外の人 

1 はい 2 いいえ 
勤務先の指示で受ける研修や座学などの教育訓練と、

公的な支援のある職業訓練は除きます
．．．．

。 

自己啓発の具体的な内容、勉強した場所と、週に何時間など、ご自由にご記入ください。 
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問 8 昨年９月から現在までの間に、次の公的な職業訓練を受けましたか。（○は 1つ） 
※ 複数の訓練を受けた場合は、主なものを１つ選んで○をつけてください。 

1  訓練生として雇われて受ける訓練 
【有期実習型訓練（基本型）】 

ジョブ･カードの交付をうけ、訓練生として採用された企業で受

ける訓練 

2  雇われていた企業で正社員となるための訓練 
【有期実習型訓練（キャリア・アップ型）】 

ジョブ･カードの交付をうけ、パートや契約社員から正社員への

転換を希望する人がすでに働いている企業で受ける訓練 

3 公共職業訓練施設での訓練（職場実習あり） 
雇用・能力開発機構や都道府県の公共職業訓練施設内で行う訓練

と企業などでの職場実習を組み合わせた訓練 

4 公共職業訓練施設での訓練（職場実習なし） 
雇用・能力開発機構や都道府県の公共職業訓練施設内で行う訓練

（企業などでの職場実習を伴わない訓練） 

5 専門学校などに委託された公的な訓練 
（職場実習あり） 

専門学校などの民間教育訓練機関内で行う訓練と企業などでの

職場実習を組み合わせた訓練（企業実習先行訓練を含む） 

6 専門学校などに委託された公的な訓練 
（職場実習なし） 

専門学校などの民間教育訓練機関内で行う訓練（企業などでの職

場実習を伴わない訓練） 

7  基金訓練 雇用保険を受給できない方などが教育訓練機関で受ける訓練 

8  公的な訓練を受けたが種類はわからない 

9 その他の公的な訓練（具体的に：                     ） 

10 いずれも受けていない      問 9 にお進みください 

 

（付問 1）その公的な職業訓練は、３月調査であなたがお答えになった訓練と同じものですか。（○は 1
つ） 

 

 

（付問 2）その訓練の期間は、いつからいつまでですか。 

 

 

（付問 3）あなたがその訓練や職場実習を受けた場所をすべて選んでください。（○はいくつでも） 

（付問 4）その訓練は最後まで終わりましたか。（○は 1つ） 
 
 
 
 
 

（付問 5）その
．．

訓練以外
．．．．

に、昨年 9 月から現在までの間に基金訓練を受けたことがありますか。（○は 1

つ） 

Ⅱ．次に、公的な支援のある職業訓練（公的な職業訓練）の受講や 

資格について、おうかがいします。 

1 同じ 2 違う 

西暦 ２ ０ １  年   月 から  西暦 2 0 1  年   月 まで

1 採用された企業（訓練生として雇われている企
業を含みます） 

5 専門学校、各種学校、教育訓練企業などの 
民間教育機関 

2 訓練を受ける以前から、働いていた企業 6 短大、大学（大学院）などの教育機関 

3 雇用・能力開発機構の 
職業能力開発促進センター（ポリテクセンター）

7 職業訓練法人、NPO 法人、社会福祉法人、 
認定職業訓練施設、農林業の団体、事業主団体など

4 都道府県の職業訓練校（高等技術専門校など） 8 その他（具体的に：           ） 

1 終わった 2 訓練実施中 3 中断した 

1 はい 2 いいえ 
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問 9 ３月調査から現在までに、仕事に関係がある資格や免許を新たに
．．．

取得しましたか。名称を記入して、

カテゴリー番号(1～8)のあてはまる番号に○をつけてください。（それぞれ○は 1つずつ） 

1 はい 2 いいえ 

                   問 10 にお進みください 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

問 10 あなたは現在、働いていますか。（2011 年 6 月 1 日現在）（○は 1つ） 

1 働いている 2 訓練生として雇われている 
【有期実習型訓練（基本型・キャリアアップ型）】

3 2 以外の公的な職業 
訓練を受けている 

4 働いていない 

              問 11 にお進みください          問 19 にお進みください 

（付問）現在の勤務先で働き始めてから、3 月調査から現在までに、職場での実習や、勤務先の指示で座

学や研修を受けましたか。（○は 1つ） 
 
 
 
 
 

問 11 現在の勤務先（訓練企業）で、あなたはどのような働き方をしていますか。（○は１つ） 

1 経営者・役員 6 派遣社員（登録型） 

2 自営業主・自由業者・内職 7 派遣社員（常用雇用型） 

3 家族従業員 8 訓練生として働いている 

4 正社員・正職員 9 その他（具体的に：         ）

5 パート・アルバイト・契約・嘱託・臨時   

（付問） その勤務先で働きはじめたのは、いつですか。 

 

 

 その資格・免許の名称 カテゴリー番号 

(例) 
簿 記 検 定（日商３級） 

※ できるだけ正確な名称をご記入ください。「級」や「得点」なども具体的にご記入ください。
 

1  2  3  4 

5  6  7  8 

(a)  
1  2  3  4 

5  6  7  8 

(b)  
1  2  3  4 

5  6  7  8 

(c)  
1  2  3  4 

5  6  7  8 

Ⅲ．次に、現在の仕事や就職活動について、おうかがいします。 

1 受けた 2 受けていない 

西暦     年   月 

【 カテゴリー番号 】 

１ 語学系（英検２級、TOEIC450 点など）        ５ 福祉系（介護福祉士、ヘルパー資格など） 

２ 情報系（初級シスアド・IT パスポートなど）      ６ 普通自動車運転免許 

３ 技術・技能系（フォークリフト技能者、調理師など）  ７ 普通自動車以外の運転免許 

４ 事務系（簿記、社会保険労務士など）      ８ その他
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問 12 あなたは現在、以下の事項について、昨年 9～12 月の第１回調査の直前の仕事と比べて、それぞ

れどの程度満足度が変わりましたか。（それぞれ○は 1つずつ） 
※ 第 1 回調査のときに有期実習型訓練（キャリア・アップ型）を受講していた方は、同じ勤務先での以前の雇用形態での

仕事を「直前の仕事」と考えて、お答えください。 

  

低
く
な
っ
た 

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば 

低
く
な
っ
た 

ど
ち
ら
と
も 

い
え
な
い 

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば 

高
く
な
っ
た 

高
く
な
っ
た 

a 仕事全体 1 2 3 4 5 

b 労働時間 1 2 3 4 5 

ｃ 賃金 1 2 3 4 5 

ｄ 仕事の内容 1 2 3 4 5 

e 仕事の量 1 2 3 4 5 

f キャリアの見通し 1 2 3 4 5 

g 仕事を含む生活全般 1 2 3 4 5 

問 13 現在の勤務先（訓練企業）で、あなたはふだん、次の a ～ n のような行動を取っていますか。該

当する番号に○をつけてください。（それぞれ○は 1つずつ） 

  

常
に
し
て
い
る

大
体
し
て
い
る

し
て
い
な
い 

そ
の
よ
う
な 

機
会
は
な
い

a 職場で、きちんとあいさつをしている 1 2 3 4 

b 職場のルールを守っている 1 2 3 4 

ｃ 出勤時間や、仕事上の約束の時間を守っている 1 2 3 4 

ｄ パソコンを支障なく利用している 1 2 3 4 

e 引き受けた仕事は最後までやりとげている 1 2 3 4 

f 忙しそうな同僚の仕事を手伝っている 1 2 3 4 

g 上司や先輩に対し、正確にホウレンソウ(報告・連絡・相談)している 1 2 3 4 

h 職場で仕事上のアドバイスをしている 1 2 3 4 

i 会社の懇親会などの職場の集まりに積極的に参加している 1 2 3 4 

j 上司や先輩を見て、仕事のやり方やコツを学んでいる 1 2 3 4 

k 作業の工夫や改善に取り組んでいる 1 2 3 4 

l 不意の問題やトラブルにも対応できている 1 2 3 4 

m 初めての仕事にもチャレンジしている 1 2 3 4 

n 資格取得や自己啓発などに取り組んでいる 1 2 3 4 

問 14 現在の仕事で、残業を含めて 1週間に何時間くらい働きましたか（訓練生は訓練時間を含む）。今

年 5 月第 4週についてお答えください。 

 
 

問 15 現在の仕事での今年 5月の給料は、1カ月いくらくらいでしたか。 

 

 

1 週間あたり   時間 （残業時間を含む） 

残業代を含め、税込みで 

５月の１カ月間で、およそ             円 
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問 16 現在の勤務先の会社（訓練企業）全体で働いている人は、何人くらいですか。（○は 1つ） 

1 29 人以下 2 30～99 人 3  100～499 人 4 500～999 人 

5 1000 人以上 6 官公庁（公務員） 7  わからない 

問 17 現在の勤務先の会社（訓練企業）全体は、主にどのような事業をしていますか。（○は１つ） 

   ※ 派遣社員として働いている方は、派遣先の事業についてお答えください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（付問） その会社全体の具体的な事業内容をご記入ください。 

 

 

問 18 現在の勤務先(または訓練企業)で、あなたはどのような仕事をしていますか。（○は１つ） 

 
（付問） 具体的な仕事の内容をご記入ください。 

 

 

 
★☆ ふたたび、全員がお答えください ☆★ 

問 19 あなたは、現在の仕事をどのようにして見つけましたか。働いていない方は、主にどのように就
職活動をしていますか。（○は 1つ） 

1 農林漁業、鉱業、採石業、砂利採取業 10 学術研究、専門・技術サービス業 

2 建設業 11 宿泊業、飲食サービス業 

3 製造業 12 生活関連サービス業、娯楽業 

4 電気・ガス・熱供給・水道業 13 教育、学習支援業 

5 情報通信業 14 医療、福祉 

6 運輸業、郵便業 15 その他のサービス業（10～14 以外） 

7 卸売業、小売業 16 公務 

8 金融業、保険業 17 その他 

9 不動産業、物品賃貸業   

1 事務（一般事務、経理、営業・販売事務 
コールセンターオペレーター、受付事務員など）

7 運搬・清掃・包装などの仕事（郵便配達、倉庫作業員、
ラベル貼り、箱詰め、ビル・建物清掃員など） 

2 営業・販売の仕事（小売店主、販売店員、不動産売買、 
営業職、保険外交、外勤のセールスなど）

8 保安の仕事（警察官、消防官、自衛官、警備員など） 

3 サービスの仕事（飲食店主、理・美容師、料理人、 
ウエイトレス、ホームヘルパー、看護助手など）

9  専門・技術職（看護師、税理士、教師、保育士、 
システムエンジニア、技術者、デザイナーなど）

4 生産工程の仕事（製品製造・組み立て、自動車整備、 
CAD オペレータ、食料品製造、農水産物加工など）

10 管理職（課長職以上、経営者など） 

5 輸送・機械運転の仕事（トラック・タクシー運転手、 

船員、発電員、ボイラー技士など）
11 農・林・漁業の仕事 

6 建設・採掘の仕事（とび職、大工、電気工事、採鉱員など） 12 その他 

1 一般の求人広告や説明会で 6  都道府県・市町村など地方公共団体の紹介 

2 友人・知人の紹介 7  NPO の紹介  

3 家族・親せきの紹介 8  民間の人材派遣会社や職業紹介機関の紹介 

4 卒業した学校の紹介 9 その他の方法（               ）

5 公共職業安定所（ハローワーク）の紹介 10  就職活動をしていない 

 
例：一般事務、経理、設計、介護ヘルパー、販売員、電気設備工、ハウスクリーニングなど

 
 
例：板金、自動車販売、生花販売、学習塾など 
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問 20 あなたは、３月調査から現在までに、離職したことはありますか。（○は１つ） 

                

問 24 にお進みください      問 21 にお進みください 

（付問 1）その勤務先では、いつからいつまで働いていましたか。 

 ※ 離職した勤務先が複数ある場合、働いていた期間が一番長い勤務先についてお答えください。 

 
 

（付問 2）その勤務先を辞めた理由はなんですか。（○は 1つ） 

問 21 あなたは、３月調査から現在までに、雇用保険を受給しましたか。（○は１つ） 

問 22 あなたは、３月調査から現在までに、就職活動（求人への応募や採用面接を受けるなど）や開業の

準備をしましたか。（○は１つ） 

 

（付問 1） 何社に応募しましたか。     問 24 にお進みください     問 23 にお進みください 

 

 

（付問 2）３月調査から現在までの応募先を決める際に重視したことは何ですか。（最大３つまで
．．．．．．

） 

1 やりがいを感じる 6 会社の規模・知名度 11 社会保険に加入している企業 

2 前職の経験・能力を活かせる 7 賃金 12 ハローワークに紹介されたから 

3 訓練で身につけた能力を活かせる 8 勤務形態・勤務時間 13 知人・友人がいる 

4 取得した資格を活かせる 9 職場環境・人間関係がいい 14 就職できればどこでもよい 

5 仕事の内容 10 通勤に便利 15 その他（具体的に      ）

そのうち最も重視したものはどれですか。 
該当する番号を記入してください。 

問 23  ３月調査から現在までに、就職活動をしなかったのは、どのような理由からですか。（○は１つ） 

 

 

 

 

 

 

1 ある 2 ない 3  その期間中は、仕事に就いていない 

西暦 2 0 1  年  月から 西暦 2 0 1 年   月まで 

1  解雇 または 契約期間の満了 9  労働時間・休日等の労働条件が悪いため 

2 倒産 10  肉体的により軽易な仕事に就きたいため 

3  安定した職業に就きたかったため 11  通勤が不便なため 

4  会社・仕事に将来性がないため 12  病気・けがのため 

5  もっと収入を増やしたいため 13  結婚のため   

6  より知識・技能を活かせる仕事に就きたいため 14  出産・育児のため   

7  よりやりがい・生きがいの感じられる仕事に就きたいため 15  介護・看病のため 

8 人間関係がうまくいかないため 16  その他（具体的に：         ）

1 現在、受給している 2 受給したことがある 3 受給したことはない 

1 就職活動をした 2 開業の準備をしていた 3  何もしなかった 

  社 

    問 24 にお進みください 

1  探したが見つからなかった 6 出産・育児のため 

2  希望する仕事がありそうにない 7  介護・看護のため 

3  知識・能力に自信がない 8  急いで仕事につく必要がない 

4  病気・けがのため 9 進学や資格取得などの勉強をしている 

5 年齢のため 10  その他（具体的に：        ）
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問 24 以下のそれぞれの期間中にキャリア・コンサルティングを何回受けましたか。 
※ 受けなかった場合、「０（ゼロ）」をご記入ください。 

 

 

 
 
問 25 3 月調査から現在までに、ジョブ・カードを交付 または 再交付されましたか。（○は 1つ） 

1  交付された （付問）それはいつですか。 

2  再交付された 西暦 ２ ０   年   月

3  交付されていない      

 

 

問 26 3 月の東日本大震災から今までの間に、以下に該当することがありましたか。（○はいくつでも） 

 
問 27 震災前とくらべて

．．．．．．．．
、今、あなたのお気持ちや考え方に変化がありましたか。（○は 1 つずつ） 

  

そ
う
思
わ
な
く

な
っ
た 

あ
ま
り
そ
う
思

わ
な
く
な
っ
た

変
化
な
し 

少
し
そ
う
思
う

よ
う
に
な
っ
た

そ
う
思
う
よ
う

に
な
っ
た 

a 将来に不安を感じる 1 2 3 4 5 
b 前向きにがんばりたい 1 2 3 4 5 

ｃ 努力をしても仕方がない 1 2 3 4 5 

ｄ 生活全般に満足できない 1 2 3 4 5 

e 地域の景気が悪くなった 1 2 3 4 5 

f ぜいたく品と思えるような買い物はしなくなった 1 2 3 4 5 

g 仕事より、ボランティアや地域活動を充実させたい 1 2 3 4 5 

h 貯蓄をするより、いま消費をしたい 1 2 3 4 5 

i 税金や社会保険料が増えても、社会保障や福祉を充
実させてほしい 

1 2 3 4 5 

 

(1) 3 月調査から現在までに    回 

(2) この 1 年間で     回 

Ⅳ．あらためて、全員にお尋ねします。 

このたびの震災が転職行動や就業状況に影響することもあるかもしれませんので、

以下の質問にもお答えください。 

1 自分自身がけがをしたり、病気になった 7 震災の影響で収入が減った 

2 家族がけが・病気をしたり、死亡者がでた 8 震災の影響で労働時間が増えた 

3 
水道、ガス、電気のうち 1 カ月以上回復しなかったも

のがある 
9 応募できる求人が減った 

4 震災前の住居に住んでいるが、家財に損壊があった 10 就職活動で頼りにできる人や機関が減った 

5 震災前の住居に住めなくなり、転居した 11 その他（具体的に：            ）

6 震災の影響で職を失った（内定を取り消された） 12 特に被害はなかった 

質問は以上です。調査へのご協力をありがとうございました。 

次回調査（第４回）は９月を予定しております。引き続き、ご協力をお願いいたします。 

ハローワークの通常の窓口対応とは別に時間をとっ

て、職業選択などに関して、キャリア・コンサルタン

トと一対一で行う個別相談のことです。 

ジョブ・カードの交付とは、登録キャリア・
コンサルタントによるキャリア・コンサル
ティングの結果が記入され、コンサルタン
トの署名が入ったジョブ・カードを受け取
ったことをいいます。また再交付とは、１
度は交付を受けており 2 度目のキャリア・
コンサルティングの結果の記入・署名を受
けた場合をいいます。 
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